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日本船主協会会長 河村健太郎

獄

）

　新年おめでとうございます。

　1998年の年頭に当たり一言ご挨拶申し上げ

ます。

　昨年は、一連の企業不祥事、金融不安、消

費税の引き上げ等、国民生活をも巻き込んで

日本全体が大きく揺れ動いた年でありました。

　また、政府により、行政・経済構造・財政

構造・金融制度をはじめとする六分野の一体

的改革いわゆる六大改革の断行が掲げられ、

21世紀に向けてわが国全体が進むべき方向も

示されました。

　この六大改革のうち、経済構造改革は規制

緩和の実現等により、各分野が国際基準；グ

ローバル・スタンダードをクリアすることを

柱とすることが提唱されておりますし、さら

に、「日本版金融ビッグバン」とも称される

金融制度の大改革の理念の一つとして掲げら

れているのも、グローバル化です。このよう

に、わが国全体が新しい方向に向けてようや

く歩きはじめた感がします。

　日本船主協会の創立50周年の節目でもあっ

た昨年は、日本近海でのタンカーの油流出事

故、米国連邦海事委員会（FMC）の日本船3

社に対する制裁措置問題等外航海運業界にと

っては、まさに経営の根幹を揺るがすような

大きな問題が持ち上がりました。

　しかし、一方で、関係者のご尽力により、

国際船舶への日本人船員の配乗要件の緩和、

即ち、原則日本人船・機長2名混乗体制の実

現についての具体的な道筋に光明を見出すこ

とができた年でもありました。

　外航海運業界はグローバル・キャリアとし

て、すでに厳しい国際競争の下で企業活動を

行っている業界です。わが国外航海運企業が

国際市場で生き残っていくためには、あらゆ

る面で国際競争力を確保することが最も必要

なことです。言い換えれば、少なくてもわが

国外航海運企業の競争条件が制度面で他国の

海運企業と同等であるということです。勿論、

自己の責任で企業活動を行うという自己改革

することも当然不可欠です。

　これらのことは、外航海運業界という一業

界だけの問題ではありません。新しい方向に

向かっているわが国産業界全体にとって、競

争条件もまたグローバル・スタンダードにす

ることが肝要なのではないでしょうか。

　また、グローバル化の下では、企業行動が

世界中の関係者によって監視されており、市

場の信認を失った企業には厳しい評価が下さ

れることを肝に銘じておく必要があります。

　21世紀に向けて歩みはじめたわが国にとっ

て、海運業は欠くことのできないインフラス

トラクチアーとして、またパイオニアとして、

内外の経済・社会の信頼を得ながら、これか

ら起ってくる諸問題に真摯にかつ前向きに立

ち向かって行きたいと決意を新たにしており

ます。

せんきょう　平成10年1月号 □



1．平成10年度海運関係税制改正・予算

1．平成10年度海運関係税制改正

　平成10年度税制改正について当協会は、平成

9年9月開催の定例理事会において、期限切れ

となる国際船舶の登録免許税の軽減措置の拡充

と延長、二重構造タンカーの特別償却制度の拡

充などを中心とした要望重点事項を決定し、政

府・国会関係への要望を開始した。（本誌1997

年10月号P．2シッビングフラッシュ参照）

　その後、大蔵省はll月5日、法人税率引き下

げの財源として賞与・製品保証・特別修繕引当

金の廃止と退職給与・貸倒引当金の見直しを柱

とした24項目の課税ベース拡大の方向を打ち出

し、自民党税制調査会に示すとともに、さらに

1／月20日、船舶の特別償却制度の廃止をはじめ、

既存の特別措置の大幅な縮減を内容とする整理

案を提示した。このため当協会は、わが国は法

人税の実効税率が高い上、償却をはじめとした

船舶税制が特別措置を含めても諸外国より不利

なものとなっていることなどを示し、国際競争

を行う上で同等の条件の整備が必要なことを関

係方面に訴えるなど、既存税制の存続について

も強力に要望活動を展開した。

　その結果、12月16日、自民党税制調査会の平

成10年度税制改正大綱において、海運関係税制

については概略次のとおり（資料1参照）決定

した。

　（D　船舶等の特別償却制度

　　・船舶の特別償却については、適用期限内

　　　にもかかわらず廃止案が出されたが、現

　　　行どおり維持された。

　　・二重構造タンカーの特別償却については、

　　　対象に外航を追加した上で特償率を30／

　　　100（現行＝内航のみ20／100）へ引き上げ

　　　を要望したところ、外内航とも19／100

　　　となったσ

　　・船員訓練設備の特別償却については、18

　　　／100（現行20／100）で延長された。

　②　国際船舶の登録免許税の軽減措置

　　　現行制度（1／1000）の延長とともに対象

　　に海外から譲渡を受けた船舶の追加を要望

　　し、現行制度の延長は認められたが対象の

　　拡大は認められなかった。

　（3）船舶の特別修繕引当金制度

　　　繰入限度額を現行の3／4にする等の見

　　直しの上、特別修繕準備金に改組された。

　㈲　その他

　　・外航用コンテナに係る固定資産税の特例

　　　措置（4／5＞は、現行内容で延長された。

せんきょう　平成10年1月号



’）

）

【資料1】　平成10年度海運関係税制改正重点事項最終結果

項　　　　　目 現　行　制　度 要望内容 整　理　案 最終結果 備　　　考

1，船舶等の特別償却制度 ①外航近代化船
@（3，000G／T以上）

@特償率18／100
A内航近代化船
@（300G／T以上）
@特償率16／IOO
B二重構造タンカー
@特二二20／100（内航のみ）

C船員訓練設備
@特償率20／1σO

③対象に外航を
@追加した上で
@特償率を30／　100

C適用期限の延

@長

（大蔵省整理案）

@廃止

A廃止

B内航：廃止

C廃止

①②現行通り

B特償率　19／1．00

@（外内航とも〉

C特船固
@18／100

適用期限内
i平成11．3，31

@まで）

K用期間
@1年間

K用期間
@2年間

2．国際船舶の登録免許税の
y減措置

○税率1／1000
@（本則4／100の

①適用期限の延

@長
A海外から譲渡
@を受けた船舶
@を対象に追加

〔大蔵省整理案）

ﾈし
①現行制度を延

@長
A認められず

適用期間

@2年間

3．外航用コンテナに係る固
闔綜Y税の特例措置

0課税標準の4／5 Q適用期限の延
@長

（自治省整理案）

ﾈし
○現行制度を延

@長
適用期間

@2年間

4．外法埠頭公社が所有又は
謫ｾするコンテナ埠頭に対

@する固定資産税・都市計画
ﾅの軽減措置

O課税標準の1／2
@（旧外銀埠頭公団から承継
@した外割埠頭および埠頭公
@社が整備した大規模外貿コ
@ンテナ埠頭〉

①現在所有する
@コンテナ埠頭
@の課税標準を

@1／2
A今後取得する
@大水深コンテ
@ナ埠頭の課税
@標準を1／3

（自治省整理案）

ﾈし
①課税標準

@1／2
@対象施設を限
@嘱し、特例措　置を延長

A課税標準
@1／3

①適用期間

@2年間
A平成10～11年
@度取得分につ
@いて最初の10
@年間

5．船舶の特別修繕引当金 Q船舶の定期検査に伴う多額
@の修繕費に当てるための引
@当金

○現行制度の維
@．持

伏蔵省見直し案｝
蒲vの経過措置を講じた上、廃

~

○繰入限度額を
@現行の3／4
@等にし、特別
@修繕準備金に
@改組

6．中小企業新技術体化投資
｣進税制の延長

@（メカトロ税制）

○電子機器利用設備を取得等
@により事業の用に供した場
@合、初年度取得価格の30％
@の特別償却又は7％の税額
@控除

○適用期限の延

@長
（大蔵省整理案）
O税額控除（取1得分）1廃止：○リース税額控

@除及び特別償
@却については、
@設備選定に係
@る明確な基準
@を示せない限
@り廃止

○税額控除を個
@黒幕は資本金
@3，000万円以
@下の法人に限
@るほか、対象
@設備の見直し

適用期間

@2年間
�Y省との共管）

7．エネルギー需給構造改革
юi投資促進税制

@（エネ革税制〉

○新造の省エネルギー設備を
@取得し、事業の用に供した
@場合、初年度取得価格の30
@％の特別償却又は7％の税
@額控除
@（海運関係設備；船舶推進
@軸動力利用発電装置、廃熱
@利用ボイラー、高効率ボイ
@ラー）

○適用期限の延…〔大蔵省整理案）

@長　　　　　…o税額控除
@　　　　　　1廃止
@　　　　　　iO特償率
@　　　　　　　2D／100
@　　　　　　0対象設備の見　　　　　　　　直し

O基準取得価格
@要件及び対象
@設備の見直し

適用期間

@2年間
i通産省との共管）

・コンテナ埠頭に対する固定資産税・都市

計画税の軽減措置については、外貿埠頭

公社が所有するものについて課税標準を

　1／2、今後取得するものについて1／3

の軽減措置を要望し、対象施設を限定し

た上、認められた。

2．平成10年度海運関係予算

運輸省および厚生省は、平成9年8月末に平

成／0年度予算概算要求事項を決定し、大蔵省に

対して要求を行い、折衝を開始した。（本誌1997

年9月号P．2シッビングフラッシュ参照〉

　その後、12月20日に大蔵原案の内示があり、

復活折衝を経て12月25日の閣議で政府案が決定

された。

　政府案のうち、海運関係予算の概要は以下の

とおりである。

　（D　外航海運対策の推進（資料2参照）

せんきょう　平成10．年1月号 團
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【資料2】 平成10年度外航海運関係予算

　　　　　　　　　　（単位＝百万円）

平成9年度 平成10年度
区　　　分

予　算　額 要求額 政府案

船員雇用促進対策 58 110
工02

事業費補助金
歳 〔1階年船員養成プ 0 93 86

　ト鴻Vェクト
出 ②国際船舶制度鮭 17 17 16

進事業費補助

予 〔3船員訓練システ 40
皿　1 一

ムに関する調査
［

算 事業費補助 …

利子猶予特別交付金 384 84 84

財
政
投
融
資

貿易物資安定供給
［物流基盤整備枠全体で460億円］

35，357
［欝］

①歳出予算

　・船員雇用促進対策事業費補助金

　　　国際船舶への船長・機関長の2名川

　　乗体制の導入を円滑に実施し、国際船

　　舶制度を推進するため、若年船員の早

　　期養成・確保に向けた座学研修や乗船

　　実習などに9．3DO万円を要求し、政府

　　案で8，60D万円とされた。また、平成9

　　年度に引き続き、国際船舶制度の円滑

　　な実施、拡充を目的とする調査費1，700

　　万円を要求し、政府案では1，600万円

　　が認められた。

　・利子猶予特別交付金

　　　既に締結した利子補給契約について、

　　日本開発銀行により利子補給金相当額

　　の利子猶予措置を引き続き講じること

　　とし、猶予対象利子運用金利分も含め

　　開銀への交付金として8，400万円を要

　　課し、政府案でも要求どおりとなった。

②財政投融資（日本開発銀行融資）

　　海運事業者が貿易物資の安定輸送のた

　めに投資する外航船舶、外航船員研修所、

　貿易物資用倉庫、外航コンテナターミナ

　ル等の設備を融資対象に354億円を要求

　し、政府案で物流基盤整備枠全体で450

　　億円とされた。

　　　なお、LNG船および超省力化かつ基

　　幹輸入物資輸送船舶については融資比率

　　60％が維持され、二重構造タンカーにつ

　　いては融資要件の緩和により融資比率が

　　60％へ引き上げられた。

（2）運輸施設整備事業団閲係（資料3参照）

　　船舶整備公団と鉄道整備基金との統合に

　よって平成9年10月1日に設立した運輸施

　設整備事業団は、船舶整備公団の事業を引

　き継ぎ、内航海運の体質．改善を図るため、

　近代的経済船の建造、内航貨物船の改造等

　を促進することとし、代替建造で590億円、

　また改造等に対する融資枠として15億円、

　合計605億円を要求、このほか国内旅客船

　の整備としての149億日目あわせ、船舶関

　係業務として総額754億円を要求し、政府

　案でもそれぞれ要求どおりとなった。

（3＞船員対策関係1（資料4参照）

　①一般会計

　　　船員雇用関係としては、日本船員福利

　　雇用促進センター（SECOJ）が行う船

　　員雇用対策事業に1億4，200万円、国際

　　的な漁業規制や東京湾横断道路の建設に

　　伴う船員離職者職業転換等給付金が1億

　　7，100万円、総額で3億1，300万円とされ

【資料3】平成10年度運輸施設整備事業団

　　　　（船舶関係業務）関係予算（単位：億pD

1 平成9年度 平成10年度
… 区　　　　分

予　算　額 要求額 政府案

事業計画 726 754 754

ω国内旅客船整備 15・1 149 149

②内航海運の体質改善 557　i
590 5go

〔3船舶改造等融資 12　i　　E 15 15

支出予算
721i

747 747

〔1潤内旅客舶の整備 151　1 ／52
152

②内航海運の体質改善 558 580 580

〔3贋物船改造等融資
12 15 15

資金計画
721 747 747

〔1財投資金 487 475 475

（2泊己資金 234 272
2τ2

せんきょう　平成1Q年1月号
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【資料4】　平成10年度船員関係予算 （単位　．白万トIJ）

区 分

旨平成9年度平成10年度1

陪輔瞬額
　
…

　
t

一評

会邑

計…腿

　ミ用

　欄
運1係

1　船員離職油虫業転換等給付金

（D漁業関係

〔2｝海．運茎嚢E廻イ系

99

（95）

191

（／15）

・・
黶E・6・

政府案IE
備 考

r

輸

省

2．船員雇用促進対策事業費補助

金

m外山船．就職奨励助成

〔2）内航転換奨励助成

（3〕技能訓練助成

ω船員職域拡大訓練助成

】78

〔2／）

（14）

（12）

（22）

（IP

　　ヨ　　・本州四国連絡橋の供用｝こよる離職船員等へ支給
　　セ
ー　…
…　151　i　I42　…

1　…　…
巨2Di〔ユS）i外国船主に雇鵬される離職船員に支給
…〔諏・）1漁業職都内鱗主・闘・れ・者・支給

i〔1・・i・・睡麟・乗・・せ・ため・必賄防腐・騨せ・

1（1騨16）離共勘罐繍諺館を取得させる
…〔　・Dl（3）　漁業離職者が内航船に乗船する場合に有効となる資格を取得
I　　　　l

〔1〔13｝…

〔681

㈲内航転換訓練助成 …
ヨ

… させる

⑥離職高齢船員活用対策助成 （58） …（3）…（ 3）

〔7国際船舶職眞緊急養成事業費

@補助

（o〕i

@　　i

　　　iA（93｝1（ 国際船舶に渕する若手船員養成プロジェクト事業貨補助

目発動．．ヒ国船員餐成への協力 go

@　F

81i 80 開発途上国の船員婆戒への．軸力・貢献、70名

小　　　　　計
367　；…　　　ト

4231 ・
9
3
1
… ．

i〔D船員等の就職促進に要する経 19： 　rP6　i 16… 就職促進手当

費
！ i移転費

②雇用安定対策に要する経費 25 32 25
i
未
払
賃
金
の
立
替
払
…

（3）船員雇用促進対策事業費補助 762 765 646 1㈱日本船員福利雇用促進センターが行う事業の実施に要する
i

F

に要する経費 …
！

…経費の一都を補助

①センター管理費 1
〔
8
9
｝
：

（83） （s3｝ …㈲日本齢員無「雁用促進センターの管理費

②技能訓練事業費 1〔149） （122＞ （122） 海事英語研修、船舶職員訓練、陸上転換職業訓練
「

③雇用安定事業費 （528） （471） （441．〉 外国船船員派遣助成金（lO年度：269）

技能訓練助成金（IO年度＝173）

小　　　　　計 …　809
723 687

1

一　．

＊匹田五入の関係で末尾の計が合わない場合がある。

　た。

　　このほか、ODA（政府開発援助）の一

　環として実施している「開発途上国船員

　養成受入れ事業」は、研修生70名とし、

　8，000万円とされた。

②船員保険特別会計

　　船員保険特別会計のうち、船員雇用対

　策関係は、外国船船員派遣助成金2億

　6，900万円をはじめ、技能訓練事業費、

　技能訓練派遣助成金等、SECOJへの補

　助金として6億4，600万円とされたほか、

　未払い賃金の立て替え払いに要する経費等

　合計で6億8，700万円となっている。

㈲　その他（流出油防除資機材の整備等）

　　流出油防除資機材の整備等については、

　昨年発生した大規模油流出事故に鑑み、防

　除資機材の整備等に3億1，700万円、海．．ヒ

　災害防止センターの体制強化に1，600万円、

　輻較海域における航路標識の整備に2億

　8，0DO万円、総額で6億1，300万円とされた。

せんきょう　平成1〔1年1月号 鷹1
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2．FMCが制裁措置を停止、
　　　協議に解決が委ねられる

　1996年11月に米国連邦海事委員会（FMC：

Federal　Maritime　Commission）が、わが国

港湾慣行の改善を求めて、日本船3社（川崎汽

船、日本郵船、大阪商船三井船舶）のコンテナ

船が米国に寄港する毎に1Q万ドルを課す制裁措

置を提案、その後、1997年2月に制裁措置が制

定されたが、4月目日米海運協議の結果を受け

て、この実施は9月4日まで見送られていた。

（経緯等については、本誌1997年5月号P．2

シッビングフラッシュ1参照）

　運輸省、日本二丁協会、日本船主協会港湾協

議会、外国船舶協会の関係当事者は、これ以降

も事前協議制度の改善について合意を得るべく

協議を続けてきたが、同日までに合意に至らな

かったため、FMCは予定通り、制裁措置を発

動させ、日本船3社に課徴金を課すこととなっ

た。

　このような関係者の努力にもかかわらず、制

裁が発動されたため、10月10E｛からワシントン

において日米政府の課長級レベルによる協議が

行われた。しかし、9月分課徴金（40隻：400

万ドル）の支払期限である10月15日に至っても

協議はまとまらず、一方、日本船3社が課徴金

の支払を拒否したため、翌16日、FMCは日本

船3社の船舶の入出港禁止措置等のより強権的

な措置の発動を関係機関に要請する旨の決定を

行い、状況は海運に止まらず、日米貿易全般に

影響を及ぼしかねない深刻な事態を招来するに

至った。

　このように、国内外で一時非常に緊追した空

気の流れる中、協議は両国政府の準閣僚級レベ

ルに急遽引き上げられ、その結果、10月20日に

至り、以下を趣旨とした内容で大筋合意した。

　①現行事前協議制度の簡素化、透明性の確

　　保を図ること

今後は政府間

②現行事前協議制度に代わる「別方式」の

　　制度を併設するとともに、日本政府は法令

　　に許す範囲内で最大限の支援を行うこと

　③港湾運送事業に基づく免許の発給期間の

　　短縮（2カ月）を図ること

　しかしながら、政府間合意にもかかわらず、

FMCは9月分の課徴金の支払を強硬に求め、

強硬措置に訴える様相を取っていたため、日本

船3社は、事態の一層の混乱を回避し、制裁措

置の強化による日米国際通商全般への影響を未

然に防ぐため、／0月27日に至り150万ドルを支

払うという苦渋の決断を行った。

　一方、事前協議制度の改善については、日米

政府間協議の合意を受け、国内協議が行われた

結果、10月末に関係当事者間で、事前協議制度

の改善に向けた合意が形成され、日米政府間の

書簡の交換を経て、FMCは11月13日、制裁措

置の「停止（su＄pend）」および関係当事者から

の申し立ての際には、外交ルートを通じた解決

を行うとともに必要と認める時には更なる行動

（action）をとることを留保する旨の発表を行

った。

　今回の問題について日本政府は、FMCの一

方的な制裁措置が日米友好通商航海条約に違反

するとの判断に立ち、同措置の全面撤回を求め

ていくこととし、上記条約に基づいて二国間協

議の開催を米国政府に対して申し入れている。

　さらにこれを契機として外国政府による一方

的な制裁措置の発動を牽制するとともに、交渉

上対等な立場の確保等を図ることを目的として

「外国等による本邦外航船舶運航事業者に対す

る不利益な取り扱いに対する特別措置に関する

法律」（いわゆる対抗立法）が一部改正され、

12月19日に公布・即日施行された。（改正点の

せんぎょう　平成10年1月号



概要については本誌P．7シッビングフラッシ

ュ3参照）

　また、日本船3社としても、引き続き制裁規

則の無効と課徴金の返還を求めて訴訟を継続す

るとともに、日本政府に対しても、制裁措置の

全面撤回を米国政府に求めるよう要請している。

　FMCの制裁措置は上述のとおり完全に撤回

されたものではなく、「停止（suspend）」扱いと

いう観点から鑑みると、制裁問題は関係当事者

間の協定が合意の内容通り実施されるか否かに

その解決が掛かっており、これが実施されない

場合、再燃する恐れを残していることから、依

然予断を許さない状況に置かれているといえる。

　（制裁延期の決定から対抗立法の施行までの

主な動きおよび関連資料については、次号に掲

載予定）

3．対抗立法の一部改正法の成立

　「外国等による本邦外航船舶運航事業者に対

する不利益な取扱いに対する特別措置に関する

法律」（いわゆる対抗立法）の一部を改正する

法律が、1997年／2月3日、衆議院運輸委員会提

出の法律案（与野党一致の議員立法）として決

定され、12月4日に衆議院で、12月12日に参議

院でそれぞれ可決、成立した。

　同法律は、1977年、荷主に対する自国船積み

の強制や船舶運航事業者に対する積日規制など、

当時の発展途上国における国旗差別措置に対抗

するため制定されたものであるが、今般の法改

正の目的は、米国連邦海事委員会（FMC）がわ

が国港湾制度と慣行の改善を求めて日本船3社

に制裁金を課した問題にみられるような、外国

等による一方的かつ不当な制裁措置の発勤を牽

制し、交渉におけるわが国の対等な立場の確保

を図ろうとするものである。

　改正点の概要は次のとおりであり、12月19日

公布、即日施行された。

従来の措置に加え、

③邦船社に対し、不当に差別的な負担金の

　納付を義務付けること

④邦自社の使用する船舶の入出港の制限・

　禁止、貨物の積込み等の制限・禁止をする

　こと

2．対抗措置の通告から発動までの期間の短縮

［従　来］

　相手国船社に対し、6カ月を下らない期間を

定めて、対抗措置を実施することがある旨を通

告することができる。

［改正法］

　外国等が上記1．③および④の措置を実施ま

たは決定する場合において、緊急に対処する必

要がある場合は、上記期間（6カ月）にかかわ

らず、期間を定めて、対抗措置を実施すること

がある旨を相手国船社に対し通告することがで

きる。

1　対抗措置の発動要件となる外国等の措置の

追加

［従　来］

①荷主に対し、自国船囲による運送の利用

　　を義務付けること

②邦船社に対し、自国船社に有利な取扱い

　　を定める協定の締結を義務付けること

［改正法］

3．国庫納付制度の創設

［改正法］

・外国等が上記1．③の措置を実施または決定

する場合、相手国船社に対し、当該負担金に

相当する金額の国庫納付を通告することがで

　きる。

・相手国船社がこれを納付した場合、対抗措置

　は実施しない。

せんきょう　平成10年1月号 同
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タンカー運賃高騰で

抑えられたスクラップ

　　壼阪難轟哩脇　寛子

　アジア、米国の景気拡大、日本における原油

処理量増加、欧州地域における域内原油生産の

伸び率鈍化等によって世界の主要地域でそろっ

て原油輸入量を伸ばし、世界的にタンカー需要

が拡大し、1997年のタンカー運賃高騰をもたら

した（本誌1997年11月号P．4寄稿参照）。

　しかしその後、アジアの通貨危機に始まった

韓国の経済危機の影響で、タンカー需要の減少

は12月に入って顕在化、12月末にはアラビア湾

積み日本向けVLCC運賃でWS50を割り込む

水準まで下落した。

　他方、1997年のタンカー供給量について見る

と、竣工量もスクラップ量も低水準に留まり、

年間平均船腹量は前年比ほぼ横ばいの水準であ

った。

　今回はこの1997年のタンカー船腹供給につい

て振り返る。そして韓国の影響を大きく受けて

いる最近のタンカー需要動向も勘案しつつ、今

後のマーケットを考える。

1，1997年のタンカー船腹供給量

　1997年のタンカー年間平均船腹量は297．8百

万％であった。総船腹量はタンカーの新規参入、

撤退を受けて常に変動するものであるが、年間

を通してそれらを平均したものが年間平均船腹

量である。1997年の水準は前年比ほぼ横ばい

（0．5％の微増）であるが、近年の流れは1994年

をピークに減少傾向にあった。主にスクラップ

の活発化に支えられたもので、この船腹量の減

少が近年のタンカーマーケット需給改善をもた

らした。

　1997年通年で見ると竣工量、スクラップ量と

もに前年実績を下回り、低い水準に抑えられた

（図1参照）。竣工量は前年比64％、スクラッ

プ量は前年比60％の水準であった。

　竣工量が低水準に留まったのは1995～96年の

発注量が少なかったためである。当時は新造船

価の先安感があったことに加え、船型別に見て

特にVLCC発注が控えられた。このVLCCの

発注量の抑制については後述する。

　スクラップが低水準に留まったのは／997年の

運賃が高水準にあったためである。タンカー運

賃が低迷した1993～94年は近年のスクラップ実

績のピークである。

　その後、水準は落ちたものの依然として竣工

量を上回るスクラップがあり、船腹供給量は減

少、需給改善につながった。そうして年々運賃

が回復するにつれて逆にスクラップ実績は減少

が続いた。

　では、以下にアラビア湾積みの基本船型、

VLCC船腹量について見てみよう。

團 せんきょう　平成10年1月号



25．

　2Q．

多
≧15

椙10癬

　5

0

出所；

［図1］ タンカー竣工量 ・ スクラップ量推移
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2　VLCC船腹供給量

（1）竣工・スクラップ実績

　　ユ997年央時点のVLCC船腹は457隻、131．8

百万％で全タンカーの46％（％ベース）を占

　める。近年のVLCCの竣工量、スクラップ

量の推移は表1に示している。

　　1997年の撤退量は14隻（うちスクラップが

　8隻）、運賃が低迷したため撤退量が30隻を

超えた1994～95年実績と比べると大きく減少

　している。前回も述べたようにVLCCマー

ケットは1997年夏場にWSIGOを記録する高

　運賃となったため、特に7～ユ／月のスクラッ

　プは1隻（改造は3隻）に留まった。

　　竣工量も8隻と低水準であった。1995～96

【表1】VLCC竣工・スクラップ実績（隻数）

1994年 1995年 1996年　1997年

竣　　工 20 25 23 8

撤　　退　　37
@（改造）　（3）…　〔損失）　（1）

31

i0）

k1）

18

i4）

ko）

14

i6＞

i0＞

（注）　撤退は喪失、改造を含む

出所；Clarksσn　Research　S亡udies

年のVLCC発注量が控えられたのは、船価

の先安感と並んで将来のVLCC需要の見通

しが不透明であったためである。つまり、1995

～96年はVLCCではなく、主にAFRAMAX

タンカーで輸送される北海原油の生産量が急

速に伸びている時期であった。また、IMO

のタンカー構造規制は1996年7月以降竣工の

新造船にダブルハル構造適用を義務付けた。

そのためこの適用を回避するため1996年まで

にシングルハルの駆け込みで竣工したタンカ

ーもあり、1997年はその反動滅となった面も

ある。

②　船齢構成

　まず、スクラップ対象船腹を確認する意味

で現存VLCCの船齢構成を見てみよう（図

2参照）。全VLCC457隻（131．8百万％）の

うち船齢20年以上（1977年以前建造）のもの

は213隻（62．8百万％）で47．6％を占める。

1970年代半ばと1990年以降とに二つの山がで

きており、この1970年代建造の山がスクラッ

プ対象として捉えられる。

せんきょう　平成10年1月号 圃
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［図2］1997年央VLCC船齢構成

且－Lπゴ．［］己墨…
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Jacobs＆Partners　Ltd，

B2
（15）

84
86　　88
（11）

90　　92　　巨4　　96　建造年

　　　（5）　　　　　　　（D　　　舟台齢

　　　　　　　　　　■

　IMO規則によって船齢25年に達したタン

カーは基本的にダブルハルに改造しない限り

運航を認められない。そして1990年代以前に

建造されたタンカーはダブルハル構造ではな

い。そのため従来は1970年代建造のVLCC

が25年に達する前に順次スクラップに付され

るものと見られていた。つまり1973年建造船

16隻が今年、1974年前造船46隻が来年に期限

を迎える。単純に計算させて、25年の期限一

杯に運航させたとしても1998～20DO年で年間

平均41隻のVLCCがスクラップされる計算

である。しかし、最近になってIMOでも認

められているダブルハルの代替措置を採るこ．

とで船齢30年まで運航を続けようという動き

が見られっつある。

3．タンカー船腹供給の見通し

　さて、今後の船腹供給量はこれまでのように

減少傾向が続くのであろうか。それともスクラ

ップの低迷で再び増大基調に向かうのであろう

か。

　上述のとおりVLCCで見たようにスクラッ

プ対象船腹は現存船腹量のかなりの比率を占め

るが、IMO代替措置の適用で実際のスクラッ

プがどの程度前後するかによってこの先2～3

年総船腹量の増減が左右されてくることになる，

　一方、今後の竣工量については現在のタンカ

ー発注量から予測可能である。現在の船型別、

竣工年別タンカー発注残の状況は表2に示すと

おりである。1998年には工4．6百万％、1999年に

は19．3百万％のタンカーの竣工が予定されてい

る。これらは図1の従来の竣工実績と比べてみ

ても水準として高い。従来に比べてAFRA－

MAX，　SUEZMAXといった小型タンカーの竣

工予定が大きいのも一つの特徴である。これら

タンカーでも現在、船齢20年を超えるものは全

体の約34％を占めるため、リブレース用として

予定されているものも割合としては大きいであ

ろう。

　次に、VLCCについて見ると、1998年に5，0

万％（17隻）、1999年に8．9万％（31隻）の竣工

予定がある。既述のとおり1997年のVLCC竣

せんきょう　平成10年1月号
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【表2】竣工年・船型別タンカー発注残（1997年10月末現在）

竣工1997年1覇～12見 竣工1998年 竣工1999年　　竣工2GGO年以降 計画　型
i千％） 隻 百万％ 隻　　百万％ 隻 百万％ 隻 百万％ 隻 百万％

1G～6G型

U0～80型

W0～120型

P20～200型

Q00型以上

23

c
5
2
2

o．69

O．00

O．53

O．28

O．56

107

@2
R3

Q0

P7

3．02

O．14

R．46

Q．95

T．03

99

PG

SG

P6

R1

3．12

O．7〔1

S．23

Q．34

W．90

16

Q
2
6
2
0

⑪．41

O．14

O22

O．86

T．93

245

P4

W0

S4

V0

7．25

O．98

W．44

U．42

Q0．43

計　　　32 2．06
179

14．61　　196 19，3〔ト 46
7．55 453

43．52

（注）　10～60型にChenlical　Tankerを含む
出所二Clarksorl　Research　Studies，　Limited

工量は少なかったが、1998年の予定量はほぼ従

来並である。1999年の予定量は大きく、当然こ

れらにはリブレース分、純増分双方が含まれる。

船腹需給バランスの維持、改善には、この竣工

水準に見合った分のスクラップ、荷動き量の増

大が不可欠である。

　1998年のスクラップに関しては従来の見通し

よりも下押しされるが、対象船腹量の大きさか

ら、ある程度竣工量にバランスするかたちでの

実績が期待できる。ただ、小型タンカーは比較

的多くの竣工が見込まれるため、供給量増大の

可能性が高い。

4．タンカー需給の見通し

　1997年の全世界のタンカー需要はClarkson

推定値によると249百万％（前年比4．2％増）で

ある。1996年は239百万％（同3．0％増）、1995

年は232百万％（同D．4％増）と1995年以降、年々

伸び率が回復している。

　米国、欧州、日本、アジアのいずれの地域向

けにもタンカー需要は増大した。データには年

末になって一気に顕在化した韓国向け荷動きの

減少分は織り込まれていないが、アジア向け需

要の増大分は全タンカー需要増大分の半分以上

を占める。既述のとおり／997年のタンカー船腹

量は前年比微増であったものの、タンカー需要

増大に支えられ需給は改善、運賃は上昇した。

　12月に見られた韓国によるスポット成約の急

減は、同国経済危機に伴う支払い能力不安のた

めに原油販売者が原油販売を、船主がタンカー

用船を控えたためである。シンガポール向けも

減少したが、その他の台湾、中国等に向けた成

約には大きな影響は出ていない。

　IEA（国際エネルギー機関）は毎月のレポー

トで世界の石油需要の実績・予測値を示してい

るが、12月のレポートでもアジア通貨危機の影

響を受けるかたちでの世界の石油需要予測の大

幅な変更はない。中国を除くアジア石油需要の

1997年実績見込みは、9月時点での見通しから

12月までに！0万B／D（BarreVDay二日量～バ

レル、1バレル＝約159£）減少した。1998年

の予測は同様に20万B／D減少した。しかし、

いずれも中国による増加がそれらを相殺し、全

世界の実績見込み、予測とも変化はなかった。

　1997年ほどの伸び率は期待できないが、タン

カー需要の落ち込みは長期に亘るものではなく

1998年も前年比増が見込まれよう。

　結果、タンカー需給はVLCCを中心に緩やか

ながら1998年も改善傾向が続き、運賃も現在の

WS50割れの水準からは徐々に上向いて行く。

せんきょう　平成10年1月号 ㎜



東京湾等濁江海域における大型タンカーの航行安全対策の再徹底について

　東京湾において1997年11月に連続して発生

したVLCCの機関故障および船底接触事故

に関し、運輸省海上交通局長および第三管区

海上保安本部長から、大型タンカー事故再発

防止対策について、その実施状況に遺漏がな

いか、また、その対策を再度点検し、周知徹

底を図るよう要請があった。

　当協会は、本誌1997年10月号（P．8参照）

で既報のとおり、1997年7月に東京湾で発生

した原油流出事故に関し、海運業界として直

ちに実施する安全対策および今後検討する安

全対策について取り纏め、逐次実行に移して

いるところであるが、東京湾において事故が

連続して発生したことから、安全運航の確保

を再徹底するため、「東京湾等酒淫海域にお

ける船舶の航行安全対策」（資料参照）を取

り纏めた。

　12月19日には会員各社に対して、上記安全

対策の行動方針に則り、各社が運航する船舶

に対し安全運航実施指針を基準として航行安

全対策を速やかに遵守させ、その実行を検証

することによって、安全対策の再徹底を図る

よう周知した。

　［資料］

　　東京湾等輻車奏海域における船舶の航行安

　　全対策　　　　　　　（1997年12月19日〉

　行動方針

　　東京湾等船舶の輻臥する海域における航行

　安全対策については、既に会員各社が定めた

　『安全管理制度』に基づき作成された各種マ

　ニュアルに沿って実行されているところであ

　るが、最近のVLCCによる一運の事故を教

　訓とし、そのより具体的周知行動の実施とそ

　の検証体制を確立する。

　　特に、水先人乗船中といえども、「本船の

　安全運航についての指揮権と責任は常に船長

L塾璽墜り・脹以

下、航海・機関当直要員の職責を再確認する

とともに、水先人との情報の交換および水先

人からの報告体制の強化等、同種事故再発の

絶無を期することとする。

　また、確実に種々航行安全対策が実行され

ていることを検証するため、海上保安庁、関

係水先人会など関係者の指導・協力の下に安

全対策キャンペーンを早急に実施し、以下の

指針に基づく実施効果の検証・確認作業を併

せて行うこととする。

安全運航実施指針

工．適切な要員配置と職務の確認

　船舶の輔湊時、狭視界時など周囲の状況に

応じ、適切な当直要員を配置するとともに、

当直要員の基本的職務分掌を明確にし、各要

員が本指針に基づく行動をしていることを確

認する。

・「安全管理制度」に規定されている各当直

　要員の職務・職責を確認する。

・特に視界制限状況下における追加当直要員

　の配置を確認する。

・水先人乗船中の船長の義務と責任に対する

　認識を確認する。

・水先人乗船中の当直航海士、およびその他

　当直員の担当職務を確認する。

・水先人の行動に対し疑念が生じた場合は、

　船長は直ちにその意図を確認するとともに、

　必要と判断される場合には船長の意志によ

　り操船する。

・当直航海士は、航海計器および航海設備の

　定期点検を行うとともに、入湾前に特に車

　要なジャイロ、操舵配置およびレーダー等

　作勤状態の点検をする。

2．安全な航海計画の策定と相互確認

　船長は、入湾前の機関運転状況の点検・試

運転実施計画、および湾内航行中の機関使用

予定等を含む、具体的な航海計画を定め、入

せんぎょう　平成IO年1月号
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湾前に当直要員に周知徹底する。また、乗船

した水先人に対してもこれを提示し、船長の

意図・認識を明確に伝えるとともに、水先人

の助言も考慮して、湾内航行計画を決定する。

・入試に際しては、湾外の安全な海域におい

　て、主機試運転を実施し、遠隔操縦装置そ

　の他機関各部の運転状態が正常であること

　を確認する。

・航路上の障害物、浅瀬等からの安全な隔離

　距離、避険線の設定および変針時の針路目

　標等を考慮した航海計画を策定し、入湾前

　の当直要員に対する周知徹底を確認する。

・航海計画の航行ルートおよびその予定変針

　点、速力調整等、特に重要な事項について

　は、水先入が乗船時に船長が確認する。

・本船の操船の特異性、その他操縦性能上の

　特記事項を船長は水先人に伝える。

・水先人が乗船後に決定した航行計画、水先

　人またはVHF等から得られた情報および

　以下の連絡・報告事項は、当直員全員が理

　解できるよう必要な措置をとり、情報を共

　有する。

3．航行中の連絡・報告体制の確立

　（1）船長、水先人からの命令

　・水先人に対し、変針、二二、または速力

　　の調整等、重要な操船行動をとる場合は、

　　事前に船長に対してその意図を伝えるよ

　　う要請する。

　・船長、水先人からのオーダーは、都度ア

　ンサーバックの上、再度確認し、確実な

　相互の意志疎通とその実行を確認する。

・当直航海士等が、水先人の行動に対し疑

　念を持った場合には、直ちに船長に報告

　する。

②　他船の動向・航路標識の監視と確認

・視覚、聴覚およびレーダー等を利用した

　適切な見張りの維持と他船の動静並びに

　衝突等危険性の確認と報告をする。

・航行予定針路付近にある灯浮標等の航路

　標識航過時の適切な報告をする。

（3＞船位および危険水域等からの離隔距離

せんきょう平成10年1月号

　の確認

・自船の船位確認と計画針路からのずれ、

　危険水域等からの離隔予想距離、および

　変針点までの距離の報告をする。

（4）機関回転数および船鉾の監視

　・船長は、機関回転数の調整など速力調整

　の動作をとる場合、前広に機関長に対し

　連絡する。

　・機関長は、機関及び補機等の運転状況に

　異常が見られた場合には、直ちに船長に

　報告し、必要に応じ緊急対応措置をとる。

⑤　進路警戒船への指示

　・進路上の他船への避溢協力依頼および航

　路障害物等の存在の報告など、進路警戒

　船に対する指示を水先人が行う場合は、

　必ずその意図を船長に報告させ確認し、

　必要に応じ船長が直接指示を出す。また、

　進路警戒船の解除時機は船長が判断する。

㈲　東京湾海上交通センター等、各輻気海

　域における海上交通センターとの運絡体

　制の確立
　・東京湾等値較海域を航行するに当たって

　　は、常時国際VHF　16CHの占守を行

　　い、東京湾海上交通センター等、各輻較

　海域における海上交通センターとの連絡

　体制を確立する。

4　緊急対応体制

（1．）機側運転体制の確立

　・主機遠隔操縦が不可能となった場合に直

　　ちに機側運転に移行できる体制を確立す

　　る。

（2）緊急二目網の確立

　・緊急連絡網を整え、二次災害防止のため

　　の早期タグボート手配など、即応体制を

　　確立する。

（3）海上保安庁関係機関との連絡体制の確

　　立

　・機関故障等発生した場合は、速やかに東

　　京湾海上交通センター等、各輻較海域に

　　おける海上交通センターなど海上保安庁

　　関係機関に速報し、運絡体制を確立する。
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1998年度わが国貿易の見通し

（社）日本貿易会
　　調　査　部　長 佐藤達郎

1．はじめに

　日本貿易会は、昨年12月2日に「1998年度わ

が国貿易収支、経常収支の見通し」を発表した。

日本貿易会は昨年5月に設立50周年を迎えた貿

易商社の業界団体で、本見通しも会員商社の協

同作業のもとに作成された。大手総合商社9社

（伊藤忠商事、兼松、住友商事、トーメン、ニ

チメン、日商岩井、丸紅、三井物産、三菱商事）

が作成した原案をこの9社を含む大手19商社で

構成する貿易動向分科会で審議検討して作成す

る。貿易動向分科会を構成する9社以外の10社

は、食料、化掌品、繊維、鉄鋼、電気、自動車

などの専門商社で、その商品に関する専門家の

立場から9社原案の審議検討に参加している。

こうして貿易動向分科会で承認されたものが日

本貿易会見通しとして正式に新聞発表されるの

である。本稿はその抄録である。

　銀行、シンクタンクなどが発表する貿易見通

しの多くが、GDP、外需寄与率、国際収支レベ

ルからアクセスする手法をとっているのに対し

て、本見通しはそれぞれの商社が、担当する個

別商品ごとに営業部門の協力を得て行う国際市

場、国内需要業界の動向等の分析を基礎とした

商品積み上げ方式というミクロのアクセス手法

をとっている。このことが実際に貿易取引を担

当する商社の業界団体が作成する本見通しの特

徴といえよう。

2．1998年度の通関収支尻は11兆し290億円、

　経常収支は12兆2，400憶円

　1998年度から本会は従来どおりの通関ベース

の貿易見通しに加えて、国際収支（IMF）ベー

スで計算した貿易・サービス収支、所得収支、

経常移転収支、経常収支も併せて発表すること

にした。しかし、本会見通しの根幹はあくまで

商品積み上げ方式による通関ベースの貿易見通

しにあるので、本稿はそれについて述べること

とする。

　1998年度のわが国の通関ベースで見た貿易は、

輸出が52兆8，750億円（前年度比3．7％増）、輸

入が4玉兆7，46G億円（前年度比2．O％増）で、こ

の結果、輸出から輸入を差し引いた通関収支尻

は11兆1，290億円となろう。1997年度の通関収

支尻の実績は10兆685億円（前年度比56．9％増）

と大幅増が見込まれるので、1993年度以降4年

度連続して縮小してきたわが国の通関収支尻は

昨年度に引き続き2年連続の拡大となろう。

　この結果、1998年度の経常収支も12兆2，400
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億円（前年度比9．7％増）と2年連続の増加とな

り、対名目GDP比は2，3％に達して、通常、貿

易摩擦激化のクリティカル・ポイントと言われ

ている2．0％のラインを昨年度に引き続き超え

ることとなろう。

3　前提条件

（D　主要輸出市場の景気動向と世界貿易

　　米国経済は個人消費、民間設備投資、民

　　間住宅投資等を中心に堅調な伸びを示して

　　おり、引き続き好調な拡大を続けるものと

　　思われる。

　　　EU経済は順調な景気拡大を継続中のイ

　　ギリスに加えて、ドイツ、フランスも景気

　　拡大局面を迎えよう。

　　　アジアNIESのうち韓国経済は、輸出は

　　回復局面に入るものの、金融市場の混迷に

　　より景気回復は遅延を余儀なくされると思

　　われるが、台湾、香港、シンガポール経済

　　は堅調な発展を遂げよう。

　　　ASEAN諸国経済は、通貨危機の影響を

　　強く受けたタイでは景気が大きく停滞する

　　ほか、．インドネシア、マレーシア、フィリ

　　ピン等α）域内経済も総じて景気は鈍化する

　　ものと思われる。

　　　中国経済は、生産が堅調に推移し、物価

　　．ヒ昇が落ち着き、貿易収支も大幅に改善さ

　　れて、引き続き高い成長を維持するものと

　　思われる。

　②　日本経済の見通し

　　　1997年度の日本経済は、消費税引き．．しげ、

　　特別減税廃止なビ財政デフレの影響で個人

せんきょう　平成10年／月号

消費が予想以上に低一．ドした。政府が11月18

　日に発表した景気対策は規制緩和を中心と

　したもので、即効的なものが少なく、雇用、

所得環境の改善が見込めないため早急な景

気回復が望めない。

　　1998年度も民間最終消費、民問住宅投資

　の大幅な改善が望めないが、民間設備投資

　は情報関連、環境関連投資を中心に堅調な

　伸びを示そう。また、財政構造改革法の施

　行により公共事業は7％削減される見通し

　である。

　　外需は、輸出はアジアの通貨危機の影響

　が懸念されるものの、米国、EU、中国向け

　が好調で緩やかながら伸びる一方、輸入が

　国内景気低迷の長期化による内需不振で小

　1隔な伸びにとどまるため、引き続きGDP

　に対しプラスの寄与となろう。以上により、

　1998年度の実質GDP成長率は、前年度比

　L3％増と1997年度実績見込み（D．7％）に

　比べて若干好転したものにとどまるものと

　思われる。

〔3）円の対ドル為替レート

　　1998年度の円の対ドル為替レートは、わ

　が国経済の緩やかな回復、わが国の経常収

　支黒字の拡大、日米長期金利差の縮小等の

　円高要因があるものの、一方、日米経済の

　ファンダメンタルズに依然として大きな差

　がある上に、外為法改正により資本の流出

　の動き等円安要因もあるため、1998年度は

　ユ997年度（120円）比し7％高の／18円とほぼ

　横ばいになると想定した。

（4）原油価格

腐…
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　OPEC諸国の増産とアジアの需要の仲

び悩みから需給のタイト感は薄れるが、米

国経済の好調に加え、中東の政情不安定も

あり、1998年度の原油の国際市況は、1997

年度と同水準の19．5ドル／バーレルで推移

するものと予想される。

4．輸　出

　／998年度の輸出を品目別にみると、輸出総額

の75％を占める機械機器が自動車、事務用機器、

半導体等電子部品等の不振で前年度比4，2％増

にとどまるほか、化学品、金属および同製品等

もアジア経済失速による需要不振で前年度比マ

イナスになるものもあって、輸出総額では前年

度3，7％増と小幅な伸びにとどまる。

　自動車はEU向けが2000年以降の現地生産拡

大に備えての市場対策で伸びが期待できるもの

の、米国におけるRV車生産ラインの立ち上が

りとアジアの需要不振で大きく減少するため前

年度比0．5％増と微増にとどまろう。

　船舶は1995年度下期の円安時の大量受注時の

受け渡しが継続中で堅調な伸びを示そう。

　精密機器はデジタル機、カラー機等の高付加

価値型複写機需要が好調なのに加え、Gショッ

ク時計が機能性とファッション性で世界的に需

要好調を維持して、前年度比23．7％と大幅増が

見込まれる。しかし、1998年度は、機械機器全

体としては前年度比4．2％増と小幅な伸びにと

どまり、自動車を中心に前年度比10．9％増と大

きく伸びた1997年度と比べて、大きく様相が変

化する。

　化学製品は米国向け医薬品は増加するものの、

有機化合物、プラスチック等がアジアの需要不

振で数量減となる一方、価格も底値横ばいと見

込まれるため、前年度比2．3％の減少となろう。

　鉄鋼はアジアの需要不振による数量滅で、前

年度比5．8％の減少となろう。

　1998年度の輸出は為替が若干ではあるが円高

傾向に転ずると見込んだため、数量ベースでみ

ると、1997年度に比べて増勢．が鈍化しよう（7．5

％→3．0％）。価格ベースで見ても高付加価値化

による価格上昇要因はあるものの、1997年度に

見られたような円安による円表示価格の膨らみ

が剥落するため小1隔な伸びにとどまろう（3．3％

→0．7％）。この結果、金額ベースで見た輸出は

前年度比3．7％増にとどまるものと思われる。

5．輸　入

　1998年度の輸入を品目別に見ると、国内景気

の回復の遅れと国際商品市況の低迷を背景に原

油・広田等の鉱物性燃料および羊毛、綿花、鉄

鉱石等の原料品は1997年度比マイナスとなろう。

また、輸入総額の約6割を占める製品類は、事

務用機器、航空機、その他機械機器等を中心に

伸びるものがある一方で、自動車、繊維製品等

減少するものもあり、全体としては低い伸びに

とビまろう。

　1998年度の輸入を数量ベースで見ると、国内

景気の回復力が弱いため、1997年度に引き続き

伸び悩むものとなろう（2，0％→2．5％）。一方、

価格ベースでは原汕、穀物類、非鉄金属等の国

際商品市況が1997年度比横ばいで推移するほか、

1997年度に見られた円安に伴う価格上昇要因が

剥落するため、1997年度比マイナスとなるもの

せんきょう　平成10年1月号



と思われる（1．3％→マイナスD．5％）。

この結果、金額ベースで見た輸入は、前年度

比2．0％と小幅な伸びにとどまるものと思われ

る。

19肥年度わが国貿易収支の見通し

1．輸　　出 （単位　億円、％　前年度比増減率）

品 名

総 額

　1997年度
（実績見込み）

510，0701　王0．8％

食　　半斗　　品　　　　　　　　　　　　3，043　　33．7％

擁蔽編蘂島．．．．．． u1可暮δ6”鵬

化学製品

非金属鉱物製品

34，423

ト

1金属および同製品

6，314…

　　旨

6．3％

4．o％

30，9〔，3；　　8．2％

（鉄　　　　自求）　　　　　　　　　　　19，189

機械機器　　　　378，302　10．9％

（一般機械） 1122，652

　事務用機器

［．．．．’國　　．．『’．

（電気機器）

　ig98年度
（見　通　し）

528，750 3．7％i

概 況

3，420

10，927　　　6．0％

33，629

12．・％…畏鱗蝶雛鷺羨b噸露寒謄続を背

△2．3％

．．．．． s』’．P

6，4651　　2．4％

29，738．△3，8％

1997年度の傾向の継続に加え、円安への歯止
めで低調。

有機化合物、プラスチック＝アジア景気回復
の期待薄で減少継続。価格は底値で横ばい。
無機化合物：数量維持なるも、価格は底値で
横ばい。医薬品；米国向け拡大。

13．9％　　18，085　△5、8％

7．7％

　　　1
　．．．．丁．「

39，641i　16．4％

　　　1

120，869

　　　　　　’．．．．．．．1．．閲’

通　 f言　 機　　　　　　　　 8，326

半導体等霞子部品

（輸送用機器）

自　動　寧

9．8％

18．8％

40，137i　　5．3％

’備97 奄P2・8％

72，780

自勤車の部分品

船

…パ精密機器）

舶
　　　．．．．．｛・・

科学光学機器

18，023

1．1．045

24、2％

そ　の　他

△2．7％

　8．3％

　　　1．

27，183124．6％

24，822

1
　46，776

25．3％

15．5％

394，191

127，804

ガラスおよび同製品、セメント：アジア経済
失速で需要回復への期待薄と、アジア諸国の
新設備稼働による供給増で微増。

鉄鋼＝鋼管は欧州、豪州、米国、中近東向け
数量増なるも、鋼材不振。銅地金：台湾は需
要滅なるも巾国向け増加で、全体では増加。
銅製品：市況軟化するも東南アジアの半導体

L．蝿テ音曝笠9現弛生産剛埋遡・

！獄罐饗弾撒による数量灘マイ

4．2％ト

4．2％

42，7491　　7．8％

126β03

8，874

現地生産拠点向け増加するも、円安進展に歯
止めがかかり、伸び率鈍化。

事務用機器：伸び率鈍化。原動機・金属加工
機：通貨危機による大型プラント受注減の影
響で微増。

数量は円安進展に歯止めがかかり、現地生産
本格化で伸び率鈍化。価格は欧州との競争激
化で値下げ圧力大なるも、金額ベースで伸び
率プラス。

4．9％1

6．6％

40，2041　　0．2％

、。、，，，。［。、．，兎

73，U4

映像機器、音響機器1デジタル製品好調なる
も従来型製品減少で、伸び率鈍化。音響・映
像機器の部品、電気計測機器、電池＝堅調。
重電、通信機二東南アジア景気停滞で低迷。

ネットワーク機器、無線通信は欧米との競合
厳しく、伸び率大幅減。PHS等の通信端末
は国際競争力あり、世界的市場拡大で好調。

東南アジア向けば、需要先の欧米景気好調な
るも、現地需要は通貨危機の影響で停滞し、
微増。

自動車の現地生産増加、自動車部分品の現地
生産進展に加え、アジアの需要不振で伸び率
マイナス。

　　　欧米の現地生産増、アジア需饗不振の減少要
O．5％i因あるも、中近東、その他地域の増加で前年
　　　度並み。

17，571　△2．5％

ll．763：　　6．5％

33．615…1　23．7％

30，973

5〔1，379

24．8％

アジアでの自動車販売不振に加え、部品の現
地生産進展で伸び率マイナス。

タンカー、貨物船：1995年度下期の円安下に
おける大量発注の引き渡しの増勢継続。

科学光学機器：複写機はデジタル機が北米、
アジア向け堅調。時計＝Gショック人気継続
で好調維持。

複写機：北米、アジア向けデジタル機、カラ
ー機需要の増加継続。写真機＝現地生産、現
地調達率上昇するも、デジタルカメラは増加。

・・7％1聡難鵬織㌘か菰榔で現陣

せんきょう　平成m年1月号 岡



2　輸 入 （屯位　億円、％　剛年度比増鼠草）

概 況

（寛1介畑）

（そ　の他）

「デ　オート　冒同

19　108

（羊し、￥1イL）

14％　　199ご1

肉如は引き了ノ］き伸ひ率マイブベとなる力　他
の「石目ては玉兄詞1曽となり）。

牛「勾　Iqgl年の自由化後、4．一歳ーナプノイ
気1床か続いたカ＼　実r見Aいの1弾入になり、
微増に止．まる　豚肉　数L横はい、金額へ一
スて減少。鶏肉　外食戸r業の　輿とト朋の御
費回復て増椥Up

　　　1エヒ　数マ横はい。恭「1、木岡アノア「弓削
・3％書震穣琢瀧盈釦霜融加ど吟ン轡川島
　　　　な回復で堅」『。

29　工24 d　b％　　29　ト71

0　0％　　34　781

26％

3」7～8 03％

1　259

（鉄鉱石、非鉄くセ属鉱）「　8414

」

（そのイ三原村）

鉱物『牛馴一1

（自 灰）

（炉油お」ひ租泊）

25　075

〈，3％　　l197

5　‘％　　8U9

△1　4／6　　2っ　465

△54％

△35／

ノJ・泣L　数　 杜はいり価格は安スヒ｝乱国。　1ツモ
ロコノ　国内シκ小爪て数「微雨。果実およ
ひ野菜　出掛、冷休野菜とも堅調。　ユメ　ミ
ニマム／ク七ヌ分のみ妻加。

（佃由製品）

　　　　1
70　128　　△1　6ヲ6　　6『　b20

木材よ金額へ一スて献上汽人ヨはr巨況、口内
フか　　ともイ黄はいD

各
砲
鍛

金
袷
て

勧
、
伊
緬

　
訪
外

壁
数
仕

よ
も
≧

に
ヰ
も
へ

台
9
る
額

皿
化
声
金

銑
昇
、

逼
塞
ド
り

整
煙
り
な

の
も
よ
と

れ
と
に
鼠

　
　
型

板も

．
汁

て
芋
茎

船台によるま小，［攻専
　　　　　　価格は豪
　　　　　数7は紡2監〔
金額へ一スて「謬調

鉄結石　 φ改渦面謁離郷属釦’　f回ド当国内袖餌、能
力増弓免て数r蹟曽力引するも価乙名は「τ疎し、全額
は微ぜ。；ノケル　鉛は価格1三二か持抗。瞭
鉛は数⊥は鮮加つるも価格丁洛て金額滅少。

　　　　国色rb場二尊の期待漕て、全額へ一ス横はいD
　　　　本材　新規fT毛有「数の回復期界揃。価格は
16日米「q、カプダで鳳仙。引き⊥け期行で毛ケにしり、
　　　　薄額へ一スで微均。人請　収穫さ、見込まれる　　　1
　　　　も口附拓姜堅澗なため、大さな変化なし。

A22％
7　呂971　　モ　9レ6　　　7　、40　　△4　5％

58　827

1

7　87b

（IPG　LNG）

品

（化寸一畏］口）

き
　（繊雑製品）

1，528

△2　0％　　う7　981

〈11D％　
7393

4　3／｛；　1、セ）06

△24％

△6　1％

18％

｝序で由は三三かi1」白に｛トい渚　トト落し、引目由製
晶もド要低迷し、Hrj年度比マイナス。

（杣川属目物川目）

　
　
サ

る
し
増

よ
も
去

こ
≧
r

デ
し

剰
は
て

過
再
転

給
血

伊
炭
所

料
」

単
発

。規
少
覇

滅が
洗

顔
般

金
一て

り
洛
鼠

τ
微

格
は

聴
く

乙46　653

29　556

57シ6254893
⊥2　3％　　29　929

・7・5・ P△・6％・b・4・

数【ぐは、国内只気の緩やかな謄写で増加つる
も　元ノこ各社は競争激化て牛産絞り込み、微
増。価格は、OPEC尋の増圧もあり　給の
タイi啓は泌札ているか、米「司経済堅」ヨとしP
近川の政［I」不安てHI】年度と同水準。

（金属お気ひ1．1異畝）

内「「横はい、諭入暗への’要低迷て数」L横はい。

IPG　数【rは国ド1了ジ気の緩やかな回仮て爪
庭用7’要竪調に仁り微増　価格は高止まり。
LNG　数t［は覇1カス田のイH袷能ノフ増か継続
し安定的に増加。価格は日u手帖ゴみ。

33％匙三品愉入云と率　 611％

．聯ト細に尉況臆鮒漕
641㍉i△20％
　　　」

数景は国手』ド要小振て低迷、価格も7ノノ以

弗0己回復は丁期に撃ち越される見込み。
6312 △工6％

（機櫨機昔爵）

　　　　1

19　8511　　　3　【）ゾ　　19　343

I
l118459

レ務ll三機～、

1号体＾亭L∫「「弥

1

　　目　」カ　　｝
［

勘し　全　機

23330

15　955

90％IZっ560

〈z6％

60％

板カフス　国内建設弄亙不振の長期化て、卦
力Ll雲速u　ダイセ　「τ1内∫｛象、不振て」此剛結晋ノ』ワ

εのイ也機†底機～b

17も％　 号〔10QO

B2％　 16　うB

鉄鋼　内㌔の回復期特託て国内r給雲門続き
拙少継統。鉗　回弊！袷緩和で市況1久化し直
黒。アルミ　欧米二皮二二なるも日本、〆ノ
アの’紫不振て国際南況横はい⇔
±流∠と機、　1｝務用機Aは人幅塊五　そのf也機看底機
響は堅JLI上曽、半導体はf申ひ窒t化。　自動中は引
き続き伸ひ亭でイナス。

　　　1↑業のiFエγ艮関連機’Yの碧泌∫1導入は一巡ジるも、
Lb　4％丹辺機振への新規7宏、二二二日ノコ／　歩
　　　　て伸ひノ⊥井。

　　　　WINDOW、98の投入に」るコノしユータの
3剰競鷲漏鞠fレー1忽こよ融格甥

9〔〕40〈211％　 81011△104％

4　∠7【）

し

63　864

（その他　全嘩今む） 44　520

30　0ヲ6　　4　90〔，　　14　8％

10　ど％　　〔，6216

△0　2レ6　　　L7　207

」7％

国内只気回復の朋仙転戦∫イ丁の二・一士7
ル投入算て回心遅れる。

60后

大型機　凱等各社の機材史〃1てHll年へ一スの
機数となる見込み。中小型機ヘリエプタ

　一、」［～【匁王　1占調ワ

　AV機あ、　F．日曝駅L　低価格品をLPLにE月月
なるも一寸て仙崩れし伸ひ率鈍化。逓でロ機
1あ汀し話のま占地局田田一巡、加入者暖炉一月艮
て減少紐杭。科∫尤イ機器はノートハノ」ノ

1用液晶ラハイスげ要読人てP丹調
」

　奇イ本ζyは伸ひ率増1児　永炉　　㌃r瓜皇1と「『自」『
　く、叩洲に打1移『る貼通しD1今板rなは大111屋
　な増加1は見込めないうユ、［可復見込み
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海運
ニュース

1．ばら積み貨物船の安全対策について

　一IMO　SOLAS条約締約国会議の模様一

2，アジア船主フォーラム（A＄F）航行安全委員会

　第4回中間会合の模様について
3，1997年央の日本籍商船の現状

　一「日本商船船腹統計q991）」よつ一

1．ばら積み貨物船の安全対策について

　　　一lMO　SOLAS条約締約国会議の模様一

　ばら積み貨物船（バルクキャリア）の安全対

策については、1995年5月のIMO第65回海上

安全委員会（MSC）以来検討が続けられ、本年

5月に開催された第68回MSCにおいて現存お

よび新造のバルクキャリアに対する一連の安全

対策が国際海上人命安全（SOLAS）条約の新

しい第日章として取りまとめられた（本誌1997

年7月号P．3D海運ニュース1参照）。

　これを受けてSOLAS条約締約国会議が1997

年1！月24日より開催され、27日にSOLAS条約

第皿章の採択が行われた。基本的には、第68回

MSCで合意されたものとほぼ同様の内容であ

るが、一部について概略次のとおり改正されて

いる。

〔1）新造バルクキャリアに対する損傷時復原性

　要件およびバルクヘッド、二重底の強度要件

　については、当初単船側構造のみならず、二

　重船側構造のものまで適用することとされて

　いたが、日本提案が支持され単船側構造のも

　のに限定することが合意された。（第4、5、

　6条関係）

（2）現存バルクキャリアに対する上記要件につ

　いては、当初案どおり単船側構造に限定され

　た。また、その段階的適用時期については、

　より公正さを期すため次のとおりとされた。

　　（第3条関係）

　①／999年7月1日時点における船齢が20年

　　以上のものは、1999年7月1日以降の最初

　　の中間検査（一中検）または定期検査のい

　　ずれか早い時期まで。

　②／999年7月工日時点における船齢が15年

　　以上20年未満のものは、1999年7月1日以

　　降最初の定期検査まで。ただし、20D2年7

　　月1日を超えない。

　③ig99年7月1日時点における船齢が15年

目　未満のものは、船齢15年に達した後の最初

　　の定期検査まで。ただし、船齢葺年を超え

　　ない。
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（3）　適用船の長さについては、Leros　Strength

　号など本年発生した事故の経験を踏まえ、ノ

　ルウェーより適用船の長さを150mから145m

　に変更するよう提案がなされたが、150mの

　ままとされた。ただし、今後150m以下のバ

　ルクキャリアについてもMSCで検討するこ

　とが決議された。

なお、SOLAS条約第日章は、1999年7月1

日以降建造されるバルクキャリアから適用され

るが、一方、日本海事協会（NK）を含む国際

船級協会連合（IACS）メンバーの船級船につい

ては1998年7月1日以降の契約船から適用され

ることとなる。また、現存バルクキャリアに対

する構造要件等の段階的適用時期については、

SOLAS条約とIACSの統一規則で若干の違い

があるため、IACSではSOLAS条約の規定に

抵触しないよう現在改正が検討されている。　　　一．

2．アジア船主フォーラム（ASF）航行安全委員会

　　第4回中間会合の模様について

　アジア船主フォーラム（ASF）の5S委員

会（Stabilization　of　Trade，　Seamen，　Ship

Scrapping，　Safe　Navlgation，　Shlp　Insurance）

の一つとして設置されている航行安全委員会第

4回中間会合が、わが国をはじめ、香港、韓国、

台湾、およびシンガポールなどアセアン諸国7

力国の船主協会の参加により、タイ国バンコク

の北東約260klnの内陸部に位置するナコンラ

チャシマにおいて1997年12月1日に開催された。

　本委員会では、同年11月24日から28日の間に

開催されたIMO海上人命安全（SOLAS）条約

締約国会議（P．19海運ニュース1参照）で新

たに採択されたバルクキャリアの安全に関する

SOLAS条約第丹田、および1998年の7月1日

から旅客船、タンカー、およびバルカー等に強

制化される国際安全管理（ISM）コードの実施

などについて、審議を行った。主な審議結果は

次のとおりである。

1．バルクキャリアの安全問題

　本委員会は、引き続き多く発生しているバル

クキャリアの沈没海難事故を防ぐ目的から

IMOで採択された検査強化プログラムが、統

一された基準で各船級協会により厳正に実施さ

れることを支持するが、バルクキャリアの安全

に関する規定のうちで、チェックリストによる

船舶およびターミナル間での安全確認の実施、

積荷または揚荷方法に関する関係官庁など関係

機関への報告義務、およびターミナルが貨物比

重を船舶に報告する義務について、関係するタ

ーミナル等と十分に協議がなされないうちに採

択されたことに懸念を表明した，
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　また、本件に関するIMOでの検討が、国際

船級協会（工ACS）など一部の関係機関のみで検

討され合意に至ったことから、今後、ASFメ

ンバーは、IMOへのさまざまな提案と並行し

て各船級協会で開催される委員会等決定機関に

対し、積極的に参加、働きかけを行うべきこと

を表明した。

2．国際安全管理（ISM）コード

　本委員会は、船舶、乗組員の安全、および環

境保護に寄与するISMコードの強制化（旅客船、

タンカー、バルカ一等船舶に対しては1998年7

月1日から、およびその他一般貨物船堀の船舶

に対しては2002年7月1日から〉について支持

を表明し、ASFメンバーおよび全船主に対し、

施行日までにISMコードに則り船舶管理システ

ムを早急に構築すること、また、その船舶管理

システムを審査する義務のあるすべての旗国の

関係機関に対し、世界的に統一された審査基準

を早急に構築するよう強く要請することとした。

3．ポートステートコントロール（PSC）

　本委員会は、サブスタンダード船の排除と航

行の安全を確保することを目的としたポートス

テートコントロール（PSC）の概念を引き続き

支持することに合意した。

　サブスタンダード船を排除するためには、さ

らなる旗国間の協調が強く求められることから、

世界中で明確かつ統一された基準によりPSC
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を行うこと、また、サプスタンダード船に対し

集中的に実施するターゲッティングシステムを

採用した船舶検査の実施を従来と同様に要請す

ることとした。

　また、PSCの実施によるサブスタンダード

船舶の情報がPSC関係機関との間で電子通信

システム等を利用してスピーディーに交換され

ることにより、不要な再三の検査を防止するこ

とができる。また、PSC検査官は、適切な訓

練またはあらゆる船舶の検査経験がある一定の

資格を有する者でなくてはならないとの意向も

表明された。

4．水先案内

　本委員会は、すでにIMOで採択されている、

水先人の資質と基準の統一に関する国内規則の

制定を薦めるガイドラインに則り、まだ制定し

ていないすべての国の政府が早急に国内規則を

制定するよう強く要請することとした。また、

国際独立タンカー船主協会（INTERTANKO）

がIMOに対し提案した水先人の訓練と資格の

基準に関する規定の作成、および水先人からの

水先ルート等を含む水先計画の事前提出（Pre－

Planning）を支持することとした。

　さらに本委員会は、すべての水先人は水先を

行う船舶のブリッジで船長をはじめ乗組員と一

体となったチームを形成し安全な水先業務が行

えるような、Bridge　Team／Bridge　Resource

Management（BRM）訓練を実施しなければ



ならないとの見解を示した。

5．海賊および船舶からの窃盗

　本委員会は、海賊と船舶からの窃盗がアフリ

カ、インド、ラテンアメリカおよび東南アジア

等世界のさまざまな海域で引き続き発生してい

ること、また、その何件かが非常に暴力的で危

険な事件であったことを指摘し、自国の領海内

で発生した海賊および港内で発生した窃盗に対

し何ら適切な対応策を講じない政府に対し強く

遺憾の意を表明する一方で、フィリピン政府と

マレーシア政府が合同で、Sulu　Seaにおける

海賊の撲滅のために努力していることを評価し、

すべての政府に対し、自国の領海内および周辺

海域での海賊行為の防止のため、対策を早急に

取ることを強く要請することとした。

　なお、船主は、海賊事件に関する情報を最寄

りの沿岸国関係官庁等に対し報告することが強

く求められていることを確認した。

6，二重船殻タンカー

　本委員会は、1997年9月15日から19日まで開

催されたIMO第40回海洋環境保護委員会

（MEPC）でわが国政府が提出したシングルハ

ルタンカーか． 辜_ブルハルタンカーへの代替建

造を促進する提案については、全会一致で支持

しないことを合意するとともに、73／78MAR－

POL条約附属書1、13G規則に定める、シング

ルハルタンカーに対する段階的適用規定で十分

であり、現規則を維持すべきことも合意した。

7．航路指定および船舶通報制度

　本委員会は、船舶の航行安全に寄与する施策

としてマラッカ・シンガポール海峡に／998年！1

月から設定される予定の強制船舶通報制度提案

を強く支持し、本船舶通報制度を確立し支える

ため、当該海域を通狭するすべての船主および

船長に対し当該通報制度に参加することを要請

することとした。

　また、本委員会は、船舶の安全航行を促進す．．

るために、2つの狭い海峡（マ・シ海峡）にお

ける航行援助施設の適正な維持管理とさらなる

充実を沿岸国に対し要請するとともに航行管制

オペレーター（VTS　operators）の高度な技術

基準を満たす訓練の実施を要求することとした。

8．密航者

　本委員会は、本件の問題解決に関するIMO

の努力を認識する一方で、すべての国の政府が、

密航者が実在するという長年の問題とその背景

等さまざまな困難な問題を認識し㍉港湾安全対

策を促進するとともに、密航者問題の早期解決

を促進するためにIMOで採択された“密航者

問題を適切に解決するための責任の配分に関す

るガイドライン”を早急に採用し、船舶運航者

が十分納得しうる、統一された実効性のある明

白な規則を採用することを強く要請することと

した。
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9，その他

　本委員会は、船舶の航行安全に関する規則の

変更、その他航行制限情報など、すべての船主

が容易にアクセスできるインターネットによる

情報サービスの実施（ホームページの開設）を

すべての国の政府に要請することとした。

3．1997年央の日本籍商船の現状

一「日本商船船腹統計（1997）」より一

　当協会では、毎年7月1日現在における日本

国籍を有する100総トン以上の鋼船（漁船、脱

船を除く）の船腹量を取りまとめ、「日本商船

船腹統計」として発表している。今般、その1997

年版を発行したので、概要を紹介する。

1　1997年央の日本籍商船

〔D　総船腹量

　　　1997年7月1日現在の日本籍商船の船腹

　量は、全体で6，756隻、L758万総トン、2，616

【表1】　日本籍商船の船種別構成（対前年比較）

　万重量トン、平均船齢10，4年で、前年に対

　して68隻、26万総トン、93万重量トンの減

　少となった（表1参照）。

　　日本籍商船の近年の船腹量の推移は表2

　および同付図のとおりで、1980年以降漸減

　している。

②　船種別構成

　　口本籍商船の船種別構成は表1および同

　付図のとおりで、油送船は1，048隻、1，020
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船　種　別
1996年央 1997年央 増 滅

画面
　フルコンテナ船
乾一般貨物給
・脳息綱1
物沐材専用船
…船その他専用船

　　小　　　　　計

油／乾貨物兼用船

τ雪面鰍τ讐
　43　置，130
2，148　　1，107

　4・．1

　81　　73S
　　　　　：　65　　4，260

　／　　　39
95b898

3，332　8，260

1：翻：1，，1齪ll

　133
510

7、951

　47
1．675

千重量
ト　ン

1
腱
1［、

舶
舩
船

　
品
ス

送
薬
ガ

　
学
化

　　　1

　　192

計

129

’3・978 c／0’4

　2481　18、3

　　　
5，8〔｝511｛｝，426

　240i　　　520

1，648　　エ，299

9．4　Ll）48

11：1畷
5，695

　237
2・〔〕89…

繍隻数

1．D25

2，526．

7β37

1，712

B、226

客 船

iその他特殊船
合 計

1・S34，　7・692

654i1，564

12，244

592

1
2
7
4
2

0
9
8
9
9

1

0
　4

0
　9

1

△　2

　6
ム57

’。・塩|：1

15SI　m．8

ユ，OO3． @200

6、824　17，845

9．6i

13．1

26　15．4

27，瞬11．2

1・148・・21
奄P2，・・3

　　　　　　598653　　　1、577

1、014　　　
201

6・756117，582

30

26，／57

9．1

千　総
ト　ン

△　99

　’1

童，墓

ム盟

‘」479

1E
?@129

　ム　ho
　ム　　3
3
　　441

ム　2D

12．2　　　1

14．4．

ユ。、4

11

329

13

ワ
H

ム　68、 ム　253

千重量
ト　ン 増減比

1
胃

繍
、，ii

血248

均
齢

平
船

　〔ム8．8）

　（ム0．4）

　（△o．7）

　（心3．3）

　（ム7．の

（ム100．ωi

　（2．2）

（ム　5．4）

（ム100、O）

3
0
9
3
4
6
9

0
1
0
0
0
5
0

　
・
凸
ム
・
菖
ム
㍉
晶
．
二

90δ
コ

ム222　（ム　　2・1）iム0・4

　　　　0．3）ム0．6　ム2…（ム

283　（　　21．8＞　ム0，9

59

6

1

ム　931

（0．5）

（1．ω

（15．1｝

△o．5

`o．9

坐〔ム　3．4）△0，8

せんきょう　平成／0年1月号



表1付図 （1997年7月1日現在）

　　　その他特殊船201一　　　　　　　合計　17．582千総トン
　　　　　　　　　　　　　　　　〔単位干警谷トン〕

ご1ご嘉ll∴

　　。＿八ル舛。」〉．～．一一一．．．一／

　　　　　　691

　クキャリアが61隻、734万重量1・ン（同28．〔〕

　％）、一般貨物船が2，100隻、253万重量ト

　ン（同9．7％）等となっている。

（3）船型別構成

　　船型別構成は表3のとおりである。隻数

　で500総トン未満の船舶が74，4％を占め、

　重量トンベースでは5万総トン以上の船舶

　が60、9％を占めている。また、平均船型は

　2，602総トンである。

（4）船齢別構成

　　船齢魍構成は表4のとおりである。重量

　トンベースで船齢5年未満船舶は27．1％

　　（前年は28．9％）、5年以上10年未満船舶

　は3L3％（同36．7％）とそれぞれ比重が減

　少しているが、10年以上20年未満船舶は

　36．9％（同30．0％）、20年以上船舶は4，7％

　　q司4．6％）　と比重が増加している。

　　なお、平均船齢は10．4年で、前年より0．8

　年減少した。

2．日本籍船の増加と減少

　近年の日本籍船の増加と減少の状況は表5お

よび同付図のとおりである。

　過去／年間の増減状況をみると、増加船腹は

31S隻（うち国内新造船267隻）、／10万総トン、

125万重量トンで、減少船舶は386隻（うち海外

売船274隻）、135万総トン、2工9万重量トン、差

し引き68隻の減少となっている。

3．日本籍船の内航・外航等の区分による船腹

　量

　前記の日本籍商船を内航海運業法第3条によ

る許可ならびに届け出の対象となる船舶（以下

「一

熏q船」とする）と「その他の船舶（外航等）」

に区分し、後者をさらに「2，000総トン以上の

外航商船（旅客船、フェリー、その他特殊船を

除く）」と「その他」に区分すると表6のとお

りとなる。また、この区分方法で近年の日本籍

船の船腹量の推移を見ると図1のとおりとなる。

　α〉「内航船」

　　　1997年央の「内航船」は、4，906隻、332

　　万総トン、644万重量トン、平均船齢9．1年

　　で対前年比較では総トンベースで0．6％の

　　微減となっている。また、その船種別構成

　　は重量トンベースで一般貨物船が35．5％、

　　油送船が26．3％のシェアを占めている。な

　　お、図1によれば、内航船の船腹量は近年

　　はほぼ横ばいで推移してきていることが示

　　されている。

せんきょう　平成10年1月．号



告El　I由OI狛渉．　⊆甲畢nデ再

w
　　　　　　。髪一一弓＝．｝艶

略纂騨昼時貯剛峯11興／鱒　⑧

　　　　　　　　ロ4つ～二三り6

丁　「擢辮董i鳴冊引率E］」

号圏宗料刎將＝・ヒ⊆乙61、儲

羅早騨亟〔‡μ卑灯海0乙61　①〔珊）

OD口．D炉　　　　DDO．ge　　　　oOO．0ε　　　　OOD．9凹

く「融士

ODO．o己 GOOL9し OOD．D」 OOD．9
o

［L＝：i＝＝二一■■■一■■■■■凶

　　　　　　　　　　　　　　　　　．．．i

　　一．．…　．．．．　．．　　　　．一　 ∠ら6L

　＝．．．工＝＝＝二＝＝＝＝］■■■■■■■■■■

L．．．！　　　　　．．．一．　956」
　　　　　　．＝＝＝■圏■■■■■■■圏■■■■
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　＝＝］■■一ε55」

一 一

〔＝ ．＝＝コ■■■■■■■■■■■■LL66」

68δ」

∠85」

986」

「．．

叫〔0をL．．．．：

一［（く5

鴨辱慨1駐■

＝■一。96」

一　　　　　E■■095」…
　　　　　　国　　　…

□＝■■■■■1」ッ6」…

　　　　　　　　己　　　　　：
　　　　　　　　i
　　　　　　　　　　　　I
　　　［」■■國9ε5」…
　　　　　　　　　　訂　：

086LI

　　　：

o∠6」i

　　　旨

　　　i

　　　I
　　　i
　　　L

．（

圏．1斗z峯

⊆『1▽ 巳9乙　▽ 89▽ 乙89’乙1 99∠」9 8’o 8乙乙’L ∠99」1 ε’セ 1εo巨8 垣冒」τ 乙’乙▽ z8ガ乙 ⊆乙乙9ε

　　　　ヨ乙661…　　　　i

乙』9▽ ⊆81’1▽ 9Zi▽ 9［・8’∠t セ器L9 8』o▽ i・9∠」1 乙99‘1 1’c▽　一 乙69冠 i・ε8’［ ε’謬▽ 6臼εレ9 εεピε 966［…

rε1▽ 甑8’乙▽ 9に▽ 0ε〔ジ61 096‘9 ε『1▽ 6昆」τ ε乙9‘1 乙16▽ FOゴs 068’1 ガ乙1▽ 乙r・／L6 解9Eε 9661

乙’出▽ ∠oガ1▽ s⊆τ▽ 888’罵 ⊆9r⊥ 8』L oo8’｛ 11ガτ 乙』⊆▽ 8∠ポs ／96唱i ⊥『6▽ o巨‘II ε0⊆」ε ｝661

9’o▽ τ垣　　▽ 88▽ 969℃ε ε乙εト⊥ 1詫’呂 69乙’τ εa乙‘τ ε’9 乙lg」6 686’1 6〔，9」ε1 ．［19℃ ε661

｛－奮▽ qOG’王▽ 乙⊆モ▽ 9£ム’乞乙 H章‘乙 乙㍗ 焔ム’L 8玉ガτ B』己▽ 9⊆6巨8 観6’1 6’⊆▽ e望9」犠 6塁℃ 乙66玉

S－1▽
メf

P
・
▽
一

　g仲　　▽
奄潔Pτ』正▽

00｛▽

U01▽

1以’死

X81’9乙

899」∠

W99’∠

09
ﾃ’9

⊥⊆9’t

ﾃ99’1

90乙Lτ

O69」τ

o』ε▽

w乙▽

乙1乙」6

ｳ09’6

696」【

ｳ66唱1
811▽
潤w匹▽

z乙9‘εI　　F［乙i垣 Σ：68Lε

X86」9

1661

O661

乙』5▽ 1乙ε8駈乙▽ 乙91▽ ⊥9ε』ga
〃’Lノ’“巨一

9－ε セ8ゼτ oセ9’1 乙『乙1▽ 　　　iW696 oε〔〕’ε ε』6▽ 聲8τ」⊆1 旦1’セ 6S61

1’u▽ 就9‘ε▽ 工1ε▽ ε61’6z 6ε6’三 991▽ 乙εドτ 〔〕ε9LI 『OI▽ 〔〕i・0’II 6セ。唱ε ⊆『δ1▽ 工z∠．［91 09ε」1．・
腿61

8’乙▽ 8s乙E乙〉 9ε乙 Lε8’zε 〔｝gz’8 巳』9 99ゲ1 〇四Lτ S－8▽ 89どビτ 980‘ε r8▽ 乙〔パ61 F乙⊆唱ヤ 乙861

9’9▽ 乙z9‘乙▽ 10Z▽ 6τ9‘9ε 死。’8 0’0 ⊥乙ε’1 6ε9巨L 9－ε1▽ 　　．U坤ε1 ⊆τr乙 6’し▽ ε6∠LO乙 08乙’セ 9巳61

ε’0 8乙1 死1▽ 1セτ」8ε 9駕唱s ⊆’0 9↓ε’1 819’［ 乙㍗▽ 899’91 ε∠rz クT ∠6［’la 9εF’セ 986［

9』z▽
ﾑ’乙▽

X』1

⊥66　▽

ﾃセ8　▽
ﾚ19

五τε▽

W乙▽
ﾃ∠▽

εiO‘8ε

nIO‘6ε

ﾃgs」6ε

6セε」8

X99‘零

ｯが8

io’ε
演
ｳ
’
。
i
8
’
0

6
9
ε
‘
1
1
5
z
『
1
「
，
9
ε
ピ
［

809‘τ

@1［9’Il　I6⊆’1

0’ε▽

Z’乙▽
ｳ
’
0
2

　　　　」Xεε9τ
P∠セ8・9［己｝68ゼ81

goε‘乙　　　　」

p1
9
’
乙
▽
1
陵
’
ε
1
9
’
乙

60£’oε

Zε8層。乙

9ε⊆’㌻

ﾑ1⊥’τ．・

Hε⊥’r

帽61
ﾃ861

ｨ6τ
9『o 0聞 8　▽ ⊆εげ6ε 乙τ9」9 F’乙 19τε」1 …99⊆」1 汐’o▽

　　　　‘

P撹081 ：8Bゼ乙 ic’τ ！8r8唱6τ ε9ガr．・ …1零6L

⊆lo圏6ε

W6r8ε

⊆呂8L8

浮唐k8

r・冒どτ

高囓Ht

；199’19εゼ1 i

sεド91

P6εビs1

99ゼ乙

P9γ乙
1
し

ε6⊆’6id
9
ガ
橿
1

：臼09丁

?U‘セ

lo冒5τ

p⊆酬
1 曇

i 雪1⊥’ε乙 二gsE乙 69乙 z∠1・「 　　　L

ﾃ器s
ε．［1’乙

1ε9⊆‘M
iZ8乙’⊆ 〔〕乙61…

…
乙〔〕ε’0正 配0［£ ↓o乙 ∠⊆z 乙四Lε 99⊆’L ε⊆；・」9 II9乙‘ε 9

9
6
r
…1 ZOO’9 616’τ 死1 r・SI 乙乙τ・」1 乙〔璋 goゼ爵 ；銘ε」τ Iog61

1

ε銘’ε 乙εrL z乙L 乙9τ 配9 o乙乙 乙｛毘」z ce’「一一

監611
uガ1 1弓も 051

8葺 iS乙 9τ三 jセピ／ 099
罷61

1
種9‘．［ 96⊥

681
⊆SI

991 巳8 こ86 8ε9 引．161

セ6〔〕」9 呂96’i o↓乙唱1 εεF
IDF f・6 死ゼ1．， 璽εドL Ir61

068℃ 雪⊆ε’1 9τ〔ブ1 乙6ε 望91 6ε 9．ビδ 死6 9ε61
…

1

牽君国｝←」レ囎士 羅弱 姻鍔．上 職琢 陸鮒 く・［鑑ナ 灘琢 牽爵申｝ 　　　　　　1

ｭ岨二士 …嫌蚕 1牽轟串1． く寸錺・⊥．． 聴．．薄

饗 数ゴ．｝．身皐 督 四
T
昏

口
▽ 旨　軍｝ ⑦ 壱

．…　　＿
| 4　．く

6 セ　　　　艶

購　萬 掻〔

蚤毒

iL

蒙皇嗣季（∠）喜圭甜潤畏蹉畢』当諺：掌目 【乙峯1

（、



（2）2，DDO総トン以上の外航商船

　　2，000総トン以上の外航商船は182隻、

1表3】　日本籍商船の船型区分（総トン区分）
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【表5】　日本商船船腹量の増加および減少推移

　1．，238総トン、L880万重量トン、平均船齢

　9．1年で、対前年比較では重量トンベース

　で2，4％の減少である。近年これら外航商
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（注）（p　「商船船腹統計」各年版より作成し

　　　た。
　　②1991年6月未以前の増加船舶および

　　　減少船舶は不明である。

　　③　「増加船舶」の「その他」には集計

　　　対象外の船子からの船種変更などが
　　　．含まれる。

　　④　「減少船舶」の「その他」には集計

　　　対象外の船種への船種変更などが．含

　　　まれる。
　　⑤　同一船舶の増トン、減トン、不明

　　　・誤差（d）は次により算出

　　　d＝a一 〔b．c）
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【表6】　日本籍商船の「内航船」と「その他船舶」への区分

1996年 1997年 対前年増減
区　　　　　分

隻　数 千総トン 平均船齢 隻　数 千総トン構成比 平均船齢 隻　数 千総トン 増減比平均船齢
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（注）日本籍商船を内航海運業法第3条による許可ならびに届け出の対象となる船舶「内航船」と「その他の船舶（外航等）」に区

　　　分し、後者をさらに「2，000総トン以上の外航商船（旅客船、フェリー、その他特殊船を除⇔」と「その他」に区分した。

【図1】　日本籍商船等の総トン数の推移

　　40，0DO

迹
鴻
g
ン

’
　
一 一一ｻ

内航船

@一　　冒一

の他の船舶〔外航等
一一 一－．

一一一一一一一一一一阿一一一一ゴー一一
　　　　　　　　／日本籍商船一一一F一’一一一一ゴー一一

’一 一一 一一 一

35ρoo

R0，000

Q5ρOD

Q0ρDO

P5，OOO

撃n，000

@5、00Q

@　　　O

一一

鼈ﾝ

鼈黶

@一

一一

｡■

鼈鼈

一�

冒一

鼈鼈

一一

鼈鼈

一�

鼈鼈

鼈
鼈
鼈
鼈
鼈
齧
`
一
�
　
　

一一　　　

g一　　　

鼈黶@　　

鼈黷Qρ0

O総　　　

黶｡　　　

鼈�一回

rト

H一

鼈
�
　
　

　一　　　

@一　　　黶@　　

@一　　　黹嶋ﾈ上

ﾌ外航商船　　　

@一　　　黶@　　

黶|一�一r

一一

黶@

@　u一訂一

�

鼈鼈

黶|

鼈鼈

一一

�一

鼈鼈

鼈鼈

一�

鼈鼈

一一

一一

�一

鼈鼈

一一

一�

ｻの

ｼr

宙鼈

c
�
一
一
一
一

　　　　　1　　　　　1　　　　　1　　　　　1　　　　　19　　　　　9

@　　　　9　　　　　9　　　　　9　　　　　9　　　　　97　　　　　8
@　　　　8　　　　　8　　　　　8　　　　　8　　　　　98　　　　　0
@　　　　2　　　　　4　　　　　6　　　　　8　　　　　0�������

著しく、そのことが日本籍商船全体の

傾向としてあらわれている　　（図1

）。　　（なお

の日本籍外航商船と外国用船に　よってわ

外航商船隊が構成されるが、　その概要

号で紹介したい）③　当協会

会社の所有船腹量1992

9
9
4

1
9

注
）
1
9

年までの元データにつ　　いては

誌1997年1月号　　P24
参照。　当協会会

社の所有船腹量は、508隻、1，214

トンで、総トンベースで日本籍船全体の6

％のシェアを占めている（表5参照〉。

、対前年比較では、同ベースで0．8

減少となっている。せんきょう

10年1月号



業界探訪
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訪問団体　社団法人日本民営鉄道協会

設立　昭和42年置1967年）6月28日

沿革　当協会の源は大正3年7月IG日に設立さ

　　　れた軽便鉄道協会まで遡る。軽便鉄道協

　　　会は大正5年2月に私設鉄道協会と改称

　　　し、続いて同年5月には私設鉄道同志会

　　　と改称した。太平洋戦争が始まり鉄道は

　　　重要産業の指定を受け、昭和17年に鉄道

　　　軌道統制会が鉄道省の監督の下に設立さ

　　　れた。終戦とともに同会は解散し、事業

　　　者の自主的団体である㈹日本鉄道会とし

　　　て再発足した。しかし連合軍司令部の覚

　　　書により昭和22年に機能を停止し、全国

　　　の事業者の親睦団体として日本鉄道会議

　　　所が設けられた。

　　　　一回戦後の民主化政策の下で、民鉄各

　　　社でも労働組合が結成され、ストライキ

　　　などの闘争を活発に繰り広げた。昭和22

　　　年に私鉄総連が結成され、経営者側の交

　　　渉団体が必要となり、同年私鉄経営者連

　　　盟が結成された。昭和23年に事業者団体

　　　法が制定されたことにより、私鉄経営者

　　　連盟と日本鉄道会議所を統合し、摂G社

　　　を会員とする私鉄経営者協会を発足させ、

　　　業界の組織の強化がはかられた。

　　　　私鉄経営者協会は、労働組合との団体

　　　交渉が主な業務だった。しかし、社会情

　　　勢の変化に伴い、民鉄の輸送力増強、安

　　全の確保や、これに関連した財務事項の

　　　処理など事業者団体としての使命を達成

　　　することが重要となり、合理的かつ効率

　　　的運営を行うため、昭和42年6月に㈹日

　　　本民営鉄道’協会に改組した。平成9年6

　　　月28日で創立30周年を迎えた。

組織　加盟会社　74社

　　　会　長　平松一朗（京浜急行電鉄会長）

　　　副会長　6名

　　　理　事　38名（埋事長、常務理事を含む）

　　　監　事　4名

　　　事務局　役員　6名　　職員　31名

所在地　東京都千代田区丸の内1．．．6－4

事業紹介　当協会は、鉄道整備等に関する基本

　的目標の達成を目指し、平成9年度は次の事

　業計画により進めている。

　1，安全輸送対策の推進

　2．民鉄関係税制の改善

　3．新運賃制度の適切な推進

　4．私事適切な運賃改定の推進

≡≧二ご》ξ証み1．捻留劇

轟霧鍵ii　

・ほ驚総噸・で．．r．・

軌蟹．〆首

一短 ﾃ

（、

▲創立30周年祝賀会
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5　輸送力増強工事等のための長期低利資金の

確保

6．特定都市鉄道整備積立金制度の己反善

7．日本鉄道建設公団民鉄線方式の改善

8．鉄道整備基金による無利子資金の確保

9　地方民鉄に対する助成制度の改善

lO．情報社会、高齢化社会および福祉社会に対

　　応ずる輸送サービスの推進

　11．多角広報活動の展開

　12．技術開発による近代化および合理化の推i進

　13、環境保全に関する対策の検討

　14．安定した労使関係の維持

　15．労働安全対策の推進

　16．規制緩和問題への対処

現在の活動

　　事業計画に従って、会員会社である民営鉄

　道事業者は公共交通機関の使命を自覚し、利

　用者が豊かさを実感できる交通機関を目指し、

　国民の期待に十分応えるよう事業を推進して

　いる。

　　平成9年1月半ら新運賃制度が導入され、

　労働問題も集団交渉から各社対応に変わり、

　規制緩和や環境問題等社会の急速な変化に対

　応できるよう、また、鉄道事業の健全経営を

　維持し、発展していくため、経営の効率化に

努め、諸問題の解決に努力を続けている。

　現在の厳しい経営環境の中で、「人にやさ

しい鉄道」と「快適通勤輸送」のために、最

近の5年間でも既に2兆円を超える設備投資

を行い、平成9年度も3億5，000万円の設備

投資を行って輸送力増強、サービス改善に努

めている。安全こそお客様に対する最大のサ

ービスであるとの認識に基づき、輸送の安全

確保に努め、高齢化社会に対処し、お客様の

様々なニーズに応えられるよう施設の改善を

実施している。

　鉄道は「環境にやさしい交通機関」である。

地球温暖化防止のためにも、多くのお客様に

ご利用いただけるよう誘致策やPRに力を注

いでいる。広報誌「みんてつ」を隔月に発行

し、パンフレットを作成して各駅で配布し、

さらに年4回7大山に新聞広告を掲載し、新

聞と連動して大手民鉄の駅や車内にポスター

を掲出して鉄道に対する理解を深めていただ

いている。マナー改善も呼びかけ、駅や車内

のポスターで快適にご利用いただけるよう．協

力をお願いしている。

　今後も民鉄業界発展のためと、お客様や関

係者の期待に応えていくよう努力を続けてい

く所存である。

組織図 ．同「委
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蚊の退治から始まった

パナマ運河建設計画

　バルボアが、現在のパナマ運河の数マイル南

東の小さな丘から太平洋を望兄したのは1513年。

以来、数世紀にわたりパナマ地峡を越える運河

の建設は人々の見果てぬ夢となった。困難な夢

の実現に最初に着手したのは1869年にスエズ運

河建設に成功したフランスの企業だった。

　しかし1882年に始まったプロジェクトは、多

くの苦難の果てに挫折する。最大の原因は黄熱

病、マラリアなど熱帯特有の伝染病だった。当

時はワクチンも特効薬もなく、7年の工事期間

中、伝染病による死者は22，00G人にも上った。

　1902年、この企業から権利を買い取｝）、再び

運河建設に乗り出したのはアメリカだった。

　ちょうどこの頃、伝染病医学の分野で、マラ

リヤと黄熱病が蚊によって媒介されることが解

明された。これを知ったアメリカは、建設に着

手するまでの2年半を、運河建設区域内での蚊

の撲滅と衛生施設の整備に費やす。

　蚊の発生する池や水溜まりはすべて凹い、湖

にはオイルを撒いて蚊の幼虫が呼吸できないよ

うに水面に膜をつくった。ジャングルは更地に

し、建物の窓にはすべて防虫ネットを張り、水

を溜めるあらゆる容器には蓋をした。

　外部からくる列車に対しては徹底した検疫を

行い、感染者の隔離と治療のための病院を建設

し、上下水道を整備した。

　この徹底した衛生作戦によって、1904年から

1914年までの運河建設期間中の労働者の年平均

死亡率は、同峙期の米国内都市の平均死亡率さ

え下回るものとなった。

　こうして、1914年8月、大航海時代以来の人

類の夢だったパナマ運河は開通する。

　それは、膨大なダイナマイトと巨大な建設機

械を動員した近代的な土木建設技術の勝利であ

ると同時に、当時、急速に発展しつつあった伝

染病医学の輝かしい勝利でもあった。

大航海時代に先駆けた
琉球王国の壮大な交易活動

　大航海時代に先駆ける14級5．世紀、琉球王国

は東アジアの貿易の拠点として華々しい繁栄を

謳歌していた。東は中国、南はフィリピン、ベ

トナム、タイ、北は九州や近畿地方、そして朝

鮮半島に至る広大な地域を縦横に往来したその

旺盛な活動の背景には、元を滅ぼして新たな王

朝を築いた明の存在があった。

　明は外国との国交・貿易に中国の伝統的なシ

ステムである朝貢貿易という形態をとった。こ

れは明へ朝貢を行う国とのみ貿易活動を行うと

いうもので、朝貢国として認知されない国の船

は中国の港に入港できない。ところが琉球は、

明王朝成立直後の動乱期に、火薬原料の硫黄や

軍馬を輸出したことから友好関係が生れ、．朝貢

（

無断転載を禁じます。社団法人　日本船主協会◎

せんきょう　平成10年1月号
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国の中でも高いランクに位置づけられていた。

　さらに明がとった海禁政策によって、中国の

商人は海外に渡航することを禁じられた。こう

して琉球王国は、東アジアにおける対明貿易を

ほぼ独占するようになったのである。

　琉球の貿易活動はこれにとどまらず、さらに

東南アジアや日本・朝鮮を結ぶ中継貿易に発展。

「舟棋を以って万国の津山となし、異産至宝は

十方刹に充満せ．り（舟を操って世界〃）架け橋と

なり、国中に諸外国の至宝が満ち写れている）」

と自画自賛するほどの繁栄をもたらした。

　この壮大な大交易時代は、16世紀以降のスペ

イン・ポルトガルの進出や明の弱体化、そして

17世紀初頭の島津氏の侵入によって終わる。し

かし大航海時代に先駆けた南海の王国・琉球の

栄光の時代は、海の道を通じた交易活動が、国

上や人口に関わりなく、一・国の経済発展にいか

に大きな力をもつかを示す好例といえるだろう。

←糞癒i嚢驚歎

。
。

黒船来航前にスタートした

薩摩藩の蒸気船建造計画

　黒船来航は、まさに「太平の眠りを覚ます」

大事件だった。しかしこれはあくまで大衆レベ

ルの話。幕府は、オランダ商館などからペリー

来航の情報を得ており、問題は、いっどこへや

ってくるか、どう対処するかという点だった。

　薩摩をはじめとする諸藩も、琉球や日本近海

に外国船が頻繁に来航していることを知ってお

り、これに対抗するため、洋式軍艦による西欧

並みの海軍整備が焦眉の課題となっていた。

　このため幕府は嘉永2年（1849）に、小型の

洋式帆船「引戸丸」を完成し、さらに黒船来航

の翌年の嘉永7年（1854＞にはEI本最初の大型

洋式軍艦「鳳鳳丸」を竣工する。薩摩藩も、安

政元年（1854）に大型洋式軍艦「昇平丸」を竣

工、水戸藩も前後して「旭日丸」を竣工した。

○

　この一連の洋式軍艦建造で注目すべき点は、

いずれも外国からの技術指導なしに、いわば独

学で造り上げたことだ。これらの船についての

後世の技術的評価は必ずしも高くないが、当時

としては十分実用に耐えるものだったようだ。

　しかしそれ以上に驚くべきことは、ペリー来

航に先立つ嘉永4年（1851）、すでに薩摩藩主

島津斉彬によって蒸気機関の製作が開始されて

いたことだ。翻訳書だけを頼りに試行錯誤を重

ねたため、完成は黒船来航後の安政2年になる

が、この蒸気機関を搭載した小型船「雲行丸」

は、同年8月、薩摩藩邸のあった田町の海で、

みごと試運転に成功する。

　鎖国時代といえども、幕府や諸藩は、オラン

ダなどを通じて、西欧諸国のさまざまな情報を

吸収していた。開国前の日本の知識層の技術・

文化水準が、国際レベルからみても、決して低

いものではなかったことを、これらの技術的成

果は雄弁に物語っている。

�ﾗ晶．．．．「 ﾐ僻島．幽論一一＿．．．
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　英国王室用ヨット「ブリタニア」号は、昨年12月

11口最後の航海を終えポーツマス港にて退役しまし

た。ヴィクトリア　アンド　アルバート号の代替船

として1952年目建造が開始され工954年に完成して以

来、43年と334日にわたりロイヤル・ヨットとして

就役し、その間108万7，639マイルにわたる航海をし

ましたが、これは地球を50回以上も周航したことに

なります。英連邦のすべての国々は言うに及ばず世

界各地を訪れ、公式訪問した港の数はおよそ1，000

港と言われていますが、日本には昨年5～6月に香

港返還の式典に参加の折に最初にして最後の訪問を

し、東京、名古屋そして神戸に寄港しました。寄港

地ではそれぞれレセプションを行いましたので、本

船を見学する機会のあった幸運な方もいらっしゃる

ことでしょう。

　「ブリタニア」号はヨットと言ってももちろん帆

を張ったいわゆるヨットではなく、全長126m、総

トン数5，862トン、そして12，00Q輻馬力のタービン

を持ち、最高22，5ノットを出すことのできる堂々た

る外洋船です。本船は英国海軍に所属し、21人の士

官と256人の水兵達はもちろん海軍から選抜されま

すが、船自体は商船と同じく船舶検査を受検し、ロ

イズ船級を保持しています。女王を始め王室関係者

の公式／非公式の行事に使用されるのが本船の目的

で、昨年亡くなったダイアナ妃とチャールズ皇太子

の新婚旅行に使われたのも本船ですが、かっての日

本の産業見本市船「新さくら丸」のように英国の見

本市船としての役割も担っており、世界各国におけ

る英国関係行事に参加し、多くの商業契約が本船上

で締結されたといいます。戦時には病院船として就

航することとなっており、最大235人の患者を収容

できたとのことです。しかし本船は特殊な重油を使

用するため、フォークランド紛争の時は．戦地に赴く

には専用の燃料タンカーを随伴する必要があったこ

とから、残念ながら国内で待機しました。その時の

教訓を生かし、その後通常の重油を使用できるよう

に改装されま．した。また、平時／戦時を問わず水路

測量船としての機能も持っておりました。

　当事務局の英人スタッフである．マックナイト大佐

は1983年から85年の2年間「ブリタニア」号の副長

として勤務した経験がありますが、それは海軍時代

の最も輝かしい思い出であると常々言っております。

彼はその時の貢献により、女王陛下手ずからLVO

（LIEUTENANT，　THE　ROYAL　VICTORIAN
ORDER）なる勲章を授けられております。この勲

章は女王が女王および王室に対する特別な貢献に対

する感謝の気持ちとして授ける私的な勲章とのこと

です。この「ブリタニア」号の同窓会は極めて活発

で機会あるごとに会合や会食を行っており、女王の

夫君であるフィリップ殿下も参加され、親密な関係

のリユニオンとのことでした。

　咋年12月の本船退役時の式典には女王陛下をお迎

えし、こちらで言うところの5コースからなる盛大

な晩餐会が開催されました。「ブリタニア」号が退

役することで淋しさを隠しきれなかった女王も、公

式訪問には必ず乗船する海軍軍楽隊の勇ましいマー

チや懐かしい歌の数々に（プログラムには懐かしい

℃APSTAN　AND　WINDLASS”等も載ってお
りました）やっと顔をほころばせ、出席者と歓談さ

れたとのことです。本船は退役後マンチェスターも

しくはエディンバラに係留保存され、一般に公開さ

れることとなるようです。

　「ブリタニア」号の代船建造については、昨年5

月までの保守党政権は前向きの姿勢で一旦は具体的

な予算まで発表されましたが（もっとも予算が少な

すぎ浮かぶ宮殿ならぬ浮かぶ長屋程度しか建造でき

ないなどの批判がありましたが）、労働党政権にな

ってからは、建造費はともかくその莫大な維持費（年

間約工，000万ポンド＝約22億．円かかると言います）

や昨今の王室の在り方に対する強い批判などを背景

に最終的には建造を断念しました。また一つ英国海

軍／海運の象徴がなくなり、輝かしい伝統の衰退が

さらに加速すると言う人もありますが、私の見ると

ころ「ブリタニア」号や英国籍の商船が少なくなっ

ても海運のソフトの中心としての英国は衰退どころ

かいよいよ強化されるように思われます。

　　　　　　　　　（欧州地区事務局長　赤塚宏一）

．罷際：至71；愛好7丁藷罵ゑ．
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海運 日誌

1Ei

　委員会第4回中間会合がタイで開催され、

　バルクキャリアの安全問題や国際安全管理

　　（ISM）コード等について審議を行った。

　　（P．20海運ニュース2参照）

◎　第3回次期海上システム開発推進協議会旨

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3
　　が開催され・次期S・a・NACCS（海上貨物1

　　通関情報処理システム）の対象業務の詳細

　　仕様等が確定された。

　◎　日本郵船、パパクロイド、P＆0ネドロ

　　イドは、「グランド・アライアンス」体制を

　　改組し、新たに00CしとMISCを加えた

　　5社で新アライアンスを結成することでll

　　月28日に基本協定に正式調印したと発表し1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　た。

4日　政府の行政改革委員会規制緩和小委員会

　　は、港湾運送における事業免許制・料金認

　　可制を需給調整規制を廃止した許可制、届

　　け出制にそれぞれ改めること等を盛り込ん

　　だ最終報告書をまとめ、本委員会に提出し

　　た。

　◎　海事振興連盟は、1997年度通常総会を開

　　催し、予算・事業計画の決定に加え、「外

　　航海運業の国際競争力強化のための諸施策

　　の実現」など9項目からなる決議を採択し

　　た。

アジア船主フォーラム（ASF）航行安全112日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

＿12月

　　　「外国等による本邦外航船舶運航事業者

　　に対する不利益な取扱いに対する特別措置

　　に関する法律（対抗立法）」の一部を改正

　　する法律が、参議院本会議で可決、成立し

　　た。同法は19日に公布され、即日施行され

　　た。（P．7シッビングフラッシュ3参照）

◎　IMOの第42回防火小委員会が8日から

　　ロンドンで開催され、海上人命安全（SO－

　　LAS）条約の改正等が検討された。

　◎　運輸技術審議会が開催され、同審議会の

　　下部組織である流出油防除体制総合検討委

　　員会が取りまとめた検討概要をもとに審議

　　を行い、「今後の油防除体制のあり方につ

　　いて」の最終報告を取りまとめた。

1B日　自民党は平成10年度の税制改正大綱を発

　　表した。それによると、海運関係税制では、

　　二重構造タンカーの特別償却制度の対象拡

　　大（外航船舶）および国際船舶の登録免許

　　税の軽減措置を現行内容で延長すること等

　　が決定された。

　　（P．2シッビングフラッシュ1参照）

25日　平成10年度政府予算案が閣議で決定した。

　　海運関係では、若年船員養成プロジェクト

　　8，600万円のほか、「物流基盤整備」枠全体

　　として財政投融資450億円等とされた。

　　（P．2シッビングフラッシュ1参照）

せんきょう　平成10年1月号



口

鋼 ●

　　　　陳情書・要望書（1E月）

宛先：運輸大臣

件名：船舶特別償却制度の存続について

要旨：平成10年度税制改正において、船舶の特

　　　別償却制度は適用期限前にもかかわらず

　　　廃止するとの整理案が出されたため、同

　　　制度の存続を求める陳情書を提出した。

　　　海運関係の公布法令（12月）

㊥　船員に関する中小企業退職金共済法施行規

　　則の一部を改正する省令

　　（運輸省令第72号、平成9年／2月3日公布、

　　平成10年4月1日施行）
㊨．船員職業安定法施行規則の一部を改正する

　　省令

　　　（運輸省譜第73号、平成9年12月3日公布、

　　平成9年12月3日施行）
㊨　貨物流通事業者の氏名の変更の届出等の一

　　本化した提出の手続を定める省令の一部を

　　改正する省令

　　　（運輸省令第77号、平成9年12月15日公布、

　　平成10年1月1日施行）
㊥　船員法施行規則等の一部を改正する省令

　　　（運輸省令第78号、平成9年12月15日公布、

　　平成10年1月1日施行）

㊨貨物運送取扱事業等報告規則の一部を改正
　　する省令

　　（運輸省令第79号、平成9年12月15日公布、

　　平成10年1月1日施行）
㊨　海．ヒ運送法施行規則等の一部を改正する省

　　令

　　（運輸省令第82号、平成9年12月／5日公布、

　　平成10年1月1日施行）
㊨　船舶法施行細則等の一部を改正する省令

　　　（運輸省令第83号、平成9年12月15日公布、

　　平成10年1月1日施行）
㊨　港湾法施行規則及び海洋汚染及び海上災害

　　の防止に関する法律施行規則の一部門改正

　　する省令　　　　　　　　　　　　　　　　一
　　　（運輸省令第84号、平成9年12月15日公布、

　　平成／0年1月1日施行）

㊥水路業務法施行規則等の一部を改正する省

　　令
　　　（運輸省令第86号、平成9年12月15日公布、

　　平成／0年1月1日施行）

　　　国際会議の開催予定（2月）

IMO第3回危険物・固体貨物・コンテナ小委
員会（DSC）

　2月9日～13日　ロンドン
アジア船主フォーラム（ASF）船舶解撤委員会

第1回中間会合
　2月23日　台北
IMO第3回無線通信・捜索救助小委員会

（COMSAR）

　2月23日～27El　ロンドン

　　　　　　　　　　当協会事務所移転についてのお知らせ

　当協会事務所の入居している海運ビルは、平成9年9月～平成11年5月のスケジュールにて改修工事を

行っております。

　これに伴い当事務所を平成10年2月12日（木）から4月下旬（・予定）まで、海運ビル2階および3階に

移転します。移転口および移転期間中は会議開催場所等なにかとご不便をおかけすることとなりますが、

何卒ご了承の程お願い申し上げます。また、移転期間申における電話番号等については変更がないことを

申し添えます。

　なお、ご参考までに5・6階に入居している他の団体についても下記のとおり移転することとなってお
りますのでご案内致．します。

　
室
部
部
部
室
引

回
総

総
総
企
関
海
船
物

会
　
　
　
　
貨

協
　
　
　
　
入

当
　
　
　
　
輸

　　現在位置　　　　　　移転先

｝醐・・レ・階→灘・ル・階

〃　　61階　 →ト　　　リ　　2階

．一

先
3
7
3
　
8

　
ル

車
ビ

移
運
Z
Z
　
ノ
．

　
海

燕
↓

→
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

1．わが国貿易額の推移

毎運統計「

（単位　10億円）

前年比・前年同期比〔％）

2．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年　月
輸　出
（FOB）

　1980
　1985
　／990

　1994
　1995
　1996

／996年12月

1997年1月

29，382

41，956

41，457

40，498

41，53！

44，731

4，169

3，549

3，991

4，540

q，427

4，／D1

4，／／9

4，281

3，936

4，424

4，647

4，225

輸　入
（CIF）

31，995
3LO85

33β55

28，104
3L549

37，993

3，290

3，549

3，301

3，727

3，615

3，369

3，187

3，443

3，214

3，358

3，544

3，162

入㈲出超

▲2、612
10，870

7，601

12，393

9，982

6，737

　878
　　0
　689
　812
　812
　732
　931
　837
　722
1，065

1，102

1．062

輸　出

4
0
6
7
ρ
D
7

0
』
」
9
0
2
7

3

0
2
1
5
5
4
5
9
0
2
3
5

4
7
0
0
／
0
2
1
4
4
7
6

　
1
1
1
2
2
1
1
1
1
1

輸　入

（注）　通関統計による。

日．不定期船自由市場の成約状況

▲

▲

0
8
8
8
3
4

2
3
ρ
0
4
2
0

3
　
1
　

1
2
5
7
8
6
5
1
7
5
5
4
3
1

3
9
0
4
8
6
8
3
3
8
1
4

／
工
1
2

年　月 講平均 最高値 最安値

1985
238．54 200．50 263．40

1ggo
144．81 124．30 160．10

1993 11L19 100．5G 125．75
1994

102．24 96．45 109．00
1995

94．06 80．30 104．25
1996

108．79 98．05 110．31
1997

121．00 111．35 13／．25

1997年1月 118．02 115．35 122．00
2

123．01 120．78 124．68
3

王22．64 120．15 124．38
4

125．51 122．60 126．90
5

u8．99 113．8G 127．15
6

114．20 11王．35 116．33
7

115．16 112．60 118．30
8

117．90 115．50 119．42
9

120．75 118．80 122．50
10

121．06 119．95 122．20
11

125．27 121．63 127．70
12

129．47 127．00 13L25

（単位　千M／T）

区分 航 海 用 船

定期 用船

ム　　計 連続航海
シングル

（品　目 別 内　訳）

年次

口 航　　海
穀物 石炭 鉱石 屑鉄 砂糖 肥料 その他

Trip Perbd

1992 196312　　　，

16，996 179β16
54719　　1 54731　　， 61197　　， 576

3
0
6
4
　
，

4
0
2
3
　
7

1
0
0
6
　
， 87，735

16530　　，

1993 172768　　　，

8
4
7
0
　
7

164298　　　7

56，033
42169　　， 59167　　7 408

2
3
5
3
　
，

3
3
5
7
　
，

811
108，546

26003　　，

ユ994
180978　　　， 11264　　， 169714　　　， 44993　　1 44251　　，

68，299
2
6
3
4
　
，

3
4
7
7
　
，

4
4
3
0
　
P ／，630 176，407

46876　　P

1995 172642　　　，

4
9
1
1
　
，

工67731　　　，

48，775
52371　　， 57261　　7

1
5
2
6
　
，

1
9
4
1
　
，

5
0
5
4
　
，

803 154802　　　， 49061　　，

1996
203，407

2
4
7
8
　
，

200929　　　， 54374　　， 69509　　， 66539　　，

ε98

3
2
5
1
　
，

5
6
0
1
　
，

757
144，561

29815　　，

！997
195996　　　7

2
6
6
3
　
，

193333　　　， 46792　　P

67，192
6555／　　，

1
C
I
6
9
　
，

3，724
7
3
1
2
　
，

693
160，468

43240　　｝

／997　4
18469　　， 264 18205　　1

5
0
6
8
　
，

6
0
4
7
　
，

5
5
9
1
　
，

74 433 992 0 13764　　，

4
／
6
1
　
，

5 15639　　， 0
工5，639

3
4
8
6
　
，

6
3
7
7
　
，

4
7
／
0
　
， 163 89 753 61 ／1201　　，

2
8
2
2
　
，

6 14075　　， 55 14020　　，

3
5
7
5
　
，

4
4
7
1
　
， 4，889

21 593 448 23 16，613
3
1
3
8
　
，

7 18593　　， 495
18，098 3，981

6
8
1
1
　
，

6
0
0
9
　
7

62 325 860 50 15，317

5
3
5
6
　
，

8 14137　　， 368 13769　　，

3，640
4
0
0
9
　
， 5，605

50 67 286 112 12265　　1

2
9
7
6
　
，

9 15398　　， 250 15148　　，

3
7
9
6
　
P

4
4
4
2
　
， 6，280 工87 192 166 85

10，048

2
9
1
0
　
，

／0
19759　　， 0 19759　　，

4
7
5
1
　
， 7，354

6
3
0
6
　
，

198 430 602 118 17717　　7

3
8
4
0
　
，

11 18055　　7 79 17976　　，

4
5
2
3
　
，

6
1
7
4
　
，

5
9
4
／
　
，

126 482 650 80 11408　　，

1
6
7
7
　
，

12 17005　　， 480
16，525

2
9
3
1
　
，

6
1
3
1
　
， 6，707

58 309 341 48
10β04

2
4
3
8
　
，

（濁　①マリタイム・リサーチ社資料による。②品目別はシングルものの合計。③年別は暦年。
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一溜〔ぺrレシ引．・湾／目白・’曳ル

150

P〔．⊃

匹5

：
I

i　a・

　　　　1992　〔準1． ……∋3 1994
199∈． ［

「
T

［
＝

目
一 1Eヨ7

　　．：ド廟

15口　　‘5

‘．，

ilco　3じ

25

2巳

150　　15

旧

D　　　O己

穀物し’f．．．・ツ／ト峠・」1：米．LIゴ岸．日本・ガ．．レフ　酉欧〕

旧9≡己：年1 19聡 19巳く i5∋5 15∈5 19ヨ

．ト1、：

35

3c

5
凡
二

三〇

15

i．」

（

4．原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）

月次

1
2
3
4
5
6

　
　
　
0
ー
ワ
】

7

　
8
9

　
　
　
1
1
1

1995

最高
60．α〕

55．50

56．OO

47．50

47．50

72．50

73．00

73．OO

72．50

53．75

73．00

68．25

最低

54．50
49，50

51．00

44．50

42，50
54．00

63，50

63．50

60．00

50．50

52．50
60．00

ペルシャ湾／日本
1996

毅高

67．50

75．00
72．50

55．00
64．75
79．50

79．75

70．00

64．50
63．OO
69．0〔．）

69．50

コ口シヤ湾／欧米

最低
57、5〔〕

　r．⊃

67．50
46、｛〕〔〕

5丁．．つ

D．oo

69．OO
65．〔｝0

56．00

55．00

58．75
6〔〕．00

取「口1

66．25

66，50
69．〔〕0

67．

72

6．5〔1

1

　86．75

…94．oo

…94．50
…100．OD

　82．00
…75、｛〕O

最低
62，〔．）O

8．00

H6、b

61．50
　　．50

68．50

85．DO
72，50
89．0〔1

75．00

49．50

】恢「呵

0．｛｝｛〕

49．OO
．47．50

45．α〕

45．OO

57．50

67．50
59．〔｝0

58．00

50．00

62．25

最低

47．50
4100
42．5〔1

40．DO
4〔｝．〔〕o

　　oo

55．0け

55．00
・12．50

42．50

45．00
60．00

1996

Fユも．
取「司

58、00
　　．o〔ユ

つr．50

47，50
つD．00

62、50

67．00
6〔〕．00

52．50

55．DO

55．00
50．5〔．）

最低
52．5｛〕

55．OO

P7．50

39．00
．42．50

52．5｛〕

57．5｛〕

55．00

49．50

43．75
50．〔｝〔〕

47．50

／997

最高

56．5D
52．50
57．5（1

52，50
59．5（1

60，DD

最低

65，DO
67．50
70．00

77．50

80．oo
62．5〔1

52．〔．N〕

47．5｛〕

50．50
45．〔｝｛〕

45．00
52．5〔｝

50．00

65．OO
6〔1．00

70．OO

65．OO

42．50
（注）①日本郵船調査グループ資料による。　②単位はワールドスケールレート、
　　　　るもの。　④グラフの値はいずれも最高値。

③いずれも20万D．！W以．ヒの船｛】自によ

（

5．穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧） 〔単位：ドル）

月次

1
2
3
4
5
6

π
／

1996

最高

29、20

25．15

25．25
25．δ0

25．35

24．00

ガルフ／日本

最低

24．75

23．OO

23．50
22．50

22，50
21．0（1

22、50　　19．90

　　　　1997

最高　最．低
26．85　　　23．80

26．OO　　　24．60

25．75　　　23．50

24．85　　　2〔L95

21、75　　 20．25
22．IO　　19．90

24．50　　　21．75

北米西．岸／日本 ガルフ／西欧
1996 1997 1996 　　　　　　　．．一P997

最高 ．最低1 最高　　最．低 最高　最低1 日．可」踵．

諱u円 最低
一． 一一．．．．

　15．35
@14．9〔．）

@／3．50

@L3．50
@13、25
D　　　ll

14，85I　l3、75

@13．2〔｝

@13．20
@／3．15　　　　　　　1・50　　1

P5．00　13．25
@　　12．0〔｝

P2．05　11．75

13．25　11．5〔〕
撃c、75　1〔｝」〕〔｝

P3．5〔｝　12．15

@　　13．85
^4．00　11．58　　　　　　　　　　　　．　　　　一

13．00　　　12．25
PLoo　．一．

撃kOO
戟k．L50一

1工．75　　　10．25　　　1・LOO 12．／0 9、25
8

22．00　20．00 24．35　21．5〔｝ 一．．．

一．一一．
10．50　1｛〕，25

9
1
0

2D．50　18．25
Q3．00　18．75

　　　　　　　　　　　　　1
Q5．50　22，〔1〔1

Q4．60　21．7〔1

　　　／0．00

P1、S5　11．30

　　　　　一　　　　　　　　　：　10．OD　　　　　8．00　　113．50　　　　12．60　　　　玉3．25　　　　　8．00 10．15　1〔〕．0〔l

撃戟D00　　9．50
11

26，25　22．75 23．75　19．00 16，25　14．25 ／3．25　　　　12．25　　　　15．35　　　　　9，60 ll．30　10．OO
／2 2750　24001 23．50　1975 1450　14．25 一　　　　　　　　　1　1・．1　90　　　　13，65 12．00　　9．80

駐）①目本郵船調査グループ資料による。
　　　　③グラフの値はいずれも最高値。

②いずれも5万D．〆W以一ヒ8万1〕／W未満の船舶によるもの。

せんきょう 平成10年／月．弓．
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ドル1
石炭いンブ．トンロ・一ズ畑蔚’ 鉄鉱石 rツ噸ンバ1・レツ和ン．栖1弧， ［ドル｝

運畏揖数
qOD

距　4じQ25

30O
30⊃

20
20

2釦 、

h　　　　　　A．

八ンデイー 〔　　　　Aハ
クリーン　　、 ハ　㌦

鴨 、 ハ
コ5

／
炉

石炭（ハンブトンローズ／日本）

「
ズ
∫

ρ～

v≠ A
　
㍉
　
　
＼
　
　
＼
　
　
　
＼

200

、
　
㌔

戸ハA

@、
@　＼ノ

　　　　　　　1　，　　v　　　’
xノ　klw　　　　　♂八ンデイー

　　εOD

ﾖ、　　15G

’ 、 　！m
150 ダーディー

’
しo

10

＼、　、　、　　、
　　＿へ　　　　、

@〆＼／／　鉄鉱石
　　．
A、／

、 、　、ハ41

@　　恥
@　　り

声／

、垂

’、㌦・ A・へ・’

（ツバロン〆日本｝
レ 　100

T
、＼4い～

／
、
、
　
1
　
、
ノ
中
型

　　　　〆　　　ゾ
f　　、ハ｛

5

らG

鶏
、

‘

、
鉄鉱石（ツバロン／西歌）

　ruLCO

口

巳
II q　　o
1992薗 19量3

1994 ieg5 1996 199フ 199a宰｝
1993 19鱗　　　　　　　　　　　1995　　　　　　　　　　19蕊 】997

6，石炭
（八ンプトンローズ／Eヨ本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧） （単位：ドル）

ハンプトンローズノ日本（石炭） ツバロンノ日本（鉄鉱石）　　1 ｝　　ツバロンノ西欧（鉄鉱石）

月次
1996 1997 1996　　　　1997 玉996

1997

－　最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低　1最高i最低 最高　　最低 最高　　最低

1
2
3
4
5
6
　
7
8
9
1
0
1
1
1
2

　　12．50
H3．00　12．95
@　12．75

@　－@　U．25
@　11．25

@　＝
@　　二

@　1．2．75

@　　一

　　　二
F　　一　　　一…　　　12、OQ　　　一

@　　二

@　　二

@　　二

　　　9．20　　　1　　　－

@　11．DO　　、　　9・50
@　　9．OO　　　　　　　　　　　　　9．50

@　、轟　　　　＝　　　8．25　　　　　　　　－

@9．90　　　　　8，10　　　　　　　　　．一

@9．2D　　　　　9．DO　　　　　　　　　－

@　　9．00　　　　　　　－
@　　10．10　　　　　　　一

p　晒　　U．。。一，．、。

6．25　　6．15
U．うD　　5．65　　－

U．80　　6．25
@　5．95　　　　　　ヨ　　　　　　　i　　　　　　i

T．15　　5．10
U．00　　4．75

@　5．00
@　6．75
@　6．25

@　　

7．50　　6．17
V．35　　6．OO

@　6．30
U．10　　5．65
U、OO　　5．80
U．45　　5．90

@　5．80
U．95　　5．8D
V．25　　5．95

@　7．70
@　6．30
@　6、15

（注）①日本郵船調査グループ資料による。 ②いずれも／⑪万D／W以上通万D／W未満の船舶によるもの。

③グラフの値はいずれも最高値。

．） 7，タンカー運賃指数
タ ン　　カ　　　　　運　　賃＿　　　　　　　　指　　数

月次
1995 1996 1997

VLCC 中型 小型 H・D H・C　IVLCCI中　型 小型　1．1・D H・C
VLCC 中型 小型 H・D「H・C

1
2
3
4
5
6
7
8
9
1
．
0
1
．
i
l
2

5L6
T3．4
S8．0
T0．3
S4．9
S4．9

T6．2
U3．2
U3．7
T3．7
S8．9
U1．4

1ユ5．6

P05．3
X8．ア

P01．2
X4．8

P01．0

@95．1
H07．8

P〔〕〔〕．6

　　　　176．2
@　　　1．54．9

@　　　145．6
@　　　14／．6
@　　　／39．9
@　　　144．5

@　　　珂7．2
@　　1144．61
P89：甜盤：暮i｝器1：玉　　　i毘．996．5ほ31、8

184．3
P69．6
P62．9
P59．4
P75．5
Q／7．4

P7斗．7

P62．7

　　　　塗垂8：象i旨8：§1揚轟：蓉ほ器：§　　　　215．7　　　66．6　1120．2　1153．6

n6、61
P13．5

P06．2
P00．6
^0L〔〕

X8．O
撃撃n．2

P07．9

　　　　！62．．3

@　　　工78．4
@　　　2G2．1
@　　　228．1
@　　　2工o．LP
5
3
．
3
1
2
1
5
．
D
　
　
　
E
／
6
D
．
2
　
2
4
1
．
1
〕
1
3
5
．
8
1
3
9
．
2
1
3
3
．
0
工
3
7
．
9
　
1
9
8
、
2
1
4
7
、
9
　
1
9
〔
L
l

　　　　233．6
@　　　228．4
@　　　229．6
@　　　233．3
@　　　220．9
@　　　2／1．5

@　　　203．9
P11：li翻1211．15け74．ll　　　　／97．2　　　　／86．9

57．3
T9．1
T8．4
U2．0
T2．3
U3．4

U3．8
V0．3
W3．4
V6．2
W9．5

107．2
P14．1
P09．1
P19．7
P工o．4
P工0．9

P07．2
P00．4
Gユo．6

P／3．9

P工4．9

165．6
P64．l
撃T5．9

Q01．3
P82．0
P82．6

P72．5

P48．1
P52．6
p．66．5

　　　　18呂．4

@　　　198．1
@　　　20L4
@　　　工93．9
@　　　181．2
@　　　203．0

@　　　　－@　　　18D．5
P59．9，176．2
@　　　179．5
@　　　181、6
@　　　164．6

233．B
Q55．8
Q37．7
Q23．4
QL3．7
Q02．8

P81．2
P75．7
^70．3
P63．9
P49．6

平均1 53．4　1101．9　　146、0 185．1 212．6　60．4
1092 149．5 203β 206．71

1

〔注）

襲霧遜鰹驚驚爺魂勤煙．魏灘灘
（シッピング・三ユーズ・インターナショナル

せんきょう　平成10年1月号
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ig92〔年1 1993
19麟 1995 1996

199フ

450　　正OJO

　　万口酬

4田

350

3co

250

εDO

150

1DD

50

口

B冊

6αo

‘oo

200

0

係船船腹

1992〔年〕 1993
19凹 「695 1996 1997

1DOO

万D川

δOG

6DO

4QO

ε00

（．

8．貨物船用船料指数

貨物船航海用船料指数 貨物船定期用船料指数月次
／992

1993 1994 1995
／996 1997 1992 1993 1994 1995 1996 1997

1
208．0 194．0 189．0 234．0 2CI7．0 209．0 343．0 323．0 327．0 358．0 380．3 347．02
202．D 192．0 185．0 227．0 2CI2．0 工97．0 326．0 326．0 320．0 358．0 386．6 332．03
195．0 191．0 185．0 229．0 192．0 199．0 320．0 327．0 324．0 366．0 339．4 341．04
192．0 194．0 198．o 243．0 192．0 工97．0 300．0 356．0 310．0 377．0 363．0 354．05
191．0 195．0 191．0 245．0 196．0 工90．0 302．0 366．0 318．0 402．0 350．O 342．06
195．0 209．0 198．0 239．0 195．0 184．0 30工．0 319．0 334．0 390．0 339．0 326．0

7
190．0 206．0 198．0 230．0 186．0 183．0 295．0 335．0 320．0 426．0 339．0 338．08
191．0 194．0 202．0 2工8．0 1呂9．0 196．0 288．0 346．0 360．0 39LO 289．Q 330．09
191．0 196．0 208．0 220．0 186．0 190．0 293．0 328．0 349．0 364．0 293．0 327．010
191．0 188．0 212．0 221．0 176．0 191．0 301．0 351．0 333．0 355．0 294．0 316．011
193．0 196．0 212．0 198．0 1．88．0 189．0 289．0 372．0 363．0 344．2 323．0 290．012
工96．0 200．0 219．0 209．O 211．0 300．0 349．0 367．0 374．7 323．0

平均 194．6 1963 199．8 226．1 193．3 304．8 341．5 335．4 375．5 334．9
（注） ①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。 （シッビング・ニューズ・インターナショナル

はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年11月1．こ含併）②航海用船料指数は1965、7～1966．6＝100
｝ま1971＝100り

定期用船料指数

．｛

9．係船船腹量の推移
1995 1996 1997

月次 貨物 船 タンカー 貨物船 タンカー 貨物 船 タンカー
隻数千GIT 千DIW 隻数 千GIT千DIW 隻数千GIT 千DIW 隻数 千GIT千D〆W 隻数 千GIT 千DIW 隻数千GIT 千Dハ．V

1 2892399　　　　　，

3
2
3
8
　
，

65 21954134　，　　　　　　　　　　， 2722210　　　　　， 2，778
66 20583735　，　　　　　　　　　　， 248

2，11D 2，589 55L607 2，757
2 2882290　　　　　，

3
0
1
7
　
，

68 24724710　，　　　　　　　　　　， 2572005　　　　　，

2，506
60 16362980　脚　　　　　　　　　　， 241

1
9
9
6
　
，

2
4
0
2
　
，

571628　　　　，

2
8
0
4
　
，

3 2842281　　　　　，

2
9
9
9
　
7

67 22344219　9　　　　　　　　　　， 245／911　　　　　｝

2β92
62

／，8623，305
253

2
0
5
5
　
P

2
4
2
0
　
，

63／710　　　　，

2
9
7
0
　
P4 2712151　　　　　，

2
8
5
7
　
，

66
2，2054，127 2361，856

2
3
2
6
　
，

60
王，6942，983 251

2
0
7
3
　
，

2
4
6
2
　
， 641，796 3，／01

5 2712267　　　　　，

3
1
3
6
　
，

61 工9333459　，　　　　　　　　　　， 2291854　　　　　，

2β36
56 17543／20　，　　　　　　　　　　， 249

2
0
8
6
　
，

2
5
2
0
　
，

63178／　　　　P 3，060
6

2722，257
3
0
9
3
　
，

66 2／883562　，　　　　　　　　　　7 2201833　　　　　，

2，353
55

L6792．841
244

2，008 2，426 571776　　　　，

3
0
5
2
　
，

7 2692工20　　　　　，

2
9
1
6
　
，

66 19813515　，　　　　　　　　　　， 2181828　　　　　，

2
4
1
2
　
，

56 16652800　，　　　　　　　　　　， 239
1
9
6
9
　
，

2
4
4
9
　
，

581823　　　　，

3
1
6
0
　
，

8 2732154　　　　　，

2
9
5
4
　
，

67 18933341　，　　　　　　　　　　， 223L854 2，421． 53
1．，5712，708

246
2
1
2
0
　
，

2
4
2
9
　
，

571776　　　　，

3
0
3
1
　
7

9 2652110　　　　　，

2
8
9
9
　
，

68 17573085　，　　　　　　　　　　　， 2341950　　　　　， 2，562 55 16572800　，　　　　　　　　　　， 246
2
0
8
4
　
，

2
3
7
5
　
，

531487　　　　，

2
4
7
4
　
，

lo
2742，178

2
9
2
0
　
，

68
1，8703，165

2321972　　　　　7

2
6
1
0
　
7

55 177629／9　，　　　　　　　　　　， 264 2，28／ 2，634
571616　　　　，

2
5
9
1
　
，

11 2652151　　　　　｝ 2，850
63 16712786　，　　　　　　　　　　，

2392，002 2，543
55 19213196　，　　　　　　　　　　， 265

2
2
5
2
　
，

2
5
5
5
　
，

581543　　　　P

2
5
3
2
　
，

12 2722142　　　　　，

2
7
2
4
　
｝

64 16272860　，　　　　　　　　　　7 2382087　　　　　， 2，626
53 17052856　，　　　　　　　　　　　， 269

2，254

2
5
9
6
　
，

59］．450　　　　，

2
4
6
4
　
，

（注）　ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベッセルズによる。

ぜんきょう　平成10年1月号
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10．スクラップ船腹量の推移
1995

／996 ／997

月次 乾貨物船 タンカー 乾貨物船 タンカー 乾貨物船 タンカー
隻数千G／T千D〆W 隻数千G／T千DIW 隻数千GIT千D／W 隻数千GIT千D／w 隻数千GIT千D／w 隻数千GIT千D／W

　
　
　
　
　
　
　
　
　
O
エ
ワ
】
1
2
3
4
　
一
D
5
　
　
　
【
r
8
9
　
　
　
　
　
　
　
　
　
1
　
1
　
1

28　　329　　459
SD　　594　　968
T1　　426　　602
Q7　　433　751
S2　　458　　792
Q1　　219　　352

R1　　498　　730
R6　　318　　408
Q1　　274　　41D
Q2　　131　　143
Q7　　165　　20D
Q8　　223　　364

10　　39D　　769
V　　382　　79S

撃戟@　643／，313
P1．　7001．392
P8　1，2322，4738　　362　　694

P3　　290　532
P2　　331．　651
S　　　66　　124
W　　244　　491
U　　223　　420
X　　202　　34D

34　　240　　353
Q8　　5641，014
Q3　　241　　36S
T0　　577　　941
S4　　922　1．592
S6　　5861，537

S1　　722ユ，174
R9　　7861，312
U4　1，012／，565
S4　　654　ユ，064
T9　8631，25948　　664　　987

12　　328　　631
P1　　620／．211
X　　329　　619
P5　　477　　903
P8　　63邑1，207
V　　274　　568

P2　　328　646
S　　145　　290
P2　　4D2　　789
S　　179　　356
W　　237　　461
W　　1D7　　199

28　　274　　383
T0　　7201，138
W1　　9551．507
R0　　488　764
S1　　6741，032
V0　　849L352

S6　　5／7　829
S6　　695　1．113
S2　　533　　766
T6　　594　　756

8　　337　　654
P2　　119　　222
Q4　　452　　855
X　　207　　418
S　　　93　　1邑0

P0　　　58　　78

P／　　311　　568
S　　　97　　172
U　　　25　　43
W　　　60　　102

計 374　4，0686、179 U7　5．0659．997 520　7．83113、166 12D　4，0547，880
（注）①ブレーメン海運経済研究所発表による。②300G／T

「海運統計」欄の各種資料の掲載は下記のとおりとなっています。
’）

統 計 資 料 名

1．世界船腹量の推移

2．日本商船船腹量の推移

3．わが国外航船腹量の推移

4．世界の商用船建造状況

5．わが国の建造許可船舶の竣工量と造船所手持

　　工事船舶量推移

　6　世界の主要晶目別海上荷動き量

　7　わが国の主要品目別海上荷動き量

08　わが国貿易額の推移

09　対米ドル円相場の推移
OlO不定期船自由市場の成約状況
O11　主要航路の成約運賃（原油）

12

P3

P4

P5

P6

P7

P8

謔
Q
0
2
1
2
2

0
0
0
0
0
0

主要航路の成約運賃（穀物）

主要航路の成約運賃（石炭・鉄鉱石）

タンカー運賃指数

貨物船用船料指数

係船船腹量の推移

スクラップ船腹量の推移

わが国貿易の主要貨物別輸送状況

日本船の輸出入別・船種別運賃収入

内航船の船腹量

国内輸送機関別輸送状況

内航海運の主要品目別輸送実績

・O印の10項目については毎月掲載、その他の項目は適宜掲載している。
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　新たな年を迎え、海．運界が安定

した成長を遂げられるような一年

にしたい、という気持ちを新たに

した。そのために、海運界に身を

おく一員として、微力ながら努力

する所存である。

　新年は自分の故郷である広島で

過ごした。年が明けて近くの厳島

神社に詣で、新年の祈願を行った。

毎年恒例の行事ではあるが、初詣

がすまないと何となく落ち着かな

い。

　同様に自分の所属する社内の調

査グループのチームに関しても所

信を掲げた。この一年も、調査担

当として経営判断の材料を提供す

るべく、経営・営業のニーズと密

接に繋がり、経営・営業活動に役

に立つ調査活動を行っていきたい。

　調査活動は、それ自体独自の活

動として営業活動と切り離されて

いるのではなく、営業活動のため

の情報や判断材料を提供すること

がその重要な使命の一つである。

私たちを取り巻く現状を認識し、

編集後記
その中で追求すべき価値と方向性

とを判断し、その価値の実現のた

めの実践を行う材料を提供してい

きたい。

　また本年は特に、調査の継続と

いうことに関しても留意したいと

思う。継続という意味では二つの

観点がある。一つは継続したテー

マを追いかけていくこと、もう～

つは調査のアフターケアを行うこ

とである。

　一つ目の意味においては、調査

事項として時事的な問題を取り上

げることも時に応じ必要ではある

が、その時々の話題にはならなく

とも、構造的な変化の緒を感じ取

り、その流れを注視していけるよ

うな感性を持ち続けていきたい。

　二つ目の意味では、何か一つの

調査事項に関してレポートした後

に、その調査内容に関して見直す

ということは当然のこヒであり、

どの研．究機関でも行っていること

ではあるが、これが疎かになるこ

とがたまにある。特に何らかの予

想を行った際には、その予想と現

実の有り様を比べ、予想と異なる

動きのある場合にはその原因を解

明した後に、その反省を基に次の

予想作業を行うことをさらに徹底

したい。「喉元すぎれば熱さを忘

れる」ではないが、多くの作業の

末の成果物を、作業が終わった開

放感だけに終わらせず、そこから

新たな調査を出発させたい。

　もっとも、これらの所信は来年

新たな所信を掲げるまでの一過性

のものではなく、継続した目標と

して努力することが一番大切かも

しれない。

日本郵船株式会社

　調査グループ

　調査第一チームチーム長

　　　和田　好夫
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会社名：反田海連㈱

　　　（英文名）TANDA　LINE＆ENTERPRISE　CO．，　LTD．

代表者（役職・氏名）：取締役社長　反田邦彦

隻一沿海近@T遠兄ギ
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況状船用 15臼，日ヨE／　　　1刀，bヨ0％．

主たる配船先：北米、蒙州、南阿など

事業概要：当社は、昭和30年12月、長し奇港内における石油製品の

　　　　諭送ならびに販売を目的として設立されました。その

　　　　　後、曳船および近海部門を経験し49年に外航部門に進

　　　　　出しました。現在、船舶・運航菅理は反田グループ全

　　　　　体で、国際基準に従い、総力を挙げて鮮応しています。

当協会会員は14自社。

（平成相年1月現在）
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会社名：㈱辰巳商會

　　　（英文名）丁ATSUMI　SHOKAI　CO．，　LTD．

代表者（役職・氏名）二取締役社長　高森　昭

本社所在地：大阪市港区築港4一］一1

資本金：750百万円

創業年月日：192D年9月肥日

従業員数：海上B5名　陸上LO57名　計L国2名

…所酬翫齢・近海・㊥E隻…
ド　　　　　　　　　　　　　　　　
…運轍翫群＠）燈¢lg5隻；

主たる配船先：国区

事業概要：

E，EgB％． b．4

日8，340％ ア9．B

。轍1

ア9B24％．i

当社は、海上諭送をはじめ、陸上諭送、航空諭送なら

びに港湾運送、倉庫、仲継作業など幅広い海・陸・空

の輸送システムを確立、常に時代と物流を結ぶ接点を

考え、その時代の最先端のサービスを引証しています。



船が支える日本の暮らし

　蜘



平成10年1月20日発行　毎月1回20日発行　No．450　昭和47年3月日日第3種郵便物認可瓦　．己　’　：．「｝四議繍．繊麟繕鱈瞬顕頴�d）．旨．．．i　　　　　∫　　／7ピ汐’協．．……一．一、＼＼x　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〆．．．．．　＼．＼．　　　　　　　　　．｝；乙．　　　　　鰹　　　　　ト」．．〆　ド　り　　ド　さキ／．　．、＼．．．．．驕D．．．ん乞、．高．＿．＿．．」．一．＿．．．呂嵩≧．＼＼．、．．　　　　．驚　　　副一’鼎城磯防守対団麗人口癖櫓替‡櫨全船町月報／1998年1月号目次ゆ巻頭言平成10年新春を迎えて☆日本船主協会会長・河村駄郎．シッビングフラッシュ1　平成10年度海運関係税制改正・予算　　22　FMOが制裁措置を停止、今後は政府間　　協議に解決が委ねられる　　63　対抗立法の一部改正法の成立　　　71．，．�稿タンカー運賃高騰で抑えられたスクラップ☆蚕阪ξ皆書塑。脇寛子一8◇東京二等輻蟻海域における大型タンカーの　航行安全対策の再徹底について　　12．，，寄稿199B年度わが国貿易の見通し☆〔社旧本賜会調査部長・佐藤達票匡14と，梅運ニュース1．ばら積み貨物船の安全対策について　　19　　−IMOSOLAS条約締約匡会議の模様一2，アジア船主フォーラム（ASF）航行安全委員会　　第4回中閻会合の模様について　　203．1997年央の日本籍商船の現状　　一「Eヨ本商船船腹統計q997）」より一．1．煖ﾆ界団体を訪ねて一訪問団体　社団法人日本民営鉄道協会梅運雑学ゼミナール☆第94回・，4燃便り3230や海運日誌☆1E月　　33轡船協だより・…。海運統計　　　　35　　　・§。編集後記23402B34自動車専用船「POLARIS　ACE」日本船主協会会長河村健太郎獄）　新年おめでとうございます。　1998年の年頭に当たり一言ご挨拶申し上げます。　昨年は、一連の企業不祥事、金融不安、消費税の引き上げ等、国民生活をも巻き込んで日本全体が大きく揺れ動いた年でありました。　また、政府により、行政・経済構造・財政構造・金融制度をはじめとする六分野の一体的改革いわゆる六大改革の断行が掲げられ、21世紀に向けてわが国全体が進むべき方向も示されました。　この六大改革のうち、経済構造改革は規制緩和の実現等により、各分野が国際基準；グローバル・スタンダードをクリアすることを柱とすることが提唱されておりますし、さらに、「日本版金融ビッグバン」とも称される金融制度の大改革の理念の一つとして掲げられているのも、グローバル化です。このように、わが国全体が新しい方向に向けてようやく歩きはじめた感がします。　日本船主協会の創立50周年の節目でもあった昨年は、日本近海でのタンカーの油流出事故、米国連邦海事委員会（FMC）の日本船3社に対する制裁措置問題等外航海運業界にとっては、まさに経営の根幹を揺るがすような大きな問題が持ち上がりました。　しかし、一方で、関係者のご尽力により、国際船舶への日本人船員の配乗要件の緩和、即ち、原則日本人船・機長2名混乗体制の実現についての具体的な道筋に光明を見出すことができた年でもありました。　外航海運業界はグローバル・キャリアとして、すでに厳しい国際競争の下で企業活動を行っている業界です。わが国外航海運企業が国際市場で生き残っていくためには、あらゆる面で国際競争力を確保することが最も必要なことです。言い換えれば、少なくてもわが国外航海運企業の競争条件が制度面で他国の海運企業と同等であるということです。勿論、自己の責任で企業活動を行うという自己改革することも当然不可欠です。　これらのことは、外航海運業界という一業界だけの問題ではありません。新しい方向に向かっているわが国産業界全体にとって、競争条件もまたグローバル・スタンダードにすることが肝要なのではないでしょうか。　また、グローバル化の下では、企業行動が世界中の関係者によって監視されており、市場の信認を失った企業には厳しい評価が下されることを肝に銘じておく必要があります。　21世紀に向けて歩みはじめたわが国にとって、海運業は欠くことのできないインフラストラクチアーとして、またパイオニアとして、内外の経済・社会の信頼を得ながら、これから起ってくる諸問題に真摯にかつ前向きに立ち向かって行きたいと決意を新たにしております。せんきょう　平成10年1月号□1．平成10年度海運関係税制改正・予算1．平成10年度海運関係税制改正　平成10年度税制改正について当協会は、平成9年9月開催の定例理事会において、期限切れとなる国際船舶の登録免許税の軽減措置の拡充と延長、二重構造タンカーの特別償却制度の拡充などを中心とした要望重点事項を決定し、政府・国会関係への要望を開始した。（本誌1997年10月号P．2シッビングフラッシュ参照）　その後、大蔵省はll月5日、法人税率引き下げの財源として賞与・製品保証・特別修繕引当金の廃止と退職給与・貸倒引当金の見直しを柱とした24項目の課税ベース拡大の方向を打ち出し、自民党税制調査会に示すとともに、さらに1／月20日、船舶の特別償却制度の廃止をはじめ、既存の特別措置の大幅な縮減を内容とする整理案を提示した。このため当協会は、わが国は法人税の実効税率が高い上、償却をはじめとした船舶税制が特別措置を含めても諸外国より不利なものとなっていることなどを示し、国際競争を行う上で同等の条件の整備が必要なことを関係方面に訴えるなど、既存税制の存続についても強力に要望活動を展開した。　その結果、12月16日、自民党税制調査会の平成10年度税制改正大綱において、海運関係税制については概略次のとおり（資料1参照）決定した。　（D　船舶等の特別償却制度　　・船舶の特別償却については、適用期限内　　　にもかかわらず廃止案が出されたが、現　　　行どおり維持された。　　・二重構造タンカーの特別償却については、　　　対象に外航を追加した上で特償率を30／　　　100（現行＝内航のみ20／100）へ引き上げ　　　を要望したところ、外内航とも19／100　　　となったσ　　・船員訓練設備の特別償却については、18　　　／100（現行20／100）で延長された。　�A　国際船舶の登録免許税の軽減措置　　　現行制度（1／1000）の延長とともに対象　　に海外から譲渡を受けた船舶の追加を要望　　し、現行制度の延長は認められたが対象の　　拡大は認められなかった。　（3）船舶の特別修繕引当金制度　　　繰入限度額を現行の3／4にする等の見　　直しの上、特別修繕準備金に改組された。　�求@その他　　・外航用コンテナに係る固定資産税の特例　　　措置（4／5＞は、現行内容で延長された。せんきょう　平成10年1月号’））【資料1】　平成10年度海運関係税制改正重点事項最終結果項　　　　　目現　行　制　度要望内容整　理　案最終結果備　　　考1，船舶等の特別償却制度�@外航近代化船@（3，000G／T以上）@特償率18／100A内航近代化船@（300G／T以上）@特償率16／IOOB二重構造タンカー@特二二20／100（内航のみ）C船員訓練設備@特償率20／1σO�B対象に外航を@追加した上で@特償率を30／　100C適用期限の延@長（大蔵省整理案）@廃止A廃止B内航：廃止C廃止�@�A現行通りB特償率　19／1．00@（外内航とも〉C特船固@18／100適用期限内i平成11．3，31@まで）K用期間@1年間K用期間@2年間2．国際船舶の登録免許税のy減措置○税率1／1000@（本則4／100の�@適用期限の延@長A海外から譲渡@を受けた船舶@を対象に追加〔大蔵省整理案）ﾈし�@現行制度を延@長A認められず適用期間@2年間3．外航用コンテナに係る固闔綜Y税の特例措置0課税標準の4／5Q適用期限の延@長（自治省整理案）ﾈし○現行制度を延@長適用期間@2年間4．外法埠頭公社が所有又は謫ｾするコンテナ埠頭に対@する固定資産税・都市計画ﾅの軽減措置O課税標準の1／2@（旧外銀埠頭公団から承継@した外割埠頭および埠頭公@社が整備した大規模外貿コ@ンテナ埠頭〉�@現在所有する@コンテナ埠頭@の課税標準を@1／2A今後取得する@大水深コンテ@ナ埠頭の課税@標準を1／3（自治省整理案）ﾈし�@課税標準@1／2@対象施設を限@嘱し、特例措　置を延長A課税標準@1／3�@適用期間@2年間A平成10〜11年@度取得分につ@いて最初の10@年間5．船舶の特別修繕引当金Q船舶の定期検査に伴う多額@の修繕費に当てるための引@当金○現行制度の維@．持伏蔵省見直し案｝蒲vの経過措置を講じた上、廃~○繰入限度額を@現行の3／4@等にし、特別@修繕準備金に@改組6．中小企業新技術体化投資｣進税制の延長@（メカトロ税制）○電子機器利用設備を取得等@により事業の用に供した場@合、初年度取得価格の30％@の特別償却又は7％の税額@控除○適用期限の延@長（大蔵省整理案）O税額控除（取1得分）1廃止：○リース税額控@除及び特別償@却については、@設備選定に係@る明確な基準@を示せない限@り廃止○税額控除を個@黒幕は資本金@3，000万円以@下の法人に限@るほか、対象@設備の見直し適用期間@2年間�産省との共管）7．エネルギー需給構造改革юi投資促進税制@（エネ革税制〉○新造の省エネルギー設備を@取得し、事業の用に供した@場合、初年度取得価格の30@％の特別償却又は7％の税@額控除@（海運関係設備；船舶推進@軸動力利用発電装置、廃熱@利用ボイラー、高効率ボイ@ラー）○適用期限の延…〔大蔵省整理案）@長　　　　　…o税額控除@　　　　　　1廃止@　　　　　　iO特償率@　　　　　　　2D／100@　　　　　　0対象設備の見　　　　　　　　直しO基準取得価格@要件及び対象@設備の見直し適用期間@2年間i通産省との共管）・コンテナ埠頭に対する固定資産税・都市計画税の軽減措置については、外貿埠頭公社が所有するものについて課税標準を　1／2、今後取得するものについて1／3の軽減措置を要望し、対象施設を限定した上、認められた。2．平成10年度海運関係予算運輸省および厚生省は、平成9年8月末に平成／0年度予算概算要求事項を決定し、大蔵省に対して要求を行い、折衝を開始した。（本誌1997年9月号P．2シッビングフラッシュ参照〉　その後、12月20日に大蔵原案の内示があり、復活折衝を経て12月25日の閣議で政府案が決定された。　政府案のうち、海運関係予算の概要は以下のとおりである。　（D　外航海運対策の推進（資料2参照）せんきょう　平成10．年1月号團囚【資料2】平成10年度外航海運関係予算　　　　　　　　　　（単位＝百万円）平成9年度平成10年度区　　　分予　算　額要求額政府案船員雇用促進対策58110工02事業費補助金歳〔1階年船員養成プ09386　ト鴻Vェクト出�A国際船舶制度鮭171716進事業費補助予〔3船員訓練システ40皿　1一ムに関する調査［算事業費補助…利子猶予特別交付金3848484財政投融資貿易物資安定供給［物流基盤整備枠全体で460億円］35，357［欝］�@歳出予算　・船員雇用促進対策事業費補助金　　　国際船舶への船長・機関長の2名川　　乗体制の導入を円滑に実施し、国際船　　舶制度を推進するため、若年船員の早　　期養成・確保に向けた座学研修や乗船　　実習などに9．3DO万円を要求し、政府　　案で8，60D万円とされた。また、平成9　　年度に引き続き、国際船舶制度の円滑　　な実施、拡充を目的とする調査費1，700　　万円を要求し、政府案では1，600万円　　が認められた。　・利子猶予特別交付金　　　既に締結した利子補給契約について、　　日本開発銀行により利子補給金相当額　　の利子猶予措置を引き続き講じること　　とし、猶予対象利子運用金利分も含め　　開銀への交付金として8，400万円を要　　課し、政府案でも要求どおりとなった。�A財政投融資（日本開発銀行融資）　　海運事業者が貿易物資の安定輸送のた　めに投資する外航船舶、外航船員研修所、　貿易物資用倉庫、外航コンテナターミナ　ル等の設備を融資対象に354億円を要求　し、政府案で物流基盤整備枠全体で450　　億円とされた。　　　なお、LNG船および超省力化かつ基　　幹輸入物資輸送船舶については融資比率　　60％が維持され、二重構造タンカーにつ　　いては融資要件の緩和により融資比率が　　60％へ引き上げられた。（2）運輸施設整備事業団閲係（資料3参照）　　船舶整備公団と鉄道整備基金との統合に　よって平成9年10月1日に設立した運輸施　設整備事業団は、船舶整備公団の事業を引　き継ぎ、内航海運の体質．改善を図るため、　近代的経済船の建造、内航貨物船の改造等　を促進することとし、代替建造で590億円、　また改造等に対する融資枠として15億円、　合計605億円を要求、このほか国内旅客船　の整備としての149億日目あわせ、船舶関　係業務として総額754億円を要求し、政府　案でもそれぞれ要求どおりとなった。（3＞船員対策関係1（資料4参照）　�@一般会計　　　船員雇用関係としては、日本船員福利　　雇用促進センター（SECOJ）が行う船　　員雇用対策事業に1億4，200万円、国際　　的な漁業規制や東京湾横断道路の建設に　　伴う船員離職者職業転換等給付金が1億　　7，100万円、総額で3億1，300万円とされ【資料3】平成10年度運輸施設整備事業団　　　　（船舶関係業務）関係予算（単位：億pD1平成9年度平成10年度…区　　　　分予　算　額要求額政府案事業計画726754754ω国内旅客船整備15・1149149�A内航海運の体質改善557　i5905go〔3船舶改造等融資12　i　　E1515支出予算721i747747〔1潤内旅客舶の整備151　1／52152�A内航海運の体質改善558580580〔3贋物船改造等融資121515資金計画721747747〔1財投資金487475475（2泊己資金2342722τ2せんきょう　平成1Q年1月号’）【資料4】　平成10年度船員関係予算（単位　．白万トIJ）区分旨平成9年度平成10年度1陪輔瞬額　…　t一評会邑計…腿　ミ用　欄運1係1　船員離職油虫業転換等給付金（D漁業関係〔2｝海．運茎嚢E廻イ系99（95）191（／15）・・黶E・6・政府案IE備考r輸省2．船員雇用促進対策事業費補助金m外山船．就職奨励助成〔2）内航転換奨励助成（3〕技能訓練助成ω船員職域拡大訓練助成】78〔2／）（14）（12）（22）（IP　　ヨ　　・本州四国連絡橋の供用｝こよる離職船員等へ支給　　セー　……　151　i　I42　…1　…　…巨2Di〔ユS）i外国船主に雇鵬される離職船員に支給…〔諏・）1漁業職都内鱗主・闘・れ・者・支給i〔1・・i・・睡麟・乗・・せ・ため・必賄防腐・騨せ・1（1騨16）離共勘罐繍諺館を取得させる…〔　・Dl（3）　漁業離職者が内航船に乗船する場合に有効となる資格を取得I　　　　l〔1〔13｝…〔681�挙熏q転換訓練助成…ヨ…させる�E離職高齢船員活用対策助成（58）…（3）…（3）〔7国際船舶職眞緊急養成事業費@補助（o〕i@　　i　　　iA（93｝1（国際船舶に渕する若手船員養成プロジェクト事業貨補助目発動．．ヒ国船員餐成への協力go@　F81i80開発途上国の船員婆戒への．軸力・貢献、70名小　　　　　計367　；…　　　ト4231・931…．i〔D船員等の就職促進に要する経19：　rP6　i16…就職促進手当費！i移転費�A雇用安定対策に要する経費253225i未払賃金の立替払…（3）船員雇用促進対策事業費補助7627656461�鞄�本船員福利雇用促進センターが行う事業の実施に要するiFに要する経費…！…経費の一都を補助�@センター管理費1〔89｝：（83）（s3｝…�挙�本齢員無「雁用促進センターの管理費�A技能訓練事業費1〔149）（122＞（122）海事英語研修、船舶職員訓練、陸上転換職業訓練「�B雇用安定事業費（528）（471）（441．〉外国船船員派遣助成金（lO年度：269）技能訓練助成金（IO年度＝173）小　　　　　計…　8097236871一　．＊匹田五入の関係で末尾の計が合わない場合がある。　た。　　このほか、ODA（政府開発援助）の一　環として実施している「開発途上国船員　養成受入れ事業」は、研修生70名とし、　8，000万円とされた。�A船員保険特別会計　　船員保険特別会計のうち、船員雇用対　策関係は、外国船船員派遣助成金2億　6，900万円をはじめ、技能訓練事業費、　技能訓練派遣助成金等、SECOJへの補　助金として6億4，600万円とされたほか、　未払い賃金の立て替え払いに要する経費等　合計で6億8，700万円となっている。�求@その他（流出油防除資機材の整備等）　　流出油防除資機材の整備等については、　昨年発生した大規模油流出事故に鑑み、防　除資機材の整備等に3億1，700万円、海．．ヒ　災害防止センターの体制強化に1，600万円、　輻較海域における航路標識の整備に2億　8，0DO万円、総額で6億1，300万円とされた。せんきょう　平成1〔1年1月号鷹1固2．FMCが制裁措置を停止、　　　協議に解決が委ねられる　1996年11月に米国連邦海事委員会（FMC：Federal　Maritime　Commission）が、わが国港湾慣行の改善を求めて、日本船3社（川崎汽船、日本郵船、大阪商船三井船舶）のコンテナ船が米国に寄港する毎に1Q万ドルを課す制裁措置を提案、その後、1997年2月に制裁措置が制定されたが、4月目日米海運協議の結果を受けて、この実施は9月4日まで見送られていた。（経緯等については、本誌1997年5月号P．2シッビングフラッシュ1参照）　運輸省、日本二丁協会、日本船主協会港湾協議会、外国船舶協会の関係当事者は、これ以降も事前協議制度の改善について合意を得るべく協議を続けてきたが、同日までに合意に至らなかったため、FMCは予定通り、制裁措置を発動させ、日本船3社に課徴金を課すこととなった。　このような関係者の努力にもかかわらず、制裁が発動されたため、10月10E｛からワシントンにおいて日米政府の課長級レベルによる協議が行われた。しかし、9月分課徴金（40隻：400万ドル）の支払期限である10月15日に至っても協議はまとまらず、一方、日本船3社が課徴金の支払を拒否したため、翌16日、FMCは日本船3社の船舶の入出港禁止措置等のより強権的な措置の発動を関係機関に要請する旨の決定を行い、状況は海運に止まらず、日米貿易全般に影響を及ぼしかねない深刻な事態を招来するに至った。　このように、国内外で一時非常に緊追した空気の流れる中、協議は両国政府の準閣僚級レベルに急遽引き上げられ、その結果、10月20日に至り、以下を趣旨とした内容で大筋合意した。　�@現行事前協議制度の簡素化、透明性の確　　保を図ること今後は政府間�A現行事前協議制度に代わる「別方式」の　　制度を併設するとともに、日本政府は法令　　に許す範囲内で最大限の支援を行うこと　�B港湾運送事業に基づく免許の発給期間の　　短縮（2カ月）を図ること　しかしながら、政府間合意にもかかわらず、FMCは9月分の課徴金の支払を強硬に求め、強硬措置に訴える様相を取っていたため、日本船3社は、事態の一層の混乱を回避し、制裁措置の強化による日米国際通商全般への影響を未然に防ぐため、／0月27日に至り150万ドルを支払うという苦渋の決断を行った。　一方、事前協議制度の改善については、日米政府間協議の合意を受け、国内協議が行われた結果、10月末に関係当事者間で、事前協議制度の改善に向けた合意が形成され、日米政府間の書簡の交換を経て、FMCは11月13日、制裁措置の「停止（su＄pend）」および関係当事者からの申し立ての際には、外交ルートを通じた解決を行うとともに必要と認める時には更なる行動（action）をとることを留保する旨の発表を行った。　今回の問題について日本政府は、FMCの一方的な制裁措置が日米友好通商航海条約に違反するとの判断に立ち、同措置の全面撤回を求めていくこととし、上記条約に基づいて二国間協議の開催を米国政府に対して申し入れている。　さらにこれを契機として外国政府による一方的な制裁措置の発動を牽制するとともに、交渉上対等な立場の確保等を図ることを目的として「外国等による本邦外航船舶運航事業者に対する不利益な取り扱いに対する特別措置に関する法律」（いわゆる対抗立法）が一部改正され、12月19日に公布・即日施行された。（改正点のせんぎょう　平成10年1月号概要については本誌P．7シッビングフラッシュ3参照）　また、日本船3社としても、引き続き制裁規則の無効と課徴金の返還を求めて訴訟を継続するとともに、日本政府に対しても、制裁措置の全面撤回を米国政府に求めるよう要請している。　FMCの制裁措置は上述のとおり完全に撤回されたものではなく、「停止（suspend）」扱いという観点から鑑みると、制裁問題は関係当事者間の協定が合意の内容通り実施されるか否かにその解決が掛かっており、これが実施されない場合、再燃する恐れを残していることから、依然予断を許さない状況に置かれているといえる。　（制裁延期の決定から対抗立法の施行までの主な動きおよび関連資料については、次号に掲載予定）3．対抗立法の一部改正法の成立　「外国等による本邦外航船舶運航事業者に対する不利益な取扱いに対する特別措置に関する法律」（いわゆる対抗立法）の一部を改正する法律が、1997年／2月3日、衆議院運輸委員会提出の法律案（与野党一致の議員立法）として決定され、12月4日に衆議院で、12月12日に参議院でそれぞれ可決、成立した。　同法律は、1977年、荷主に対する自国船積みの強制や船舶運航事業者に対する積日規制など、当時の発展途上国における国旗差別措置に対抗するため制定されたものであるが、今般の法改正の目的は、米国連邦海事委員会（FMC）がわが国港湾制度と慣行の改善を求めて日本船3社に制裁金を課した問題にみられるような、外国等による一方的かつ不当な制裁措置の発勤を牽制し、交渉におけるわが国の対等な立場の確保を図ろうとするものである。　改正点の概要は次のとおりであり、12月19日公布、即日施行された。従来の措置に加え、�B邦船社に対し、不当に差別的な負担金の　納付を義務付けること�C邦自社の使用する船舶の入出港の制限・　禁止、貨物の積込み等の制限・禁止をする　こと2．対抗措置の通告から発動までの期間の短縮［従　来］　相手国船社に対し、6カ月を下らない期間を定めて、対抗措置を実施することがある旨を通告することができる。［改正法］　外国等が上記1．�Bおよび�Cの措置を実施または決定する場合において、緊急に対処する必要がある場合は、上記期間（6カ月）にかかわらず、期間を定めて、対抗措置を実施することがある旨を相手国船社に対し通告することができる。1　対抗措置の発動要件となる外国等の措置の追加［従　来］�@荷主に対し、自国船囲による運送の利用　　を義務付けること�A邦船社に対し、自国船社に有利な取扱い　　を定める協定の締結を義務付けること［改正法］3．国庫納付制度の創設［改正法］・外国等が上記1．�Bの措置を実施または決定する場合、相手国船社に対し、当該負担金に相当する金額の国庫納付を通告することがで　きる。・相手国船社がこれを納付した場合、対抗措置　は実施しない。せんきょう　平成10年1月号同「三「タンカー運賃高騰で抑えられたスクラップ　　壼阪難轟哩脇　寛子　アジア、米国の景気拡大、日本における原油処理量増加、欧州地域における域内原油生産の伸び率鈍化等によって世界の主要地域でそろって原油輸入量を伸ばし、世界的にタンカー需要が拡大し、1997年のタンカー運賃高騰をもたらした（本誌1997年11月号P．4寄稿参照）。　しかしその後、アジアの通貨危機に始まった韓国の経済危機の影響で、タンカー需要の減少は12月に入って顕在化、12月末にはアラビア湾積み日本向けVLCC運賃でWS50を割り込む水準まで下落した。　他方、1997年のタンカー供給量について見ると、竣工量もスクラップ量も低水準に留まり、年間平均船腹量は前年比ほぼ横ばいの水準であった。　今回はこの1997年のタンカー船腹供給について振り返る。そして韓国の影響を大きく受けている最近のタンカー需要動向も勘案しつつ、今後のマーケットを考える。1，1997年のタンカー船腹供給量　1997年のタンカー年間平均船腹量は297．8百万％であった。総船腹量はタンカーの新規参入、撤退を受けて常に変動するものであるが、年間を通してそれらを平均したものが年間平均船腹量である。1997年の水準は前年比ほぼ横ばい（0．5％の微増）であるが、近年の流れは1994年をピークに減少傾向にあった。主にスクラップの活発化に支えられたもので、この船腹量の減少が近年のタンカーマーケット需給改善をもたらした。　1997年通年で見ると竣工量、スクラップ量ともに前年実績を下回り、低い水準に抑えられた（図1参照）。竣工量は前年比64％、スクラップ量は前年比60％の水準であった。　竣工量が低水準に留まったのは1995〜96年の発注量が少なかったためである。当時は新造船価の先安感があったことに加え、船型別に見て特にVLCC発注が控えられた。このVLCCの発注量の抑制については後述する。　スクラップが低水準に留まったのは／997年の運賃が高水準にあったためである。タンカー運賃が低迷した1993〜94年は近年のスクラップ実績のピークである。　その後、水準は落ちたものの依然として竣工量を上回るスクラップがあり、船腹供給量は減少、需給改善につながった。そうして年々運賃が回復するにつれて逆にスクラップ実績は減少が続いた。　では、以下にアラビア湾積みの基本船型、VLCC船腹量について見てみよう。團せんきょう　平成10年1月号25．　2Q．多≧15椙10癬　50出所；［図1］タンカー竣工量・スクラップ量推移〔］竣工量ロスタラップ量コ一．旨1…ト1｝iD．／．．．．3．」1119901991旧92］99319941995199619971997年は推定値CIarksonResearchStudies2　VLCC船腹供給量（1）竣工・スクラップ実績　　ユ997年央時点のVLCC船腹は457隻、131．8百万％で全タンカーの46％（％ベース）を占　める。近年のVLCCの竣工量、スクラップ量の推移は表1に示している。　　1997年の撤退量は14隻（うちスクラップが　8隻）、運賃が低迷したため撤退量が30隻を超えた1994〜95年実績と比べると大きく減少　している。前回も述べたようにVLCCマーケットは1997年夏場にWSIGOを記録する高　運賃となったため、特に7〜ユ／月のスクラッ　プは1隻（改造は3隻）に留まった。　　竣工量も8隻と低水準であった。1995〜96【表1】VLCC竣工・スクラップ実績（隻数）1994年1995年1996年　1997年竣　　工2025238撤　　退　　37@（改造）　（3）…　〔損失）　（1）31i0）k1）18i4）ko）14i6＞i0＞（注）　撤退は喪失、改造を含む出所；Clarksσn　Research　S亡udies年のVLCC発注量が控えられたのは、船価の先安感と並んで将来のVLCC需要の見通しが不透明であったためである。つまり、1995〜96年はVLCCではなく、主にAFRAMAXタンカーで輸送される北海原油の生産量が急速に伸びている時期であった。また、IMOのタンカー構造規制は1996年7月以降竣工の新造船にダブルハル構造適用を義務付けた。そのためこの適用を回避するため1996年までにシングルハルの駆け込みで竣工したタンカーもあり、1997年はその反動滅となった面もある。�A　船齢構成　まず、スクラップ対象船腹を確認する意味で現存VLCCの船齢構成を見てみよう（図2参照）。全VLCC457隻（131．8百万％）のうち船齢20年以上（1977年以前建造）のものは213隻（62．8百万％）で47．6％を占める。1970年代半ばと1990年以降とに二つの山ができており、この1970年代建造の山がスクラップ対象として捉えられる。せんきょう　平成10年1月号圃囮〔隻）751ド5025［Ill　　1．　1…I　il口i．　　，1I　　　Ih　IP［1|1［［呉　℃111．一0．「．．．．．72（25＞　出所：［図2］1997年央VLCC船齢構成且−Lπゴ．［］己墨…74　　76　　78　　80　　（2DJacobs＆Partners　Ltd，B2（15）8486　　88（11）90　　92　　巨4　　96　建造年　　　（5）　　　　　　　（D　　　舟台齢　　　　　　　　　　■　IMO規則によって船齢25年に達したタンカーは基本的にダブルハルに改造しない限り運航を認められない。そして1990年代以前に建造されたタンカーはダブルハル構造ではない。そのため従来は1970年代建造のVLCCが25年に達する前に順次スクラップに付されるものと見られていた。つまり1973年建造船16隻が今年、1974年前造船46隻が来年に期限を迎える。単純に計算させて、25年の期限一杯に運航させたとしても1998〜20DO年で年間平均41隻のVLCCがスクラップされる計算である。しかし、最近になってIMOでも認められているダブルハルの代替措置を採るこ．とで船齢30年まで運航を続けようという動きが見られっつある。3．タンカー船腹供給の見通し　さて、今後の船腹供給量はこれまでのように減少傾向が続くのであろうか。それともスクラップの低迷で再び増大基調に向かうのであろうか。　上述のとおりVLCCで見たようにスクラップ対象船腹は現存船腹量のかなりの比率を占めるが、IMO代替措置の適用で実際のスクラップがどの程度前後するかによってこの先2〜3年総船腹量の増減が左右されてくることになる，　一方、今後の竣工量については現在のタンカー発注量から予測可能である。現在の船型別、竣工年別タンカー発注残の状況は表2に示すとおりである。1998年には工4．6百万％、1999年には19．3百万％のタンカーの竣工が予定されている。これらは図1の従来の竣工実績と比べてみても水準として高い。従来に比べてAFRA−MAX，　SUEZMAXといった小型タンカーの竣工予定が大きいのも一つの特徴である。これらタンカーでも現在、船齢20年を超えるものは全体の約34％を占めるため、リブレース用として予定されているものも割合としては大きいであろう。　次に、VLCCについて見ると、1998年に5，0万％（17隻）、1999年に8．9万％（31隻）の竣工予定がある。既述のとおり1997年のVLCC竣せんきょう　平成10年1月号．）’）．【表2】竣工年・船型別タンカー発注残（1997年10月末現在）竣工1997年1覇〜12見竣工1998年竣工1999年　　竣工2GGO年以降計画　型i千％）隻百万％隻　　百万％隻百万％隻百万％隻百万％1G〜6G型U0〜80型W0〜120型P20〜200型Q00型以上23c522o．69O．00O．53O．28O．56107@2R3Q0P73．02O．14R．46Q．95T．0399PGSGP6R13．12O．7〔1S．23Q．34W．9016Q2620�J．41O．14O22O．86T．93245P4W0S4V07．25O．98W．44U．42Q0．43計　　　322．0617914．61　　19619，3〔ト467．5545343．52（注）　10〜60型にChenlical　Tankerを含む出所二Clarksorl　Research　Studies，　Limited工量は少なかったが、1998年の予定量はほぼ従来並である。1999年の予定量は大きく、当然これらにはリブレース分、純増分双方が含まれる。船腹需給バランスの維持、改善には、この竣工水準に見合った分のスクラップ、荷動き量の増大が不可欠である。　1998年のスクラップに関しては従来の見通しよりも下押しされるが、対象船腹量の大きさから、ある程度竣工量にバランスするかたちでの実績が期待できる。ただ、小型タンカーは比較的多くの竣工が見込まれるため、供給量増大の可能性が高い。4．タンカー需給の見通し　1997年の全世界のタンカー需要はClarkson推定値によると249百万％（前年比4．2％増）である。1996年は239百万％（同3．0％増）、1995年は232百万％（同D．4％増）と1995年以降、年々伸び率が回復している。　米国、欧州、日本、アジアのいずれの地域向けにもタンカー需要は増大した。データには年末になって一気に顕在化した韓国向け荷動きの減少分は織り込まれていないが、アジア向け需要の増大分は全タンカー需要増大分の半分以上を占める。既述のとおり／997年のタンカー船腹量は前年比微増であったものの、タンカー需要増大に支えられ需給は改善、運賃は上昇した。　12月に見られた韓国によるスポット成約の急減は、同国経済危機に伴う支払い能力不安のために原油販売者が原油販売を、船主がタンカー用船を控えたためである。シンガポール向けも減少したが、その他の台湾、中国等に向けた成約には大きな影響は出ていない。　IEA（国際エネルギー機関）は毎月のレポートで世界の石油需要の実績・予測値を示しているが、12月のレポートでもアジア通貨危機の影響を受けるかたちでの世界の石油需要予測の大幅な変更はない。中国を除くアジア石油需要の1997年実績見込みは、9月時点での見通しから12月までに！0万B／D（BarreVDay二日量〜バレル、1バレル＝約159£）減少した。1998年の予測は同様に20万B／D減少した。しかし、いずれも中国による増加がそれらを相殺し、全世界の実績見込み、予測とも変化はなかった。　1997年ほどの伸び率は期待できないが、タンカー需要の落ち込みは長期に亘るものではなく1998年も前年比増が見込まれよう。　結果、タンカー需給はVLCCを中心に緩やかながら1998年も改善傾向が続き、運賃も現在のWS50割れの水準からは徐々に上向いて行く。せんきょう　平成10年1月号�o東京湾等濁江海域における大型タンカーの航行安全対策の再徹底について　東京湾において1997年11月に連続して発生したVLCCの機関故障および船底接触事故に関し、運輸省海上交通局長および第三管区海上保安本部長から、大型タンカー事故再発防止対策について、その実施状況に遺漏がないか、また、その対策を再度点検し、周知徹底を図るよう要請があった。　当協会は、本誌1997年10月号（P．8参照）で既報のとおり、1997年7月に東京湾で発生した原油流出事故に関し、海運業界として直ちに実施する安全対策および今後検討する安全対策について取り纏め、逐次実行に移しているところであるが、東京湾において事故が連続して発生したことから、安全運航の確保を再徹底するため、「東京湾等酒淫海域における船舶の航行安全対策」（資料参照）を取り纏めた。　12月19日には会員各社に対して、上記安全対策の行動方針に則り、各社が運航する船舶に対し安全運航実施指針を基準として航行安全対策を速やかに遵守させ、その実行を検証することによって、安全対策の再徹底を図るよう周知した。　［資料］　　東京湾等輻車奏海域における船舶の航行安　　全対策　　　　　　　（1997年12月19日〉　行動方針　　東京湾等船舶の輻臥する海域における航行　安全対策については、既に会員各社が定めた　『安全管理制度』に基づき作成された各種マ　ニュアルに沿って実行されているところであ　るが、最近のVLCCによる一運の事故を教　訓とし、そのより具体的周知行動の実施とそ　の検証体制を確立する。　　特に、水先人乗船中といえども、「本船の　安全運航についての指揮権と責任は常に船長L塾璽墜り・脹以下、航海・機関当直要員の職責を再確認するとともに、水先人との情報の交換および水先人からの報告体制の強化等、同種事故再発の絶無を期することとする。　また、確実に種々航行安全対策が実行されていることを検証するため、海上保安庁、関係水先人会など関係者の指導・協力の下に安全対策キャンペーンを早急に実施し、以下の指針に基づく実施効果の検証・確認作業を併せて行うこととする。安全運航実施指針工．適切な要員配置と職務の確認　船舶の輔湊時、狭視界時など周囲の状況に応じ、適切な当直要員を配置するとともに、当直要員の基本的職務分掌を明確にし、各要員が本指針に基づく行動をしていることを確認する。・「安全管理制度」に規定されている各当直　要員の職務・職責を確認する。・特に視界制限状況下における追加当直要員　の配置を確認する。・水先人乗船中の船長の義務と責任に対する　認識を確認する。・水先人乗船中の当直航海士、およびその他　当直員の担当職務を確認する。・水先人の行動に対し疑念が生じた場合は、　船長は直ちにその意図を確認するとともに、　必要と判断される場合には船長の意志によ　り操船する。・当直航海士は、航海計器および航海設備の　定期点検を行うとともに、入湾前に特に車　要なジャイロ、操舵配置およびレーダー等　作勤状態の点検をする。2．安全な航海計画の策定と相互確認　船長は、入湾前の機関運転状況の点検・試運転実施計画、および湾内航行中の機関使用予定等を含む、具体的な航海計画を定め、入せんぎょう　平成IO年1月号（（．湾前に当直要員に周知徹底する。また、乗船した水先人に対してもこれを提示し、船長の意図・認識を明確に伝えるとともに、水先人の助言も考慮して、湾内航行計画を決定する。・入試に際しては、湾外の安全な海域におい　て、主機試運転を実施し、遠隔操縦装置そ　の他機関各部の運転状態が正常であること　を確認する。・航路上の障害物、浅瀬等からの安全な隔離　距離、避険線の設定および変針時の針路目　標等を考慮した航海計画を策定し、入湾前　の当直要員に対する周知徹底を確認する。・航海計画の航行ルートおよびその予定変針　点、速力調整等、特に重要な事項について　は、水先入が乗船時に船長が確認する。・本船の操船の特異性、その他操縦性能上の　特記事項を船長は水先人に伝える。・水先人が乗船後に決定した航行計画、水先　人またはVHF等から得られた情報および　以下の連絡・報告事項は、当直員全員が理　解できるよう必要な措置をとり、情報を共　有する。3．航行中の連絡・報告体制の確立　（1）船長、水先人からの命令　・水先人に対し、変針、二二、または速力　　の調整等、重要な操船行動をとる場合は、　　事前に船長に対してその意図を伝えるよ　　う要請する。　・船長、水先人からのオーダーは、都度ア　ンサーバックの上、再度確認し、確実な　相互の意志疎通とその実行を確認する。・当直航海士等が、水先人の行動に対し疑　念を持った場合には、直ちに船長に報告　する。�A　他船の動向・航路標識の監視と確認・視覚、聴覚およびレーダー等を利用した　適切な見張りの維持と他船の動静並びに　衝突等危険性の確認と報告をする。・航行予定針路付近にある灯浮標等の航路　標識航過時の適切な報告をする。（3＞船位および危険水域等からの離隔距離せんきょう平成10年1月号　の確認・自船の船位確認と計画針路からのずれ、　危険水域等からの離隔予想距離、および　変針点までの距離の報告をする。（4）機関回転数および船鉾の監視　・船長は、機関回転数の調整など速力調整　の動作をとる場合、前広に機関長に対し　連絡する。　・機関長は、機関及び補機等の運転状況に　異常が見られた場合には、直ちに船長に　報告し、必要に応じ緊急対応措置をとる。�D　進路警戒船への指示　・進路上の他船への避溢協力依頼および航　路障害物等の存在の報告など、進路警戒　船に対する指示を水先人が行う場合は、　必ずその意図を船長に報告させ確認し、　必要に応じ船長が直接指示を出す。また、　進路警戒船の解除時機は船長が判断する。�求@東京湾海上交通センター等、各輻気海　域における海上交通センターとの運絡体　制の確立　・東京湾等値較海域を航行するに当たって　　は、常時国際VHF　16CHの占守を行　　い、東京湾海上交通センター等、各輻較　海域における海上交通センターとの連絡　体制を確立する。4　緊急対応体制（1．）機側運転体制の確立　・主機遠隔操縦が不可能となった場合に直　　ちに機側運転に移行できる体制を確立す　　る。（2）緊急二目網の確立　・緊急連絡網を整え、二次災害防止のため　　の早期タグボート手配など、即応体制を　　確立する。（3）海上保安庁関係機関との連絡体制の確　　立　・機関故障等発生した場合は、速やかに東　　京湾海上交通センター等、各輻較海域に　　おける海上交通センターなど海上保安庁　　関係機関に速報し、運絡体制を確立する。雷羽r≦途コ躍．1：丁衛♂ll司1998年度わが国貿易の見通し（社）日本貿易会　　調　査　部　長佐藤達郎1．はじめに　日本貿易会は、昨年12月2日に「1998年度わが国貿易収支、経常収支の見通し」を発表した。日本貿易会は昨年5月に設立50周年を迎えた貿易商社の業界団体で、本見通しも会員商社の協同作業のもとに作成された。大手総合商社9社（伊藤忠商事、兼松、住友商事、トーメン、ニチメン、日商岩井、丸紅、三井物産、三菱商事）が作成した原案をこの9社を含む大手19商社で構成する貿易動向分科会で審議検討して作成する。貿易動向分科会を構成する9社以外の10社は、食料、化掌品、繊維、鉄鋼、電気、自動車などの専門商社で、その商品に関する専門家の立場から9社原案の審議検討に参加している。こうして貿易動向分科会で承認されたものが日本貿易会見通しとして正式に新聞発表されるのである。本稿はその抄録である。　銀行、シンクタンクなどが発表する貿易見通しの多くが、GDP、外需寄与率、国際収支レベルからアクセスする手法をとっているのに対して、本見通しはそれぞれの商社が、担当する個別商品ごとに営業部門の協力を得て行う国際市場、国内需要業界の動向等の分析を基礎とした商品積み上げ方式というミクロのアクセス手法をとっている。このことが実際に貿易取引を担当する商社の業界団体が作成する本見通しの特徴といえよう。2．1998年度の通関収支尻は11兆し290億円、　経常収支は12兆2，400憶円　1998年度から本会は従来どおりの通関ベースの貿易見通しに加えて、国際収支（IMF）ベースで計算した貿易・サービス収支、所得収支、経常移転収支、経常収支も併せて発表することにした。しかし、本会見通しの根幹はあくまで商品積み上げ方式による通関ベースの貿易見通しにあるので、本稿はそれについて述べることとする。　1998年度のわが国の通関ベースで見た貿易は、輸出が52兆8，750億円（前年度比3．7％増）、輸入が4玉兆7，46G億円（前年度比2．O％増）で、この結果、輸出から輸入を差し引いた通関収支尻は11兆1，290億円となろう。1997年度の通関収支尻の実績は10兆685億円（前年度比56．9％増）と大幅増が見込まれるので、1993年度以降4年度連続して縮小してきたわが国の通関収支尻は昨年度に引き続き2年連続の拡大となろう。　この結果、1998年度の経常収支も12兆2，400囮せんきょう　平成／0年1月号）．億円（前年度比9．7％増）と2年連続の増加となり、対名目GDP比は2，3％に達して、通常、貿易摩擦激化のクリティカル・ポイントと言われている2．0％のラインを昨年度に引き続き超えることとなろう。3　前提条件（D　主要輸出市場の景気動向と世界貿易　　米国経済は個人消費、民間設備投資、民　　間住宅投資等を中心に堅調な伸びを示して　　おり、引き続き好調な拡大を続けるものと　　思われる。　　　EU経済は順調な景気拡大を継続中のイ　　ギリスに加えて、ドイツ、フランスも景気　　拡大局面を迎えよう。　　　アジアNIESのうち韓国経済は、輸出は　　回復局面に入るものの、金融市場の混迷に　　より景気回復は遅延を余儀なくされると思　　われるが、台湾、香港、シンガポール経済　　は堅調な発展を遂げよう。　　　ASEAN諸国経済は、通貨危機の影響を　　強く受けたタイでは景気が大きく停滞する　　ほか、．インドネシア、マレーシア、フィリ　　ピン等α）域内経済も総じて景気は鈍化する　　ものと思われる。　　　中国経済は、生産が堅調に推移し、物価　　．ヒ昇が落ち着き、貿易収支も大幅に改善さ　　れて、引き続き高い成長を維持するものと　　思われる。　�A　日本経済の見通し　　　1997年度の日本経済は、消費税引き．．しげ、　　特別減税廃止なビ財政デフレの影響で個人せんきょう　平成10年／月号消費が予想以上に低一．ドした。政府が11月18　日に発表した景気対策は規制緩和を中心と　したもので、即効的なものが少なく、雇用、所得環境の改善が見込めないため早急な景気回復が望めない。　　1998年度も民間最終消費、民問住宅投資　の大幅な改善が望めないが、民間設備投資　は情報関連、環境関連投資を中心に堅調な　伸びを示そう。また、財政構造改革法の施　行により公共事業は7％削減される見通し　である。　　外需は、輸出はアジアの通貨危機の影響　が懸念されるものの、米国、EU、中国向け　が好調で緩やかながら伸びる一方、輸入が　国内景気低迷の長期化による内需不振で小　1隔な伸びにとどまるため、引き続きGDP　に対しプラスの寄与となろう。以上により、　1998年度の実質GDP成長率は、前年度比　L3％増と1997年度実績見込み（D．7％）に　比べて若干好転したものにとどまるものと　思われる。〔3）円の対ドル為替レート　　1998年度の円の対ドル為替レートは、わ　が国経済の緩やかな回復、わが国の経常収　支黒字の拡大、日米長期金利差の縮小等の　円高要因があるものの、一方、日米経済の　ファンダメンタルズに依然として大きな差　がある上に、外為法改正により資本の流出　の動き等円安要因もあるため、1998年度は　ユ997年度（120円）比し7％高の／18円とほぼ　横ばいになると想定した。（4）原油価格腐…．囮　OPEC諸国の増産とアジアの需要の仲び悩みから需給のタイト感は薄れるが、米国経済の好調に加え、中東の政情不安定もあり、1998年度の原油の国際市況は、1997年度と同水準の19．5ドル／バーレルで推移するものと予想される。4．輸　出　／998年度の輸出を品目別にみると、輸出総額の75％を占める機械機器が自動車、事務用機器、半導体等電子部品等の不振で前年度比4，2％増にとどまるほか、化学品、金属および同製品等もアジア経済失速による需要不振で前年度比マイナスになるものもあって、輸出総額では前年度3，7％増と小幅な伸びにとどまる。　自動車はEU向けが2000年以降の現地生産拡大に備えての市場対策で伸びが期待できるものの、米国におけるRV車生産ラインの立ち上がりとアジアの需要不振で大きく減少するため前年度比0．5％増と微増にとどまろう。　船舶は1995年度下期の円安時の大量受注時の受け渡しが継続中で堅調な伸びを示そう。　精密機器はデジタル機、カラー機等の高付加価値型複写機需要が好調なのに加え、Gショック時計が機能性とファッション性で世界的に需要好調を維持して、前年度比23．7％と大幅増が見込まれる。しかし、1998年度は、機械機器全体としては前年度比4．2％増と小幅な伸びにとどまり、自動車を中心に前年度比10．9％増と大きく伸びた1997年度と比べて、大きく様相が変化する。　化学製品は米国向け医薬品は増加するものの、有機化合物、プラスチック等がアジアの需要不振で数量減となる一方、価格も底値横ばいと見込まれるため、前年度比2．3％の減少となろう。　鉄鋼はアジアの需要不振による数量滅で、前年度比5．8％の減少となろう。　1998年度の輸出は為替が若干ではあるが円高傾向に転ずると見込んだため、数量ベースでみると、1997年度に比べて増勢．が鈍化しよう（7．5％→3．0％）。価格ベースで見ても高付加価値化による価格上昇要因はあるものの、1997年度に見られたような円安による円表示価格の膨らみが剥落するため小1隔な伸びにとどまろう（3．3％→0．7％）。この結果、金額ベースで見た輸出は前年度比3．7％増にとどまるものと思われる。5．輸　入　1998年度の輸入を品目別に見ると、国内景気の回復の遅れと国際商品市況の低迷を背景に原油・広田等の鉱物性燃料および羊毛、綿花、鉄鉱石等の原料品は1997年度比マイナスとなろう。また、輸入総額の約6割を占める製品類は、事務用機器、航空機、その他機械機器等を中心に伸びるものがある一方で、自動車、繊維製品等減少するものもあり、全体としては低い伸びにとビまろう。　1998年度の輸入を数量ベースで見ると、国内景気の回復力が弱いため、1997年度に引き続き伸び悩むものとなろう（2，0％→2．5％）。一方、価格ベースでは原汕、穀物類、非鉄金属等の国際商品市況が1997年度比横ばいで推移するほか、1997年度に見られた円安に伴う価格上昇要因が剥落するため、1997年度比マイナスとなるものせんきょう　平成10年1月号と思われる（1．3％→マイナスD．5％）。この結果、金額ベースで見た輸入は、前年度比2．0％と小幅な伸びにとどまるものと思われる。19肥年度わが国貿易収支の見通し1．輸　　出（単位　億円、％　前年度比増減率）品名総額　1997年度（実績見込み）510，0701　王0．8％食　　半斗　　品　　　　　　　　　　　　3，043　　33．7％擁蔽編蘂島．．．．．．u1可暮δ6”鵬化学製品非金属鉱物製品34，423ト1金属および同製品6，314…　　旨6．3％4．o％30，9〔，3；　　8．2％（鉄　　　　自求）　　　　　　　　　　　19，189機械機器　　　　378，302　10．9％（一般機械）1122，652　事務用機器［．．．．’國　　．．『’．（電気機器）　ig98年度（見　通　し）528，7503．7％i概況3，42010，927　　　6．0％33，62912．・％…畏鱗蝶雛鷺羨b噸露寒謄続を背△2．3％．．．．．s』’．P6，4651　　2．4％29，738．△3，8％1997年度の傾向の継続に加え、円安への歯止めで低調。有機化合物、プラスチック＝アジア景気回復の期待薄で減少継続。価格は底値で横ばい。無機化合物：数量維持なるも、価格は底値で横ばい。医薬品；米国向け拡大。13．9％　　18，085　△5、8％7．7％　　　1　．．．．丁．「39，641i　16．4％　　　1120，869　　　　　　’．．．．．．．1．．閲’通　f言　機　　　　　　　　8，326半導体等霞子部品（輸送用機器）自　動　寧9．8％18．8％40，137i　　5．3％’備97奄P2・8％72，780自勤車の部分品船…パ精密機器）舶　　　．．．．．｛・・科学光学機器18，0231．1．04524、2％そ　の　他△2．7％　8．3％　　　1．27，183124．6％24，8221　46，77625．3％15．5％394，191127，804ガラスおよび同製品、セメント：アジア経済失速で需要回復への期待薄と、アジア諸国の新設備稼働による供給増で微増。鉄鋼＝鋼管は欧州、豪州、米国、中近東向け数量増なるも、鋼材不振。銅地金：台湾は需要滅なるも巾国向け増加で、全体では増加。銅製品：市況軟化するも東南アジアの半導体L．蝿テ音曝笠9現弛生産剛埋遡・！獄罐饗弾撒による数量灘マイ4．2％ト4．2％42，7491　　7．8％126β038，874現地生産拠点向け増加するも、円安進展に歯止めがかかり、伸び率鈍化。事務用機器：伸び率鈍化。原動機・金属加工機：通貨危機による大型プラント受注減の影響で微増。数量は円安進展に歯止めがかかり、現地生産本格化で伸び率鈍化。価格は欧州との競争激化で値下げ圧力大なるも、金額ベースで伸び率プラス。4．9％16．6％40，2041　　0．2％、。、，，，。［。、．，兎73，U4映像機器、音響機器1デジタル製品好調なるも従来型製品減少で、伸び率鈍化。音響・映像機器の部品、電気計測機器、電池＝堅調。重電、通信機二東南アジア景気停滞で低迷。ネットワーク機器、無線通信は欧米との競合厳しく、伸び率大幅減。PHS等の通信端末は国際競争力あり、世界的市場拡大で好調。東南アジア向けば、需要先の欧米景気好調なるも、現地需要は通貨危機の影響で停滞し、微増。自動車の現地生産増加、自動車部分品の現地生産進展に加え、アジアの需要不振で伸び率マイナス。　　　欧米の現地生産増、アジア需饗不振の減少要O．5％i因あるも、中近東、その他地域の増加で前年　　　度並み。17，571　△2．5％ll．763：　　6．5％33．615…1　23．7％30，9735〔1，37924．8％アジアでの自動車販売不振に加え、部品の現地生産進展で伸び率マイナス。タンカー、貨物船：1995年度下期の円安下における大量発注の引き渡しの増勢継続。科学光学機器：複写機はデジタル機が北米、アジア向け堅調。時計＝Gショック人気継続で好調維持。複写機：北米、アジア向けデジタル機、カラー機需要の増加継続。写真機＝現地生産、現地調達率上昇するも、デジタルカメラは増加。・・7％1聡難鵬織�cか菰榔で現陣せんきょう　平成m年1月号岡2　輸入（屯位　億円、％　剛年度比増鼠草）概況（寛1介畑）（そ　の他）「デ　オート　冒同19　108（羊し、￥1イL）14％　　199ご1肉如は引き了ノ］き伸ひ率マイブベとなる力　他の「石目ては玉兄詞1曽となり）。牛「勾　Iqgl年の自由化後、4．一歳ーナプノイ気1床か続いたカ＼　実r見Aいの1弾入になり、微増に止．まる　豚肉　数L横はい、金額へ一スて減少。鶏肉　外食戸r業の　輿とト朋の御費回復て増椥Up　　　1エヒ　数マ横はい。恭「1、木岡アノア「弓削・3％書震穣琢瀧盈釦霜融加ど吟ン轡川島　　　　な回復で堅」『。29　工24d　b％　　29　ト710　0％　　34　78126％3」7〜803％1　259（鉄鉱石、非鉄くセ属鉱）「　8414」（そのイ三原村）鉱物『牛馴一1（自灰）（炉油お」ひ租泊）25　075〈，3％　　l1975　‘％　　8U9△1　4／6　　2っ　465△54％△35／ノJ・泣L　数　杜はいり価格は安スヒ｝乱国。　1ツモロコノ　国内シκ小爪て数「微雨。果実およひ野菜　出掛、冷休野菜とも堅調。　ユメ　ミニマム／ク七ヌ分のみ妻加。（佃由製品）　　　　170　128　　△1　6ヲ6　　6『　b20木材よ金額へ一スて献上汽人ヨはr巨況、口内フか　　ともイ黄はいD各砲鍛金袷て勧、伊緬　訪外壁数仕よも≧にヰもへ台9る額皿化声金銑昇、逼塞ドり整煙りなのもよとれとに鼠　　型板も．汁て芋茎船台によるま小，［攻専　　　　　　価格は豪　　　　　数7は紡2監〔金額へ一スて「謬調鉄結石　φ改渦面謁離郷属釦’　f回ド当国内袖餌、能力増弓免て数r蹟曽力引するも価乙名は「τ疎し、全額は微ぜ。；ノケル　鉛は価格1三二か持抗。瞭鉛は数⊥は鮮加つるも価格丁洛て金額滅少。　　　　国色rb場二尊の期待漕て、全額へ一ス横はいD　　　　本材　新規fT毛有「数の回復期界揃。価格は16日米「q、カプダで鳳仙。引き⊥け期行で毛ケにしり、　　　　薄額へ一スで微均。人請　収穫さ、見込まれる　　　1　　　　も口附拓姜堅澗なため、大さな変化なし。A22％7　呂971　　モ　9レ6　　　7　、40　　△4　5％58　82717　87b（IPG　LNG）品（化寸一畏］口）き　（繊雑製品）1，528△2　0％　　う7　981〈11D％　73934　3／｛；　1、セ）06△24％△6　1％18％｝序で由は三三かi1」白に｛トい渚　トト落し、引目由製晶もド要低迷し、Hrj年度比マイナス。（杣川属目物川目）　　サるし増よも去こ≧rデし剰はて過再転給血伊炭所料」単発。規少覇滅が洗顔般金一てり洛鼠τ微格は聴く乙46　65329　55657シ6254893⊥2　3％　　29　929・7・5・P△・6％・b・4・数【ぐは、国内只気の緩やかな謄写で増加つるも　元ノこ各社は競争激化て牛産絞り込み、微増。価格は、OPEC尋の増圧もあり　給のタイi啓は泌札ているか、米「司経済堅」ヨとしP近川の政［I」不安てHI】年度と同水準。（金属お気ひ1．1異畝）内「「横はい、諭入暗への’要低迷て数」L横はい。IPG　数【rは国ド1了ジ気の緩やかな回仮て爪庭用7’要竪調に仁り微増　価格は高止まり。LNG　数t［は覇1カス田のイH袷能ノフ増か継続し安定的に増加。価格は日u手帖ゴみ。33％匙三品愉入云と率　611％．聯ト細に尉況臆鮒漕641�_i△20％　　　」数景は国手』ド要小振て低迷、価格も7ノノ以弗0己回復は丁期に撃ち越される見込み。6312△工6％（機櫨機昔爵）　　　　119　8511　　　3　【）ゾ　　19　343Il118459レ務ll三機〜、1号体＾亭L∫「「弥1　　目　」カ　　｝［勘し　全　機2333015　95590％IZっ560〈z6％60％板カフス　国内建設弄亙不振の長期化て、卦力Ll雲速u　ダイセ　「τ1内∫｛象、不振て」此剛結晋ノ』ワεのイ也機†底機〜b17も％　号〔10QOB2％　16　うB鉄鋼　内�`の回復期特託て国内r給雲門続き拙少継統。鉗　回弊！袷緩和で市況1久化し直黒。アルミ　欧米二皮二二なるも日本、〆ノアの’紫不振て国際南況横はい⇔±流∠と機、　1｝務用機Aは人幅塊五　そのf也機看底機響は堅JLI上曽、半導体はf申ひ窒t化。　自動中は引き続き伸ひ亭でイナス。　　　1↑業のiFエγ艮関連機’Yの碧泌∫1導入は一巡ジるも、Lb　4％丹辺機振への新規7宏、二二二日ノコ／　歩　　　　て伸ひノ⊥井。　　　　WINDOW、98の投入に」るコノしユータの3剰競鷲漏鞠fレー1忽こよ融格甥9〔〕40〈211％　81011△104％4　∠7【）し63　864（その他　全嘩今む）44　52030　0ヲ6　　4　90〔，　　14　8％10　ど％　　〔，6216△0　2レ6　　　L7　207」7％国内只気回復の朋仙転戦∫イ丁の二・一士7ル投入算て回心遅れる。60后大型機　凱等各社の機材史〃1てHll年へ一スの機数となる見込み。中小型機ヘリエプタ　一、」［〜【匁王　1占調ワ　AV機あ、　F．日曝駅L　低価格品をLPLにE月月なるも一寸て仙崩れし伸ひ率鈍化。逓でロ機1あ汀し話のま占地局田田一巡、加入者暖炉一月艮て減少紐杭。科∫尤イ機器はノートハノ」ノ1用液晶ラハイスげ要読人てP丹調」　奇イ本ζyは伸ひ率増1児　永炉　　�er瓜皇1と「『自」『　く、叩洲に打1移『る貼通しD1今板rなは大111屋　な増加1は見込めないうユ、［可復見込みぜんきょう　平成1｛〕年／月’ノ〔海運ニュース1．ばら積み貨物船の安全対策について　一IMO　SOLAS条約締約国会議の模様一2，アジア船主フォーラム（A＄F）航行安全委員会　第4回中間会合の模様について3，1997年央の日本籍商船の現状　一「日本商船船腹統計q991）」よつ一1．ばら積み貨物船の安全対策について　　　一lMO　SOLAS条約締約国会議の模様一　ばら積み貨物船（バルクキャリア）の安全対策については、1995年5月のIMO第65回海上安全委員会（MSC）以来検討が続けられ、本年5月に開催された第68回MSCにおいて現存および新造のバルクキャリアに対する一連の安全対策が国際海上人命安全（SOLAS）条約の新しい第日章として取りまとめられた（本誌1997年7月号P．3D海運ニュース1参照）。　これを受けてSOLAS条約締約国会議が1997年1！月24日より開催され、27日にSOLAS条約第皿章の採択が行われた。基本的には、第68回MSCで合意されたものとほぼ同様の内容であるが、一部について概略次のとおり改正されている。〔1）新造バルクキャリアに対する損傷時復原性　要件およびバルクヘッド、二重底の強度要件　については、当初単船側構造のみならず、二　重船側構造のものまで適用することとされて　いたが、日本提案が支持され単船側構造のも　のに限定することが合意された。（第4、5、　6条関係）（2）現存バルクキャリアに対する上記要件につ　いては、当初案どおり単船側構造に限定され　た。また、その段階的適用時期については、　より公正さを期すため次のとおりとされた。　　（第3条関係）　�@／999年7月1日時点における船齢が20年　　以上のものは、1999年7月1日以降の最初　　の中間検査（一中検）または定期検査のい　　ずれか早い時期まで。　�A／999年7月工日時点における船齢が15年　　以上20年未満のものは、1999年7月1日以　　降最初の定期検査まで。ただし、20D2年7　　月1日を超えない。　�Big99年7月1日時点における船齢が15年目　未満のものは、船齢15年に達した後の最初　　の定期検査まで。ただし、船齢葺年を超え　　ない。せんきょう　平成10年1月号（3）　適用船の長さについては、Leros　Strength　号など本年発生した事故の経験を踏まえ、ノ　ルウェーより適用船の長さを150mから145m　に変更するよう提案がなされたが、150mの　ままとされた。ただし、今後150m以下のバ　ルクキャリアについてもMSCで検討するこ　とが決議された。なお、SOLAS条約第日章は、1999年7月1日以降建造されるバルクキャリアから適用されるが、一方、日本海事協会（NK）を含む国際船級協会連合（IACS）メンバーの船級船については1998年7月1日以降の契約船から適用されることとなる。また、現存バルクキャリアに対する構造要件等の段階的適用時期については、SOLAS条約とIACSの統一規則で若干の違いがあるため、IACSではSOLAS条約の規定に抵触しないよう現在改正が検討されている。　　　一．2．アジア船主フォーラム（ASF）航行安全委員会　　第4回中間会合の模様について　アジア船主フォーラム（ASF）の5S委員会（Stabilization　of　Trade，　Seamen，　ShipScrapping，　Safe　Navlgation，　Shlp　Insurance）の一つとして設置されている航行安全委員会第4回中間会合が、わが国をはじめ、香港、韓国、台湾、およびシンガポールなどアセアン諸国7力国の船主協会の参加により、タイ国バンコクの北東約260klnの内陸部に位置するナコンラチャシマにおいて1997年12月1日に開催された。　本委員会では、同年11月24日から28日の間に開催されたIMO海上人命安全（SOLAS）条約締約国会議（P．19海運ニュース1参照）で新たに採択されたバルクキャリアの安全に関するSOLAS条約第丹田、および1998年の7月1日から旅客船、タンカー、およびバルカー等に強制化される国際安全管理（ISM）コードの実施などについて、審議を行った。主な審議結果は次のとおりである。1．バルクキャリアの安全問題　本委員会は、引き続き多く発生しているバルクキャリアの沈没海難事故を防ぐ目的からIMOで採択された検査強化プログラムが、統一された基準で各船級協会により厳正に実施されることを支持するが、バルクキャリアの安全に関する規定のうちで、チェックリストによる船舶およびターミナル間での安全確認の実施、積荷または揚荷方法に関する関係官庁など関係機関への報告義務、およびターミナルが貨物比重を船舶に報告する義務について、関係するターミナル等と十分に協議がなされないうちに採択されたことに懸念を表明した，せんきょう　平成10年1月号　また、本件に関するIMOでの検討が、国際船級協会（工ACS）など一部の関係機関のみで検討され合意に至ったことから、今後、ASFメンバーは、IMOへのさまざまな提案と並行して各船級協会で開催される委員会等決定機関に対し、積極的に参加、働きかけを行うべきことを表明した。2．国際安全管理（ISM）コード　本委員会は、船舶、乗組員の安全、および環境保護に寄与するISMコードの強制化（旅客船、タンカー、バルカ一等船舶に対しては1998年7月1日から、およびその他一般貨物船堀の船舶に対しては2002年7月1日から〉について支持を表明し、ASFメンバーおよび全船主に対し、施行日までにISMコードに則り船舶管理システムを早急に構築すること、また、その船舶管理システムを審査する義務のあるすべての旗国の関係機関に対し、世界的に統一された審査基準を早急に構築するよう強く要請することとした。3．ポートステートコントロール（PSC）　本委員会は、サブスタンダード船の排除と航行の安全を確保することを目的としたポートステートコントロール（PSC）の概念を引き続き支持することに合意した。　サブスタンダード船を排除するためには、さらなる旗国間の協調が強く求められることから、世界中で明確かつ統一された基準によりPSCせんきょう　平成10年1月号を行うこと、また、サプスタンダード船に対し集中的に実施するターゲッティングシステムを採用した船舶検査の実施を従来と同様に要請することとした。　また、PSCの実施によるサブスタンダード船舶の情報がPSC関係機関との間で電子通信システム等を利用してスピーディーに交換されることにより、不要な再三の検査を防止することができる。また、PSC検査官は、適切な訓練またはあらゆる船舶の検査経験がある一定の資格を有する者でなくてはならないとの意向も表明された。4．水先案内　本委員会は、すでにIMOで採択されている、水先人の資質と基準の統一に関する国内規則の制定を薦めるガイドラインに則り、まだ制定していないすべての国の政府が早急に国内規則を制定するよう強く要請することとした。また、国際独立タンカー船主協会（INTERTANKO）がIMOに対し提案した水先人の訓練と資格の基準に関する規定の作成、および水先人からの水先ルート等を含む水先計画の事前提出（Pre−Planning）を支持することとした。　さらに本委員会は、すべての水先人は水先を行う船舶のブリッジで船長をはじめ乗組員と一体となったチームを形成し安全な水先業務が行えるような、Bridge　Team／Bridge　ResourceManagement（BRM）訓練を実施しなければならないとの見解を示した。5．海賊および船舶からの窃盗　本委員会は、海賊と船舶からの窃盗がアフリカ、インド、ラテンアメリカおよび東南アジア等世界のさまざまな海域で引き続き発生していること、また、その何件かが非常に暴力的で危険な事件であったことを指摘し、自国の領海内で発生した海賊および港内で発生した窃盗に対し何ら適切な対応策を講じない政府に対し強く遺憾の意を表明する一方で、フィリピン政府とマレーシア政府が合同で、Sulu　Seaにおける海賊の撲滅のために努力していることを評価し、すべての政府に対し、自国の領海内および周辺海域での海賊行為の防止のため、対策を早急に取ることを強く要請することとした。　なお、船主は、海賊事件に関する情報を最寄りの沿岸国関係官庁等に対し報告することが強く求められていることを確認した。6，二重船殻タンカー　本委員会は、1997年9月15日から19日まで開催されたIMO第40回海洋環境保護委員会（MEPC）でわが国政府が提出したシングルハルタンカーか．辜_ブルハルタンカーへの代替建造を促進する提案については、全会一致で支持しないことを合意するとともに、73／78MAR−POL条約附属書1、13G規則に定める、シングルハルタンカーに対する段階的適用規定で十分であり、現規則を維持すべきことも合意した。7．航路指定および船舶通報制度　本委員会は、船舶の航行安全に寄与する施策としてマラッカ・シンガポール海峡に／998年！1月から設定される予定の強制船舶通報制度提案を強く支持し、本船舶通報制度を確立し支えるため、当該海域を通狭するすべての船主および船長に対し当該通報制度に参加することを要請することとした。　また、本委員会は、船舶の安全航行を促進す．．るために、2つの狭い海峡（マ・シ海峡）における航行援助施設の適正な維持管理とさらなる充実を沿岸国に対し要請するとともに航行管制オペレーター（VTS　operators）の高度な技術基準を満たす訓練の実施を要求することとした。8．密航者　本委員会は、本件の問題解決に関するIMOの努力を認識する一方で、すべての国の政府が、密航者が実在するという長年の問題とその背景等さまざまな困難な問題を認識し�_港湾安全対策を促進するとともに、密航者問題の早期解決を促進するためにIMOで採択された“密航者問題を適切に解決するための責任の配分に関するガイドライン”を早急に採用し、船舶運航者が十分納得しうる、統一された実効性のある明白な規則を採用することを強く要請することとした。せんきょう　平成10年1月号（9，その他　本委員会は、船舶の航行安全に関する規則の変更、その他航行制限情報など、すべての船主が容易にアクセスできるインターネットによる情報サービスの実施（ホームページの開設）をすべての国の政府に要請することとした。3．1997年央の日本籍商船の現状一「日本商船船腹統計（1997）」より一　当協会では、毎年7月1日現在における日本国籍を有する100総トン以上の鋼船（漁船、脱船を除く）の船腹量を取りまとめ、「日本商船船腹統計」として発表している。今般、その1997年版を発行したので、概要を紹介する。1　1997年央の日本籍商船〔D　総船腹量　　　1997年7月1日現在の日本籍商船の船腹　量は、全体で6，756隻、L758万総トン、2，616【表1】　日本籍商船の船種別構成（対前年比較）　万重量トン、平均船齢10，4年で、前年に対　して68隻、26万総トン、93万重量トンの減　少となった（表1参照）。　　日本籍商船の近年の船腹量の推移は表2　および同付図のとおりで、1980年以降漸減　している。�A　船種別構成　　口本籍商船の船種別構成は表1および同　付図のとおりで、油送船は1，048隻、1，020　万重量トン（シェア39．0％）、オア。バル船　種　別1996年央1997年央増滅画面　フルコンテナ船乾一般貨物給・脳息綱1物沐材専用船…船その他専用船　　小　　　　　計油／乾貨物兼用船τ雪面鰍τ讐　43　置，1302，148　　1，107　4・．1　81　　73S　　　　　：　65　　4，260　／　　　3995b8983，332　8，2601：翻：1，，1齪ll　1335107、951　471．675千重量ト　ン1腱1［、舶舩船　品ス送薬ガ　学化　　　1　　192計129’3・978c／0’4　2481　18、3　　　5，8〔｝511｛｝，426　240i　　　5201，648　　エ，2999．4　Ll）4811：1畷5，695　2372・〔〕89…繍隻数1．D252，526．7β371，712B、226客船iその他特殊船合計1・S34，　7・692654i1，56412，244592127420989910　40　91△　2　6ム57’。・塩|：115SI　m．8ユ，OO3．@2006、824　17，8459．6i13．126　15．427，瞬11．21・148・・21奄P2，・・3　　　　　　598653　　　1、5771、014　　　2016・756117，5823026，／579．1千　総ト　ン△　99　’1童，墓ム盟‘」4791E?@129　ム　ho　ム　　33　　441ム　2D12．2　　　114．4．ユ。、41132913ワHム　68、ム　253千重量ト　ン増減比1胃繍、，ii血248均齢平船　〔ム8．8）　（ム0．4）　（△o．7）　（心3．3）　（ム7．の（ム100．ωi　（2．2）（ム　5．4）（ム100、O）30934690100050　・凸ム・菖ム�_晶．二90δコム222　（ム　　2・1）iム0・4　　　　0．3）ム0．6　ム2…（ム283　（　　21．8＞　ム0，95961ム　931（0．5）（1．ω（15．1｝△o．5`o．9坐〔ム　3．4）△0，8せんきょう　平成／0年1月号表1付図（1997年7月1日現在）　　　その他特殊船201一　　　　　　　合計　17．582千総トン　　　　　　　　　　　　　　　　〔単位干警谷トン〕ご1ご嘉ll∴　　。＿八ル舛。」〉．〜．一一一．．．一／　　　　　　691　クキャリアが61隻、734万重量1・ン（同28．〔〕　％）、一般貨物船が2，100隻、253万重量ト　ン（同9．7％）等となっている。（3）船型別構成　　船型別構成は表3のとおりである。隻数　で500総トン未満の船舶が74，4％を占め、　重量トンベースでは5万総トン以上の船舶　が60、9％を占めている。また、平均船型は　2，602総トンである。（4）船齢別構成　　船齢魍構成は表4のとおりである。重量　トンベースで船齢5年未満船舶は27．1％　　（前年は28．9％）、5年以上10年未満船舶　は3L3％（同36．7％）とそれぞれ比重が減　少しているが、10年以上20年未満船舶は　36．9％（同30．0％）、20年以上船舶は4，7％　　q司4．6％）　と比重が増加している。　　なお、平均船齢は10．4年で、前年より0．8　年減少した。2．日本籍船の増加と減少　近年の日本籍船の増加と減少の状況は表5および同付図のとおりである。　過去／年間の増減状況をみると、増加船腹は31S隻（うち国内新造船267隻）、／10万総トン、125万重量トンで、減少船舶は386隻（うち海外売船274隻）、135万総トン、2工9万重量トン、差し引き68隻の減少となっている。3．日本籍船の内航・外航等の区分による船腹　量　前記の日本籍商船を内航海運業法第3条による許可ならびに届け出の対象となる船舶（以下「一熏q船」とする）と「その他の船舶（外航等）」に区分し、後者をさらに「2，000総トン以上の外航商船（旅客船、フェリー、その他特殊船を除く）」と「その他」に区分すると表6のとおりとなる。また、この区分方法で近年の日本籍船の船腹量の推移を見ると図1のとおりとなる。　α〉「内航船」　　　1997年央の「内航船」は、4，906隻、332　　万総トン、644万重量トン、平均船齢9．1年　　で対前年比較では総トンベースで0．6％の　　微減となっている。また、その船種別構成　　は重量トンベースで一般貨物船が35．5％、　　油送船が26．3％のシェアを占めている。な　　お、図1によれば、内航船の船腹量は近年　　はほぼ横ばいで推移してきていることが示　　されている。せんきょう　平成10年1月．号告El　I由OI狛渉．　⊆甲畢nデ再w　　　　　　。髪一一弓＝．｝艶略纂騨昼時貯剛峯11興／鱒　�G　　　　　　　　ロ4つ〜二三り6丁　「擢辮董i鳴冊引率E］」号圏宗料刎將＝・ヒ⊆乙61、儲羅早騨亟〔‡μ卑灯海0乙61　�@〔珊）OD口．D炉　　　　DDO．ge　　　　oOO．0ε　　　　OOD．9凹く「融士ODO．o己GOOL9しOOD．D」OOD．9o［L＝：i＝＝二一■■■一■■■■■凶　　　　　　　　　　　　　　　　　．．．i　　一．．…　．．．．　．．　　　　．一　∠ら6L　＝．．．工＝＝＝二＝＝＝＝］■■■■■■■■■■L．．．！　　　　　．．．一．　956」　　　　　　．＝＝＝■圏■■■■■■■圏■■■■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝＝］■■一ε55」一一〔＝．＝＝コ■■■■■■■■■■■■LL66」68δ」∠85」986」「．．叫〔0をL．．．．：一［（く5鴨辱慨1駐■＝■一。96」一　　　　　E■■095」…　　　　　　国　　　…□＝■■■■■1」ッ6」…　　　　　　　　己　　　　　：　　　　　　　　i　　　　　　　　　　　　I　　　［」■■國9ε5」…　　　　　　　　　　訂　：086LI　　　：o∠6」i　　　旨　　　i　　　I　　　i　　　L．（圏．1斗z峯⊆『1▽巳9乙　▽89▽乙89’乙199∠」98’o8乙乙’L∠99」1ε’セ1εo巨8垣冒」τ乙’乙▽z8ガ乙⊆乙乙9ε　　　　ヨ乙661…　　　　i乙』9▽⊆81’1▽9Zi▽9［・8’∠tセ器L98』o▽i・9∠」1乙99‘11’c▽　一乙69冠i・ε8’［ε’謬▽6臼εレ9εεピε966［…rε1▽甑8’乙▽9に▽0ε〔ジ61096‘9ε『1▽6昆」τε乙9‘1乙16▽FOゴs068’1ガ乙1▽乙r・／L6解9Eε9661乙’出▽∠oガ1▽s⊆τ▽888’罵⊆9r⊥8』Loo8’｛11ガτ乙』⊆▽8∠ポs／96唱i⊥『6▽o巨‘IIε0⊆」ε｝6619’o▽τ垣　　▽88▽969℃εε乙εト⊥1詫’呂69乙’τεa乙‘τε’9乙lg」6686’16〔，9」ε1．［19℃ε661｛−奮▽qOG’王▽乙⊆モ▽9£ム’乞乙H章‘乙乙�h焔ム’L8玉ガτB』己▽9⊆6巨8観6’16’⊆▽e望9」犠6塁℃乙66玉S−1▽メfP・▽一　g仲　　▽奄潔Pτ』正▽00｛▽U01▽1以’死X81’9乙899」∠W99’∠09ﾃ’9⊥⊆9’tﾃ99’190乙LτO69」τo』ε▽w乙▽乙1乙」6ｳ09’6696」【ｳ66唱1811▽潤w匹▽z乙9‘εI　　F［乙i垣Σ：68LεX86」91661O661乙』5▽1乙ε8駈乙▽乙91▽⊥9ε』ga〃’Lノ’“巨一9−εセ8ゼτoセ9’1乙『乙1▽　　　iW696oε〔〕’εε』6▽聲8τ」⊆1旦1’セ6S611’u▽就9‘ε▽工1ε▽ε61’6z6ε6’三991▽乙εドτ〔〕ε9LI『OI▽〔〕i・0’II6セ。唱ε⊆『δ1▽工z∠．［9109ε」1．・腿618’乙▽8s乙E乙〉9ε乙Lε8’zε〔｝gz’8巳』999ゲ1〇四LτS−8▽89どビτ980‘εr8▽乙〔パ61F乙⊆唱ヤ乙8619’9▽乙z9‘乙▽10Z▽6τ9‘9ε死。’80’0⊥乙ε’16ε9巨L9−ε1▽　　．U坤ε1⊆τr乙6’し▽ε6∠LO乙08乙’セ9巳61ε’08乙1死1▽1セτ」8ε9駕唱s⊆’09↓ε’1819’［乙�h▽899’91ε∠rzクT∠6［’la9εF’セ986［9』z▽ﾑ’乙▽X』1⊥66　▽ﾃセ8　▽ﾚ19五τε▽W乙▽ﾃ∠▽εiO‘8εnIO‘6εﾃgs」6ε6セε」8X99‘零ｯが8io’ε演ｳ’。i8’069ε‘115z『1「，9εピ［809‘τ@1［9’Il　I6⊆’10’ε▽Z’乙▽ｳ’02　　　　」Xεε9τP∠セ8・9［己｝68ゼ81goε‘乙　　　　」p19’乙▽1陵’ε19’乙60£’oεZε8層。乙9ε⊆’�nﾑ1⊥’τ．・Hε⊥’r帽61ﾃ861ｨ6τ9『o0聞8　▽⊆εげ6ε乙τ9」9F’乙19τε」1…99⊆」1汐’o▽　　　　‘P撹081：8Bゼ乙ic’τ！8r8唱6τε9ガr．・…1零6L⊆lo圏6εW6r8ε⊆呂8L8浮唐k8r・冒どτ高囓Ht；199’19εゼ1isεド91P6εビs199ゼ乙P9γ乙1しε6⊆’6id9ガ橿1：臼09丁?U‘セlo冒5τp⊆酬1曇i雪1⊥’ε乙二gsE乙69乙z∠1・「　　　Lﾃ器sε．［1’乙1ε9⊆‘MiZ8乙’⊆〔〕乙61……乙〔〕ε’0正配0［£↓o乙∠⊆z乙四Lε99⊆’Lε⊆；・」9II9乙‘ε996r…1ZOO’9616’τ死1r・SI乙乙τ・」1乙〔璋goゼ爵；銘ε」τIog611ε銘’ε乙εrLz乙L乙9τ配9o乙乙乙｛毘」zce’「一一監611uガ11弓も0518葺iS乙9τ三jセピ／099罷611種9‘．［96⊥681⊆SI991巳8こ868ε9引．161セ6〔〕」9呂96’io↓乙唱1εεFIDFf・6死ゼ1．，璽εドLIr61068℃雪⊆ε’19τ〔ブ1乙6ε望916ε9．ビδ死69ε61…1牽君国｝←」レ囎士羅弱姻鍔．上職琢陸鮒く・［鑑ナ灘琢牽爵申｝　　　　　　1ｭ岨二士…嫌蚕1牽轟串1．く寸錺・⊥．．聴．．薄饗数ゴ．｝．身皐督四T昏口▽旨　軍｝�F壱．…　　＿|4　．く6セ　　　　艶購　萬掻〔蚤毒iL蒙皇嗣季（∠）喜圭甜潤畏蹉畢』当諺：掌目【乙峯1（、（2）2，DDO総トン以上の外航商船　　2，000総トン以上の外航商船は182隻、1表3】　日本籍商船の船型区分（総トン区分）船型別〔総トン〕隻　数千三トン千重量トンi構成比…平均般齢50味満5，0241，4923，172…（12．／｝一〇．9　　　　　！　　　　　500以上@　　looo〃　　　　，@　　5，000〃P　10，000〃3836T62P01P37　613P490　，　7111　　　　i3β42i　　　　I8．6X．5i5・、・o。〃奄P00，・・。〃p15D、。。・〃43T1@2　　　　…3，155U，390@3895，550X，631@　744（21，2）i36．S）i2．8）8．9W．SP2．9合　　計6，7561．7，58226，157（100．ω10．4【表5】　日本商船船腹量の増加および減少推移　1．，238総トン、L880万重量トン、平均船齢　9．1年で、対前年比較では重量トンベース　で2，4％の減少である。近年これら外航商【表4】　日本籍船の船齢別構成（竣工べ一ス）・齢1隻数斥攣千重量g　ン構成比平均船型：（総トン〕：。〜岬il．・4・1T〜9　　11，965　　　　　　　　ヨ4821　「5β54710〔〕　，8，lg827、1巨61・；　　　　　　　　　！3L32，725…　　　　　　　　　i　　　10〜ll年　1683c・2〜15　19271…16〜19　…5512，795Q，423k2〔｝94，398R，378Pβ66膿：艦17．／i2．194．　　　　　　　　　　　　　　　　…@　　2t〕年以．ヒ　「　786　　　　　　　　　　　3979・．・1・旨・・11，2・51　合　　訓．　　6，75617，5S2　　　　　…Q6・157…10｛〕・012・602期　　問期間中の増減@　同　　　　　　　…増加船舶@　（b）国内新造船海外買船その他減．少船舶@　〔⇔海外売晦解体翻白　　　　　：喪失船舶@　　　　1。。他…［麹鱒　　　　　…不明・誤差〔己i鯛轡隠千川gン隻数千総gン巌謬姦千総gン簑獲隻数拶薩千軍gン　．．ｭi警臆．下．総gン．隻数千総…トン．　　　．1987．7〜’88．6P988．7〜’89．5i△162　　　　　　　　ミ’989・7〜’go・6i△logP990、7〜「91．δP991．7〜｝92．6P992．7〜L93、6P1993．7〜Pg4．6cl1994．7〜’95．6ciL995・7〜’96・6P996．7〜’97．6△311｢100｢157｢ss｢15s｢215｢126｢68△3，638｢2，827｢1，18】｢　445｢1，005｢　141｢1．7｛〕7｢2，858｢1，184｢　263，9・D・．@，9，@L・LS14S79S52R46R7。i　　…3王8i1　　．．7@　，．．@　．F，@　，−．P，176P，830P，217@837@489@，098404i1R42R88S53S43R36R59Q67　　；S01i1，955　　…448i　79〔〕@　　，247@　1，275@　1，。41i　6，．9D．・C．9D．−52S2S5P6P62…　1…@と　：け’トー”@i　・1…C1幽D−．−@1U6　20@　21@　　7@　　8@　　s@　47P．・ﾏ．．DLC幽，V0T7@2@1Q　8　層9，@．・LT65T62Ui〔．〕T61S96R86’”p’”β67c1…i32。@　　　…i320@　　　…i271　　　　　ヒ@2・l18…343　　　　　し　　　927i405　　／　　’　…　　2，93正｝．168　　　　　…　　3、7021423　　L695369　　1，3502745，343R，519Q，559P，669Q，053Pβ8・工Q，892R，655k634P，3／8370R22Q28@　．P80iC。、…14・l124i　　…91　　「　　…97ggi　　．　　　466@　　ユ／4@　　　64@　　　56@　　　52@　　　38@　　　30@　　　23@　　　31@　　　268王258310　61・堰Ei・1融　レ’6　　．・1．．…　　　　3　　　　4．フ；．．9一’11：6　101i　44　　20　　　　…　　　7I　　　　I．「．DL．H，．P23232G　2　　1　　　　　：@　I@　i　　ト　　1　　1△6i　63：△5：　44…。■　o…　7．。1−21D…≡」表5付図（同訓因1．（士曽力口重菌）…［海外売船…■解体喪失その他　1　…　　　　　匿．　！　…［＝ニコζ．　1！　…D腹量の増減匿＝＝＝＝＝＝＝．一　匡二二．．一．　巳7．．呂5．　8巳．．・8∋　　　　　　　　国内新造船「］　瀞．．．鵯．　　　　　　　　　海外買船■　9＝．．．91　　　　　　　　　その他＝．．．D二二＝＝＝．．．．．．．．ユ．．一一搏�里L一＿一一　．．．＝＝＝二二］1二舜：謬三島王［＝＝＝＝＝＝＝［．白鴎唱E二」」350り　．」3．OC．口　∴2．5DO　山2C．OD　」！．5．＝．口　．．．1．巳DO．　．一5CJ　　　コ　　　〜Cり　　．．D＝口　　三．5り．＝．　ど．口．じコ　　2．5．＝口（注）（p　「商船船腹統計」各年版より作成し　　　た。　　�A1991年6月未以前の増加船舶および　　　減少船舶は不明である。　　�B　「増加船舶」の「その他」には集計　　　対象外の船子からの船種変更などが　　　．含まれる。　　�C　「減少船舶」の「その他」には集計　　　対象外の船種への船種変更などが．含　　　まれる。　　�D　同一船舶の増トン、減トン、不明　　　・誤差（d）は次により算出　　　d＝a一〔b．c）せんぎょう　平成10年1月号．〔（）【表6】　日本籍商船の「内航船」と「その他船舶」への区分1996年1997年対前年増減区　　　　　分隻　数千総トン平均船齢隻　数千総トン構成比平均船齢隻　数千総トン増減比平均船齢日　本　籍　商　船@（うち当協会会員所有船）6，824k512）エ7，845k12、20の11．26，756k508）17，581i12、142）100．0i69，1）10．4i9．6）△68k△4）△264k△65）△1．5i△0．5）△0．8内　　航　　船4，gs332999．94，go63β21〕18．99．1△π21O．6△0．8その他の船舶（外航等）1，84114，54614．71，85014，26181．113．89△285△2．0△o．9@　一1，』醗ト．以上の外臓船ｯの他「　191k65012，676P，8719．6P5．3　182P，66s12，37δP．8s570．4P0．79．1P4，亟△9@B△300@14△2．．4@�J．8△O．5｢0．9（注）日本籍商船を内航海運業法第3条による許可ならびに届け出の対象となる船舶「内航船」と「その他の船舶（外航等）」に区　　　分し、後者をさらに「2，000総トン以上の外航商船（旅客船、フェリー、その他特殊船を除⇔」と「その他」に区分した。【図1】　日本籍商船等の総トン数の推移　　40，0DO迹鴻gン’　一一一ｻ内航船@一　　冒一の他の船舶〔外航等一一一−．一一一一一一一一一一阿一一一一ゴー一一　　　　　　　　／日本籍商船一一一F一’一一一一ゴー一一’一一一一一一35ρooR0，000Q5ρODQ0ρDOP5，OOO撃n，000@5、00Q@　　　O一一鼈ﾝ鼈黶@一一一｡■鼈鼈一	冒一鼈鼈一一鼈鼈一	鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈齧`一	　　一一　　　g一　　　鼈黶@　　鼈黷Qρ0O総　　　黶｡　　　鼈	一回rトH一鼈	　　　一　　　@一　　　黶@　　@一　　　黹嶋ﾈ上ﾌ外航商船　　　@一　　　黶@　　黶|一	一r一一黶@@　u一訂一	鼈鼈黶|鼈鼈一一	一鼈鼈鼈鼈一	鼈鼈一一一一	一鼈鼈一一一	ｻのｼr宙鼈c	一一一一　　　　　1　　　　　1　　　　　1　　　　　1　　　　　19　　　　　9@　　　　9　　　　　9　　　　　9　　　　　9　　　　　97　　　　　8@　　　　8　　　　　8　　　　　8　　　　　8　　　　　98　　　　　0@　　　　2　　　　　4　　　　　6　　　　　8　　　　　0							著しく、そのことが日本籍商船全体の傾向としてあらわれている　　（図1）。　　（なおの日本籍外航商船と外国用船に　よってわ外航商船隊が構成されるが、　その概要号で紹介したい）�B　当協会会社の所有船腹量199299419注）19年までの元データにつ　　いては誌1997年1月号　　P24参照。　当協会会社の所有船腹量は、508隻、1，214トンで、総トンベースで日本籍船全体の6％のシェアを占めている（表5参照〉。、対前年比較では、同ベースで0．8減少となっている。せんきょう10年1月号業界探訪絹眉舅自コ額目臼沼一訪問団体　社団法人日本民営鉄道協会設立　昭和42年置1967年）6月28日沿革　当協会の源は大正3年7月IG日に設立さ　　　れた軽便鉄道協会まで遡る。軽便鉄道協　　　会は大正5年2月に私設鉄道協会と改称　　　し、続いて同年5月には私設鉄道同志会　　　と改称した。太平洋戦争が始まり鉄道は　　　重要産業の指定を受け、昭和17年に鉄道　　　軌道統制会が鉄道省の監督の下に設立さ　　　れた。終戦とともに同会は解散し、事業　　　者の自主的団体である�兼�本鉄道会とし　　　て再発足した。しかし連合軍司令部の覚　　　書により昭和22年に機能を停止し、全国　　　の事業者の親睦団体として日本鉄道会議　　　所が設けられた。　　　　一回戦後の民主化政策の下で、民鉄各　　　社でも労働組合が結成され、ストライキ　　　などの闘争を活発に繰り広げた。昭和22　　　年に私鉄総連が結成され、経営者側の交　　　渉団体が必要となり、同年私鉄経営者連　　　盟が結成された。昭和23年に事業者団体　　　法が制定されたことにより、私鉄経営者　　　連盟と日本鉄道会議所を統合し、摂G社　　　を会員とする私鉄経営者協会を発足させ、　　　業界の組織の強化がはかられた。　　　　私鉄経営者協会は、労働組合との団体　　　交渉が主な業務だった。しかし、社会情　　　勢の変化に伴い、民鉄の輸送力増強、安　　全の確保や、これに関連した財務事項の　　　処理など事業者団体としての使命を達成　　　することが重要となり、合理的かつ効率　　　的運営を行うため、昭和42年6月に�兼�　　　本民営鉄道’協会に改組した。平成9年6　　　月28日で創立30周年を迎えた。組織　加盟会社　74社　　　会　長　平松一朗（京浜急行電鉄会長）　　　副会長　6名　　　理　事　38名（埋事長、常務理事を含む）　　　監　事　4名　　　事務局　役員　6名　　職員　31名所在地　東京都千代田区丸の内1．．．6−4事業紹介　当協会は、鉄道整備等に関する基本　的目標の達成を目指し、平成9年度は次の事　業計画により進めている。　1，安全輸送対策の推進　2．民鉄関係税制の改善　3．新運賃制度の適切な推進　4．私事適切な運賃改定の推進≡≧二ご》ξ証み1．捻留劇轟霧鍵ii　・ほ驚総噸・で．．r．・軌蟹．〆首一短ﾃ（、▲創立30周年祝賀会せんきょう　平成10年1月号5　輸送力増強工事等のための長期低利資金の確保6．特定都市鉄道整備積立金制度の己反善7．日本鉄道建設公団民鉄線方式の改善8．鉄道整備基金による無利子資金の確保9　地方民鉄に対する助成制度の改善lO．情報社会、高齢化社会および福祉社会に対　　応ずる輸送サービスの推進　11．多角広報活動の展開　12．技術開発による近代化および合理化の推i進　13、環境保全に関する対策の検討　14．安定した労使関係の維持　15．労働安全対策の推進　16．規制緩和問題への対処現在の活動　　事業計画に従って、会員会社である民営鉄　道事業者は公共交通機関の使命を自覚し、利　用者が豊かさを実感できる交通機関を目指し、　国民の期待に十分応えるよう事業を推進して　いる。　　平成9年1月半ら新運賃制度が導入され、　労働問題も集団交渉から各社対応に変わり、　規制緩和や環境問題等社会の急速な変化に対　応できるよう、また、鉄道事業の健全経営を　維持し、発展していくため、経営の効率化に努め、諸問題の解決に努力を続けている。　現在の厳しい経営環境の中で、「人にやさしい鉄道」と「快適通勤輸送」のために、最近の5年間でも既に2兆円を超える設備投資を行い、平成9年度も3億5，000万円の設備投資を行って輸送力増強、サービス改善に努めている。安全こそお客様に対する最大のサービスであるとの認識に基づき、輸送の安全確保に努め、高齢化社会に対処し、お客様の様々なニーズに応えられるよう施設の改善を実施している。　鉄道は「環境にやさしい交通機関」である。地球温暖化防止のためにも、多くのお客様にご利用いただけるよう誘致策やPRに力を注いでいる。広報誌「みんてつ」を隔月に発行し、パンフレットを作成して各駅で配布し、さらに年4回7大山に新聞広告を掲載し、新聞と連動して大手民鉄の駅や車内にポスターを掲出して鉄道に対する理解を深めていただいている。マナー改善も呼びかけ、駅や車内のポスターで快適にご利用いただけるよう．協力をお願いしている。　今後も民鉄業界発展のためと、お客様や関係者の期待に応えていくよう努力を続けていく所存である。組織図．同「委．委務地力交通妥員会則司会労働安命晋委．．1【［理．一一1褻．．一頭・…@．葵一一「づ舞！一．．u財：務委却到一朋一一理財　　部　　会用　地　部　会i上　　木　　部　　会電気部会1委員至］一一＿一一一厘＝亘＝亙＝型　　　　　　　　　　　　　範　　転　　　　　　　　　　　　　　　　　　部　　　会し鉄道環境専門分科会．一?D委員＿1高一．鉄道保女専門分科会1広報部会せんきょう　平成1〔〕年1月号．．`助　7．．．7プへ「一厚ヲ，　羅翻緯圏璽ミチ…両…レ…第94回蚊の退治から始まったパナマ運河建設計画　バルボアが、現在のパナマ運河の数マイル南東の小さな丘から太平洋を望兄したのは1513年。以来、数世紀にわたりパナマ地峡を越える運河の建設は人々の見果てぬ夢となった。困難な夢の実現に最初に着手したのは1869年にスエズ運河建設に成功したフランスの企業だった。　しかし1882年に始まったプロジェクトは、多くの苦難の果てに挫折する。最大の原因は黄熱病、マラリアなど熱帯特有の伝染病だった。当時はワクチンも特効薬もなく、7年の工事期間中、伝染病による死者は22，00G人にも上った。　1902年、この企業から権利を買い取｝）、再び運河建設に乗り出したのはアメリカだった。　ちょうどこの頃、伝染病医学の分野で、マラリヤと黄熱病が蚊によって媒介されることが解明された。これを知ったアメリカは、建設に着手するまでの2年半を、運河建設区域内での蚊の撲滅と衛生施設の整備に費やす。　蚊の発生する池や水溜まりはすべて凹い、湖にはオイルを撒いて蚊の幼虫が呼吸できないように水面に膜をつくった。ジャングルは更地にし、建物の窓にはすべて防虫ネットを張り、水を溜めるあらゆる容器には蓋をした。　外部からくる列車に対しては徹底した検疫を行い、感染者の隔離と治療のための病院を建設し、上下水道を整備した。　この徹底した衛生作戦によって、1904年から1914年までの運河建設期間中の労働者の年平均死亡率は、同峙期の米国内都市の平均死亡率さえ下回るものとなった。　こうして、1914年8月、大航海時代以来の人類の夢だったパナマ運河は開通する。　それは、膨大なダイナマイトと巨大な建設機械を動員した近代的な土木建設技術の勝利であると同時に、当時、急速に発展しつつあった伝染病医学の輝かしい勝利でもあった。大航海時代に先駆けた琉球王国の壮大な交易活動　大航海時代に先駆ける14級5．世紀、琉球王国は東アジアの貿易の拠点として華々しい繁栄を謳歌していた。東は中国、南はフィリピン、ベトナム、タイ、北は九州や近畿地方、そして朝鮮半島に至る広大な地域を縦横に往来したその旺盛な活動の背景には、元を滅ぼして新たな王朝を築いた明の存在があった。　明は外国との国交・貿易に中国の伝統的なシステムである朝貢貿易という形態をとった。これは明へ朝貢を行う国とのみ貿易活動を行うというもので、朝貢国として認知されない国の船は中国の港に入港できない。ところが琉球は、明王朝成立直後の動乱期に、火薬原料の硫黄や軍馬を輸出したことから友好関係が生れ、．朝貢（無断転載を禁じます。社団法人　日本船主協会◎せんきょう　平成10年1月号）顧．．．，．．　　　　　　　へ　　　　　　　　　　　　．　．ド�`．�ｱy＝温一．△≧」・」．隔印｝一ρ＿」誕．「国の中でも高いランクに位置づけられていた。　さらに明がとった海禁政策によって、中国の商人は海外に渡航することを禁じられた。こうして琉球王国は、東アジアにおける対明貿易をほぼ独占するようになったのである。　琉球の貿易活動はこれにとどまらず、さらに東南アジアや日本・朝鮮を結ぶ中継貿易に発展。「舟棋を以って万国の津山となし、異産至宝は十方刹に充満せ．り（舟を操って世界〃）架け橋となり、国中に諸外国の至宝が満ち写れている）」と自画自賛するほどの繁栄をもたらした。　この壮大な大交易時代は、16世紀以降のスペイン・ポルトガルの進出や明の弱体化、そして17世紀初頭の島津氏の侵入によって終わる。しかし大航海時代に先駆けた南海の王国・琉球の栄光の時代は、海の道を通じた交易活動が、国上や人口に関わりなく、一・国の経済発展にいかに大きな力をもつかを示す好例といえるだろう。←糞癒i嚢驚歎。。黒船来航前にスタートした薩摩藩の蒸気船建造計画　黒船来航は、まさに「太平の眠りを覚ます」大事件だった。しかしこれはあくまで大衆レベルの話。幕府は、オランダ商館などからペリー来航の情報を得ており、問題は、いっどこへやってくるか、どう対処するかという点だった。　薩摩をはじめとする諸藩も、琉球や日本近海に外国船が頻繁に来航していることを知っており、これに対抗するため、洋式軍艦による西欧並みの海軍整備が焦眉の課題となっていた。　このため幕府は嘉永2年（1849）に、小型の洋式帆船「引戸丸」を完成し、さらに黒船来航の翌年の嘉永7年（1854＞にはEI本最初の大型洋式軍艦「鳳鳳丸」を竣工する。薩摩藩も、安政元年（1854）に大型洋式軍艦「昇平丸」を竣工、水戸藩も前後して「旭日丸」を竣工した。○　この一連の洋式軍艦建造で注目すべき点は、いずれも外国からの技術指導なしに、いわば独学で造り上げたことだ。これらの船についての後世の技術的評価は必ずしも高くないが、当時としては十分実用に耐えるものだったようだ。　しかしそれ以上に驚くべきことは、ペリー来航に先立つ嘉永4年（1851）、すでに薩摩藩主島津斉彬によって蒸気機関の製作が開始されていたことだ。翻訳書だけを頼りに試行錯誤を重ねたため、完成は黒船来航後の安政2年になるが、この蒸気機関を搭載した小型船「雲行丸」は、同年8月、薩摩藩邸のあった田町の海で、みごと試運転に成功する。　鎖国時代といえども、幕府や諸藩は、オランダなどを通じて、西欧諸国のさまざまな情報を吸収していた。開国前の日本の知識層の技術・文化水準が、国際レベルからみても、決して低いものではなかったことを、これらの技術的成果は雄弁に物語っている。�陥晶．．．．「ﾐ僻島．幽論一一＿．．．せんきょう　平成10年1．月号4輪便り　　　　　辮：擁　　．…門轡勘惣　一　一．．　英国王室用ヨット「ブリタニア」号は、昨年12月11口最後の航海を終えポーツマス港にて退役しました。ヴィクトリア　アンド　アルバート号の代替船として1952年目建造が開始され工954年に完成して以来、43年と334日にわたりロイヤル・ヨットとして就役し、その間108万7，639マイルにわたる航海をしましたが、これは地球を50回以上も周航したことになります。英連邦のすべての国々は言うに及ばず世界各地を訪れ、公式訪問した港の数はおよそ1，000港と言われていますが、日本には昨年5〜6月に香港返還の式典に参加の折に最初にして最後の訪問をし、東京、名古屋そして神戸に寄港しました。寄港地ではそれぞれレセプションを行いましたので、本船を見学する機会のあった幸運な方もいらっしゃることでしょう。　「ブリタニア」号はヨットと言ってももちろん帆を張ったいわゆるヨットではなく、全長126m、総トン数5，862トン、そして12，00Q輻馬力のタービンを持ち、最高22，5ノットを出すことのできる堂々たる外洋船です。本船は英国海軍に所属し、21人の士官と256人の水兵達はもちろん海軍から選抜されますが、船自体は商船と同じく船舶検査を受検し、ロイズ船級を保持しています。女王を始め王室関係者の公式／非公式の行事に使用されるのが本船の目的で、昨年亡くなったダイアナ妃とチャールズ皇太子の新婚旅行に使われたのも本船ですが、かっての日本の産業見本市船「新さくら丸」のように英国の見本市船としての役割も担っており、世界各国における英国関係行事に参加し、多くの商業契約が本船上で締結されたといいます。戦時には病院船として就航することとなっており、最大235人の患者を収容できたとのことです。しかし本船は特殊な重油を使用するため、フォークランド紛争の時は．戦地に赴くには専用の燃料タンカーを随伴する必要があったことから、残念ながら国内で待機しました。その時の教訓を生かし、その後通常の重油を使用できるように改装されま．した。また、平時／戦時を問わず水路測量船としての機能も持っておりました。　当事務局の英人スタッフである．マックナイト大佐は1983年から85年の2年間「ブリタニア」号の副長として勤務した経験がありますが、それは海軍時代の最も輝かしい思い出であると常々言っております。彼はその時の貢献により、女王陛下手ずからLVO（LIEUTENANT，　THE　ROYAL　VICTORIANORDER）なる勲章を授けられております。この勲章は女王が女王および王室に対する特別な貢献に対する感謝の気持ちとして授ける私的な勲章とのことです。この「ブリタニア」号の同窓会は極めて活発で機会あるごとに会合や会食を行っており、女王の夫君であるフィリップ殿下も参加され、親密な関係のリユニオンとのことでした。　咋年12月の本船退役時の式典には女王陛下をお迎えし、こちらで言うところの5コースからなる盛大な晩餐会が開催されました。「ブリタニア」号が退役することで淋しさを隠しきれなかった女王も、公式訪問には必ず乗船する海軍軍楽隊の勇ましいマーチや懐かしい歌の数々に（プログラムには懐かしい℃APSTAN　AND　WINDLASS”等も載っておりました）やっと顔をほころばせ、出席者と歓談されたとのことです。本船は退役後マンチェスターもしくはエディンバラに係留保存され、一般に公開されることとなるようです。　「ブリタニア」号の代船建造については、昨年5月までの保守党政権は前向きの姿勢で一旦は具体的な予算まで発表されましたが（もっとも予算が少なすぎ浮かぶ宮殿ならぬ浮かぶ長屋程度しか建造できないなどの批判がありましたが）、労働党政権になってからは、建造費はともかくその莫大な維持費（年間約工，000万ポンド＝約22億．円かかると言います）や昨今の王室の在り方に対する強い批判などを背景に最終的には建造を断念しました。また一つ英国海軍／海運の象徴がなくなり、輝かしい伝統の衰退がさらに加速すると言う人もありますが、私の見るところ「ブリタニア」号や英国籍の商船が少なくなっても海運のソフトの中心としての英国は衰退どころかいよいよ強化されるように思われます。　　　　　　　　　（欧州地区事務局長　赤塚宏一）．罷際：至71；愛好7丁藷罵ゑ．輪．／∫｝製「．せんきょう　平成10年1月・号海運日誌1Ei　委員会第4回中間会合がタイで開催され、　バルクキャリアの安全問題や国際安全管理　　（ISM）コード等について審議を行った。　　（P．20海運ニュース2参照）◎　第3回次期海上システム開発推進協議会旨　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3　　が開催され・次期S・a・NACCS（海上貨物1　　通関情報処理システム）の対象業務の詳細　　仕様等が確定された。　◎　日本郵船、パパクロイド、P＆0ネドロ　　イドは、「グランド・アライアンス」体制を　　改組し、新たに00CしとMISCを加えた　　5社で新アライアンスを結成することでll　　月28日に基本協定に正式調印したと発表し1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　た。4日　政府の行政改革委員会規制緩和小委員会　　は、港湾運送における事業免許制・料金認　　可制を需給調整規制を廃止した許可制、届　　け出制にそれぞれ改めること等を盛り込ん　　だ最終報告書をまとめ、本委員会に提出し　　た。　◎　海事振興連盟は、1997年度通常総会を開　　催し、予算・事業計画の決定に加え、「外　　航海運業の国際競争力強化のための諸施策　　の実現」など9項目からなる決議を採択し　　た。アジア船主フォーラム（ASF）航行安全112日　　　　　　　　　　　　　　　　　　1＿12月　　　「外国等による本邦外航船舶運航事業者　　に対する不利益な取扱いに対する特別措置　　に関する法律（対抗立法）」の一部を改正　　する法律が、参議院本会議で可決、成立し　　た。同法は19日に公布され、即日施行され　　た。（P．7シッビングフラッシュ3参照）◎　IMOの第42回防火小委員会が8日から　　ロンドンで開催され、海上人命安全（SO−　　LAS）条約の改正等が検討された。　◎　運輸技術審議会が開催され、同審議会の　　下部組織である流出油防除体制総合検討委　　員会が取りまとめた検討概要をもとに審議　　を行い、「今後の油防除体制のあり方につ　　いて」の最終報告を取りまとめた。1B日　自民党は平成10年度の税制改正大綱を発　　表した。それによると、海運関係税制では、　　二重構造タンカーの特別償却制度の対象拡　　大（外航船舶）および国際船舶の登録免許　　税の軽減措置を現行内容で延長すること等　　が決定された。　　（P．2シッビングフラッシュ1参照）25日　平成10年度政府予算案が閣議で決定した。　　海運関係では、若年船員養成プロジェクト　　8，600万円のほか、「物流基盤整備」枠全体　　として財政投融資450億円等とされた。　　（P．2シッビングフラッシュ1参照）せんきょう　平成10年1月号口鋼●　　　　陳情書・要望書（1E月）宛先：運輸大臣件名：船舶特別償却制度の存続について要旨：平成10年度税制改正において、船舶の特　　　別償却制度は適用期限前にもかかわらず　　　廃止するとの整理案が出されたため、同　　　制度の存続を求める陳情書を提出した。　　　海運関係の公布法令（12月）��　船員に関する中小企業退職金共済法施行規　　則の一部を改正する省令　　（運輸省令第72号、平成9年／2月3日公布、　　平成10年4月1日施行）�堰D船員職業安定法施行規則の一部を改正する　　省令　　　（運輸省譜第73号、平成9年12月3日公布、　　平成9年12月3日施行）�堰@貨物流通事業者の氏名の変更の届出等の一　　本化した提出の手続を定める省令の一部を　　改正する省令　　　（運輸省令第77号、平成9年12月15日公布、　　平成10年1月1日施行）��　船員法施行規則等の一部を改正する省令　　　（運輸省令第78号、平成9年12月15日公布、　　平成10年1月1日施行）�演ﾝ物運送取扱事業等報告規則の一部を改正　　する省令　　（運輸省令第79号、平成9年12月15日公布、　　平成10年1月1日施行）�堰@海．ヒ運送法施行規則等の一部を改正する省　　令　　（運輸省令第82号、平成9年12月／5日公布、　　平成10年1月1日施行）�堰@船舶法施行細則等の一部を改正する省令　　　（運輸省令第83号、平成9年12月15日公布、　　平成10年1月1日施行）�堰@港湾法施行規則及び海洋汚染及び海上災害　　の防止に関する法律施行規則の一部門改正　　する省令　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　（運輸省令第84号、平成9年12月15日公布、　　平成／0年1月1日施行）��水路業務法施行規則等の一部を改正する省　　令　　　（運輸省令第86号、平成9年12月15日公布、　　平成／0年1月1日施行）　　　国際会議の開催予定（2月）IMO第3回危険物・固体貨物・コンテナ小委員会（DSC）　2月9日〜13日　ロンドンアジア船主フォーラム（ASF）船舶解撤委員会第1回中間会合　2月23日　台北IMO第3回無線通信・捜索救助小委員会（COMSAR）　2月23日〜27El　ロンドン　　　　　　　　　　当協会事務所移転についてのお知らせ　当協会事務所の入居している海運ビルは、平成9年9月〜平成11年5月のスケジュールにて改修工事を行っております。　これに伴い当事務所を平成10年2月12日（木）から4月下旬（・予定）まで、海運ビル2階および3階に移転します。移転口および移転期間中は会議開催場所等なにかとご不便をおかけすることとなりますが、何卒ご了承の程お願い申し上げます。また、移転期間申における電話番号等については変更がないことを申し添えます。　なお、ご参考までに5・6階に入居している他の団体についても下記のとおり移転することとなっておりますのでご案内致．します。　室部部部室引回総総総企関海船物会　　　　貨協　　　　入当　　　　輸　　現在位置　　　　　　移転先｝醐・・レ・階→灘・ル・階〃　　61階　→ト　　　リ　　2階．一先373　8　ル車ビ移運ZZ　ノ．　海燕→→せんきょう　平成10年1月号）．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、：T一．『．．．F「’：．‘1．．．．＝．．．．．．『．．1．．；：．．．．．．．7．．「1：．．．＝．「．．．．．「．「1；．．ゴ．『．．　．．一．．「丁．．『．．’「．．『「「．「‘、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ1．わが国貿易額の推移毎運統計「（単位　10億円）前年比・前年同期比〔％）2．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）年　月輸　出（FOB）　1980　1985　／990　1994　1995　1996／996年12月1997年1月29，38241，95641，45740，49841，53！44，7314，1693，5493，9914，540q，4274，／D14，／／94，2813，9364，4244，6474，225輸　入（CIF）31，9953LO8533β5528，1043L54937，9933，2903，5493，3013，7273，6153，3693，1873，4433，2143，3583，5443，162入�居o超▲2、61210，8707，60112，3939，9826，737　878　　0　689　812　812　732　931　837　7221，0651，1021．062輸　出4067ρD70』」902730215545902354700／0214476　1112211111輸　入（注）　通関統計による。日．不定期船自由市場の成約状況▲▲08883423ρ04203　1　12578651755431390486833814／工12年　月講平均最高値最安値1985238．54200．50263．401ggo144．81124．30160．10199311L19100．5G125．751994102．2496．45109．00199594．0680．30104．251996108．7998．05110．311997121．00111．3513／．251997年1月118．02115．35122．002123．01120．78124．683王22．64120．15124．384125．51122．60126．905u8．99113．8G127．156114．2011王．35116．337115．16112．60118．308117．90115．50119．429120．75118．80122．5010121．06119．95122．2011125．27121．63127．7012129．47127．0013L25（単位　千M／T）区分航海用船定期用船ム　　計連続航海シングル（品　目別内　訳）年次口航　　海穀物石炭鉱石屑鉄砂糖肥料その他TripPerbd1992196312　　　，16，996179β1654719　　154731　　，61197　　，5763064　，4023　71006　，87，73516530　　，1993172768　　　，8470　7164298　　　756，03342169　　，59167　　74082353　，3357　，811108，54626003　　，ユ994180978　　　，11264　　，169714　　　，44993　　144251　　，68，2992634　，3477　，4430　P／，630176，40746876　　P1995172642　　　，4911　，工67731　　　，48，77552371　　，57261　　71526　，1941　，5054　，803154802　　　，49061　　，1996203，4072478　，200929　　　，54374　　，69509　　，66539　　，ε983251　，5601　，757144，56129815　　，！997195996　　　72663　，193333　　　，46792　　P67，1926555／　　，1CI69　，3，7247312　，693160，46843240　　｝／997　418469　　，26418205　　15068　，6047　，5591　，74433992013764　　，4／61　，515639　　，0工5，6393486　，6377　，47／0　，1638975361／1201　　，2822　，614075　　，5514020　　，3575　，4471　，4，889215934482316，6133138　，718593　　，49518，0983，9816811　，6009　7623258605015，3175356　，814137　　，36813769　　，3，6404009　，5，605506728611212265　　12976　，915398　　，25015148　　，3796　P4442　，6，280工871921668510，0482910　，／019759　　，019759　　，4751　，7，3546306　，19843060211817717　　73840　，1118055　　77917976　　，4523　，6174　，594／　，1264826508011408　　，1677　，1217005　　，48016，5252931　，6131　，6，707583093414810β042438　，（濁　�@マリタイム・リサーチ社資料による。�A品目別はシングルものの合計。�B年別は暦年。せんきょう　平成10年1月号晒羅難三澱ご．．．鰹羅ヨ＝r」薫慕．．島．．．．．乳．．．：．ご：：1二：：．．．．：；＝’1．「際．．π．．．．．内．二．．こ三．＝τ＝7こ’．．己二：．．夷τ∫芸：．．．−．．．　．．．『　　．・く�．よ．詫　．．．．．r　　．　油囁．而L｝．内内．．．…DF．．�．；．F：『了．　’．．．．ア．．．『ド叫．’．．．雪「Qマ．．三二．＝．．マて三1．．；τ：：．．＝．．．慌1一溜〔ぺrレシ引．・湾／目白・’曳ル150P〔．⊃匹5：Ii　a・　　　　1992　〔準1．……∋31994199∈．［「T［＝目一1Eヨ7　　．：ド廟15口　　‘5‘．，ilco　3じ252巳150　　15旧D　　　O己穀物し’f．．．・ツ／ト峠・」1：米．LIゴ岸．日本・ガ．．レフ　酉欧〕旧9≡己：年119聡19巳くi5∋515∈519ヨ．ト1、：353c5凡二三〇15i．」（4．原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）月次123456　　　0ーワ】7　89　　　1111995最高60．α〕55．5056．OO47．5047．5072．5073．0073．OO72．5053．7573．0068．25最低54．5049，5051．0044．5042，5054．0063，5063．5060．0050．5052．5060．00ペルシャ湾／日本1996毅高67．5075．0072．5055．0064．7579．5079．7570．0064．5063．OO69．0〔．）69．50コ口シヤ湾／欧米最低57、5〔〕　r．⊃67．5046、｛〕〔〕5丁．．つD．oo69．OO65．〔｝056．0055．0058．756〔〕．00取「口166．2566，5069．〔〕067．726．5〔11　86．75…94．oo…94．50…100．OD　82．00…75、｛〕O最低62，〔．）O8．00H6、b61．50　　．5068．5085．DO72，5089．0〔175．0049．50】恢「呵0．｛｝｛〕49．OO．47．5045．α〕45．OO57．5067．5059．〔｝058．0050．0062．25最低47．50410042．5〔140．DO4〔｝．〔〕o　　oo55．0け55．00・12．5042．5045．0060．001996Fユも．取「司58、00　　．o〔ユつr．5047，50つD．0062、5067．006〔〕．0052．5055．DO55．0050．5〔．）最低52．5｛〕55．OOP7．5039．00．42．5052．5｛〕57．5｛〕55．0049．5043．7550．〔｝〔〕47．50／997最高56．5D52．5057．5（152，5059．5（160，DD最低65，DO67．5070．0077．5080．oo62．5〔152．〔．N〕47．5｛〕50．5045．〔｝｛〕45．0052．5〔｝50．0065．OO6〔1．0070．OO65．OO42．50（注）�@日本郵船調査グループ資料による。　�A単位はワールドスケールレート、　　　　るもの。　�Cグラフの値はいずれも最高値。�Bいずれも20万D．！W以．ヒの船｛】自によ（5．穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧）〔単位：ドル）月次123456π／1996最高29、2025．1525．2525．δ025．3524．00ガルフ／日本最低24．7523．OO23．5022．5022，5021．0（122、50　　19．90　　　　1997最高　最．低26．85　　　23．8026．OO　　　24．6025．75　　　23．5024．85　　　2〔L9521、75　　20．2522．IO　　19．9024．50　　　21．75北米西．岸／日本ガルフ／西欧199619971996　　　　　　　．．一P997最高．最低1最高　　最．低最高　最低1日．可」踵．諱u円最低一．一一．．．．　15．35@14．9〔．）@／3．50@L3．50@13、25D　　　ll14，85I　l3、75@13．2〔｝@13．20@／3．15　　　　　　　1・50　　1P5．00　13．25@　　12．0〔｝P2．05　11．7513．25　11．5〔〕撃c、75　1〔｝」〕〔｝P3．5〔｝　12．15@　　13．85^4．00　11．58　　　　　　　　　　　　．　　　　一13．00　　　12．25PLoo　．一．撃kOO戟k．L50一1工．75　　　10．25　　　1・LOO12．／09、25822．00　20．0024．35　21．5〔｝一．．．一．一一．10．50　1｛〕，259102D．50　18．25Q3．00　18．75　　　　　　　　　　　　　1Q5．50　22，〔1〔1Q4．60　21．7〔1　　　／0．00P1、S5　11．30　　　　　一　　　　　　　　　：　10．OD　　　　　8．00　　113．50　　　　12．60　　　　玉3．25　　　　　8．0010．15　1〔〕．0〔l撃戟D00　　9．501126，25　22．7523．75　19．0016，25　14．25／3．25　　　　12．25　　　　15．35　　　　　9，60ll．30　10．OO／22750　2400123．50　19751450　14．25一　　　　　　　　　1　1・．1　90　　　　13，6512．00　　9．80駐）�@目本郵船調査グループ資料による。　　　　�Bグラフの値はいずれも最高値。�Aいずれも5万D．〆W以一ヒ8万1〕／W未満の船舶によるもの。せんきょう平成10年／月．弓．，．照7：π諜驚；≦…三lr聯驚撚撚罵器誉欝課群需蒸蹴1環聯聾撫騰灘鰍蝋懸灘罵濾）．ドル1石炭いンブ．トンロ・一ズ畑蔚’鉄鉱石rツ噸ンバ1・レツ和ン．栖1弧，［ドル｝運畏揖数qOD距　4じQ2530O30⊃20202釦、h　　　　　　A．八ンデイー〔　　　　Aハクリーン　　、ハ　�j鴨、ハコ5／炉石炭（ハンブトンローズ／日本）「ズ∫ρ〜v≠A　�_　　＼　　＼　　　＼200、　�`戸ハA@、@　＼ノ　　　　　　　1　，　　v　　　’xノ　klw　　　　　♂八ンデイー　　εODﾖ、　　15G’、　！m150ダーディー’しo10＼、　、　、　　、　　＿へ　　　　、@〆＼／／　鉄鉱石　　．A、／、、　、ハ41@　　恥@　　り声／、垂’、�j・A・へ・’（ツバロン〆日本｝レ　100T、＼4い〜／、、　1　、ノ中型　　　　〆　　　ゾf　　、ハ｛5らG鶏、‘、鉄鉱石（ツバロン／西歌）　ruLCO口巳IIq　　o1992薗19量31994ieg51996199フ199a宰｝199319鱗　　　　　　　　　　　1995　　　　　　　　　　19蕊】9976，石炭（八ンプトンローズ／Eヨ本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）（単位：ドル）ハンプトンローズノ日本（石炭）ツバロンノ日本（鉄鉱石）　　1｝　　ツバロンノ西欧（鉄鉱石）月次199619971996　　　　1997玉9961997−　最高　　最低最高　　最低最高　　最低　1最高i最低最高　　最低最高　　最低123456　789101112　　12．50H3．00　12．95@　12．75@　−@　U．25@　11．25@　＝@　　二@　1．2．75@　　一　　　二F　　一　　　一…　　　12、OQ　　　一@　　二@　　二@　　二　　　9．20　　　1　　　−@　11．DO　　、　　9・50@　　9．OO　　　　　　　　　　　　　9．50@　、轟　　　　＝　　　8．25　　　　　　　　−@9．90　　　　　8，10　　　　　　　　　．一@9．2D　　　　　9．DO　　　　　　　　　−@　　9．00　　　　　　　−@　　10．10　　　　　　　一p　晒　　U．。。一，．、。6．25　　6．15U．うD　　5．65　　−U．80　　6．25@　5．95　　　　　　ヨ　　　　　　　i　　　　　　iT．15　　5．10U．00　　4．75@　5．00@　6．75@　6．25@　　7．50　　6．17V．35　　6．OO@　6．30U．10　　5．65U、OO　　5．80U．45　　5．90@　5．80U．95　　5．8DV．25　　5．95@　7．70@　6．30@　6、15（注）�@日本郵船調査グループ資料による。�Aいずれも／�J万D／W以上通万D／W未満の船舶によるもの。�Bグラフの値はいずれも最高値。．）7，タンカー運賃指数タン　　カ　　　　　運　　賃＿　　　　　　　　指　　数月次199519961997VLCC中型小型H・DH・C　IVLCCI中　型小型　1．1・DH・CVLCC中型小型H・D「H・C1234567891．01．il25L6T3．4S8．0T0．3S4．9S4．9T6．2U3．2U3．7T3．7S8．9U1．41ユ5．6P05．3X8．アP01．2X4．8P01．0@95．1H07．8P〔〕〔〕．6　　　　176．2@　　　1．54．9@　　　145．6@　　　14／．6@　　　／39．9@　　　144．5@　　　珂7．2@　　1144．61P89：甜盤：暮i｝器1：玉　　　i毘．996．5ほ31、8184．3P69．6P62．9P59．4P75．5Q／7．4P7斗．7P62．7　　　　塗垂8：象i旨8：§1揚轟：蓉ほ器：§　　　　215．7　　　66．6　1120．2　1153．6n6、61P13．5P06．2P00．6^0L〔〕X8．O撃撃n．2P07．9　　　　！62．．3@　　　工78．4@　　　2G2．1@　　　228．1@　　　2工o．LP53．31215．D　　　E／6D．2　241．1〕135．8139．2133．0工37．9　198、2147、9　19〔Ll　　　　233．6@　　　228．4@　　　229．6@　　　233．3@　　　220．9@　　　2／1．5@　　　203．9P11：li翻1211．15け74．ll　　　　／97．2　　　　／86．957．3T9．1T8．4U2．0T2．3U3．4U3．8V0．3W3．4V6．2W9．5107．2P14．1P09．1P19．7P工o．4P工0．9P07．2P00．4Gユo．6P／3．9P工4．9165．6P64．l撃T5．9Q01．3P82．0P82．6P72．5P48．1P52．6p．66．5　　　　18呂．4@　　　198．1@　　　20L4@　　　工93．9@　　　181．2@　　　203．0@　　　　−@　　　18D．5P59．9，176．2@　　　179．5@　　　181、6@　　　164．6233．BQ55．8Q37．7Q23．4QL3．7Q02．8P81．2P75．7^70．3P63．9P49．6平均153．4　1101．9　　146、0185．1212．6　60．41092149．5203β206．711〔注）襲霧遜鰹驚驚爺魂勤煙．魏灘灘（シッピング・三ユーズ・インターナショナルせんきょう　平成10年1月号姻��35030D2502QO】5D100500用船料指数＼　、貨物胎定期用船料指数f融羅温）　’I一！〆、A　　、一　　　、一＿一噌　　！、、齦ｨ船航海用船料指数、！♂！、！、’@　▼＼＼！、、q965．フ〜1966．6≡／00｝ig92〔年1199319麟19951996199フ450　　正OJO　　万口酬4田3503co250εDO1501DD50口B冊6αo‘oo2000係船船腹1992〔年〕199319凹「695199619971DOO万D川δOG6DO4QOε00（．8．貨物船用船料指数貨物船航海用船料指数貨物船定期用船料指数月次／992199319941995／99619971992199319941995199619971208．0194．0189．0234．02CI7．0209．0343．0323．0327．0358．0380．3347．02202．D192．0185．0227．02CI2．0工97．0326．0326．0320．0358．0386．6332．03195．0191．0185．0229．0192．0199．0320．0327．0324．0366．0339．4341．04192．0194．0198．o243．0192．0工97．0300．0356．0310．0377．0363．0354．05191．0195．0191．0245．0196．0工90．0302．0366．0318．0402．0350．O342．06195．0209．0198．0239．0195．0184．030工．0319．0334．0390．0339．0326．07190．0206．0198．0230．0186．0183．0295．0335．0320．0426．0339．0338．08191．0194．0202．02工8．01呂9．0196．0288．0346．0360．039LO289．Q330．09191．0196．0208．0220．0186．0190．0293．0328．0349．0364．0293．0327．010191．0188．0212．0221．0176．0191．0301．0351．0333．0355．0294．0316．011193．0196．0212．0198．01．88．0189．0289．0372．0363．0344．2323．0290．012工96．0200．0219．0209．O211．0300．0349．0367．0374．7323．0平均194．61963199．8226．1193．3304．8341．5335．4375．5334．9（注）�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナルはロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年11月1．こ含併）�A航海用船料指数は1965、7〜1966．6＝100｝ま1971＝100り定期用船料指数．｛9．係船船腹量の推移199519961997月次貨物船タンカー貨物船タンカー貨物船タンカー隻数千GIT千DIW隻数千GIT千DIW隻数千GIT千DIW隻数千GIT千D〆W隻数千GIT千DIW隻数千GIT千Dハ．V12892399　　　　　，3238　，6521954134　，　　　　　　　　　　，2722210　　　　　，2，7786620583735　，　　　　　　　　　　，2482，11D2，58955L6072，75722882290　　　　　，3017　，6824724710　，　　　　　　　　　　，2572005　　　　　，2，5066016362980　脚　　　　　　　　　　，2411996　，2402　，571628　　　　，2804　，32842281　　　　　，2999　76722344219　9　　　　　　　　　　，245／911　　　　　｝2β9262／，8623，3052532055　P2420　，63／710　　　　，2970　P42712151　　　　　，2857　，662，2054，1272361，8562326　，60王，6942，9832512073　，2462　，641，7963，／0152712267　　　　　，3136　，61工9333459　，　　　　　　　　　　，2291854　　　　　，2β365617543／20　，　　　　　　　　　　，2492086　，2520　，63178／　　　　P3，06062722，2573093　，662／883562　，　　　　　　　　　　72201833　　　　　，2，35355L6792．8412442，0082，426571776　　　　，3052　，72692工20　　　　　，2916　，6619813515　，　　　　　　　　　　，2181828　　　　　，2412　，5616652800　，　　　　　　　　　　，2391969　，2449　，581823　　　　，3160　，82732154　　　　　，2954　，6718933341　，　　　　　　　　　　，223L8542，421．531．，5712，7082462120　，2429　，571776　　　　，3031　792652110　　　　　，2899　，6817573085　，　　　　　　　　　　　，2341950　　　　　，2，5625516572800　，　　　　　　　　　　，2462084　，2375　，531487　　　　，2474　，lo2742，1782920　，681，8703，1652321972　　　　　72610　755177629／9　，　　　　　　　　　　，2642，28／2，634571616　　　　，2591　，112652151　　　　　｝2，8506316712786　，　　　　　　　　　　，2392，0022，5435519213196　，　　　　　　　　　　，2652252　，2555　，581543　　　　P2532　，122722142　　　　　，2724　｝6416272860　，　　　　　　　　　　72382087　　　　　，2，6265317052856　，　　　　　　　　　　　，2692，2542596　，59］．450　　　　，2464　，（注）　ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベッセルズによる。ぜんきょう　平成10年1月号スクラップ船腹ξDOaDO2日目「匹o0タンカーY　　　rρ　　　AとII焔11爪ハll　　　ll?@　　ll　　　l@，　　1@ハ　　ll　l　llIllllrl貨物船@＼　1n’’　　ll@　1写旨　1卜　」1　」レU、ll、＾「　、1　　し馳llへ　　N1992に卑】　　　　　　1日93　　　　　　1晒　　　　　　L9ヨ5199日1997梱3DO2口o100o）10．スクラップ船腹量の推移1995／996／997月次乾貨物船タンカー乾貨物船タンカー乾貨物船タンカー隻数千G／T千D〆W隻数千G／T千DIW隻数千GIT千D／W隻数千GIT千D／w隻数千GIT千D／w隻数千GIT千D／W　　　　　　　　　Oエワ】1234　一D5　　　【r89　　　　　　　　　1　1　128　　329　　459SD　　594　　968T1　　426　　602Q7　　433　751S2　　458　　792Q1　　219　　352R1　　498　　730R6　　318　　408Q1　　274　　41DQ2　　131　　143Q7　　165　　20DQ8　　223　　36410　　39D　　769V　　382　　79S撃戟@　643／，313P1．　7001．392P8　1，2322，4738　　362　　694P3　　290　532P2　　331．　651S　　　66　　124W　　244　　491U　　223　　420X　　202　　34D34　　240　　353Q8　　5641，014Q3　　241　　36ST0　　577　　941S4　　922　1．592S6　　5861，537S1　　722ユ，174R9　　7861，312U4　1，012／，565S4　　654　ユ，064T9　8631，25948　　664　　98712　　328　　631P1　　620／．211X　　329　　619P5　　477　　903P8　　63邑1，207V　　274　　568P2　　328　646S　　145　　290P2　　4D2　　789S　　179　　356W　　237　　461W　　1D7　　19928　　274　　383T0　　7201，138W1　　9551．507R0　　488　764S1　　6741，032V0　　849L352S6　　5／7　829S6　　695　1．113S2　　533　　766T6　　594　　7568　　337　　654P2　　119　　222Q4　　452　　855X　　207　　418S　　　93　　1邑0P0　　　58　　78P／　　311　　568S　　　97　　172U　　　25　　43W　　　60　　102計374　4，0686、179U7　5．0659．997520　7．83113、16612D　4，0547，880（注）�@ブレーメン海運経済研究所発表による。�A300G／T「海運統計」欄の各種資料の掲載は下記のとおりとなっています。’）統計資料名1．世界船腹量の推移2．日本商船船腹量の推移3．わが国外航船腹量の推移4．世界の商用船建造状況5．わが国の建造許可船舶の竣工量と造船所手持　　工事船舶量推移　6　世界の主要晶目別海上荷動き量　7　わが国の主要品目別海上荷動き量08　わが国貿易額の推移09　対米ドル円相場の推移OlO不定期船自由市場の成約状況O11　主要航路の成約運賃（原油）12P3P4P5P6P7P8謔Q02122000000主要航路の成約運賃（穀物）主要航路の成約運賃（石炭・鉄鉱石）タンカー運賃指数貨物船用船料指数係船船腹量の推移スクラップ船腹量の推移わが国貿易の主要貨物別輸送状況日本船の輸出入別・船種別運賃収入内航船の船腹量国内輸送機関別輸送状況内航海運の主要品目別輸送実績・O印の10項目については毎月掲載、その他の項目は適宜掲載している。せんきょう　平成10年1月号願　新たな年を迎え、海．運界が安定した成長を遂げられるような一年にしたい、という気持ちを新たにした。そのために、海運界に身をおく一員として、微力ながら努力する所存である。　新年は自分の故郷である広島で過ごした。年が明けて近くの厳島神社に詣で、新年の祈願を行った。毎年恒例の行事ではあるが、初詣がすまないと何となく落ち着かない。　同様に自分の所属する社内の調査グループのチームに関しても所信を掲げた。この一年も、調査担当として経営判断の材料を提供するべく、経営・営業のニーズと密接に繋がり、経営・営業活動に役に立つ調査活動を行っていきたい。　調査活動は、それ自体独自の活動として営業活動と切り離されているのではなく、営業活動のための情報や判断材料を提供することがその重要な使命の一つである。私たちを取り巻く現状を認識し、編集後記その中で追求すべき価値と方向性とを判断し、その価値の実現のための実践を行う材料を提供していきたい。　また本年は特に、調査の継続ということに関しても留意したいと思う。継続という意味では二つの観点がある。一つは継続したテーマを追いかけていくこと、もう〜つは調査のアフターケアを行うことである。　一つ目の意味においては、調査事項として時事的な問題を取り上げることも時に応じ必要ではあるが、その時々の話題にはならなくとも、構造的な変化の緒を感じ取り、その流れを注視していけるような感性を持ち続けていきたい。　二つ目の意味では、何か一つの調査事項に関してレポートした後に、その調査内容に関して見直すということは当然のこヒであり、どの研．究機関でも行っていることではあるが、これが疎かになることがたまにある。特に何らかの予想を行った際には、その予想と現実の有り様を比べ、予想と異なる動きのある場合にはその原因を解明した後に、その反省を基に次の予想作業を行うことをさらに徹底したい。「喉元すぎれば熱さを忘れる」ではないが、多くの作業の末の成果物を、作業が終わった開放感だけに終わらせず、そこから新たな調査を出発させたい。　もっとも、これらの所信は来年新たな所信を掲げるまでの一過性のものではなく、継続した目標として努力することが一番大切かもしれない。日本郵船株式会社　調査グループ　調査第一チームチーム長　　　和田　好夫せんきょう1月号　No．450（Vo1、38　No．10）　　　発行◆平成／0年1月20口　　　創刊◆昭和35年8月10日　　発行所◆社団法人　口本船主協会　　　　　　〒IG2一朋03東京都千代田区平河町2−6−4晦運ビル｝　　　　　　TEL、ω3）3264−71Sl〔総務部広報室）編集・発行入◆大　西　章　敬　　　製作◆株式会社タイヨーグラフィック定価◆40τ円硝賀税を含む。会藍工については会費に含めて講読料を徴収している）せんきょう　平成10年1月号禽員、、）．会社名：反田海連�梶@　　（英文名）TANDA　LINE＆ENTERPRISE　CO．，　LTD．代表者（役職・氏名）：取締役社長　反田邦彦隻一沿海近@T遠兄ギ八訓ヨ有所一／一％隻5に可ハ匡海近へどフド遠＼．況状船用15臼，日ヨE／　　　1刀，bヨ0％．主たる配船先：北米、蒙州、南阿など事業概要：当社は、昭和30年12月、長し奇港内における石油製品の　　　　諭送ならびに販売を目的として設立されました。その　　　　　後、曳船および近海部門を経験し49年に外航部門に進　　　　　出しました。現在、船舶・運航菅理は反田グループ全　　　　　体で、国際基準に従い、総力を挙げて鮮応しています。当協会会員は14自社。（平成相年1月現在）憂’）ヂρ巳Dρ会社名：�樺C巳商會　　　（英文名）丁ATSUMI　SHOKAI　CO．，　LTD．代表者（役職・氏名）二取締役社長　高森　昭本社所在地：大阪市港区築港4一］一1資本金：750百万円創業年月日：192D年9月肥日従業員数：海上B5名　陸上LO57名　計L国2名…所酬翫齢・近海・��E隻…ド　　　　　　　　　　　　　　　　…運轍翫群＠）燈¢lg5隻；主たる配船先：国区事業概要：E，EgB％．b．4日8，340％ア9．B。轍1ア9B24％．i当社は、海上諭送をはじめ、陸上諭送、航空諭送ならびに港湾運送、倉庫、仲継作業など幅広い海・陸・空の輸送システムを確立、常に時代と物流を結ぶ接点を考え、その時代の最先端のサービスを引証しています。船が支える日本の暮らし　蜘

